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■ロゴマーク
　・�無限大マークを 2つ重ねた「ダブルインフィニティ」
　・�徳島の多様な「アイデンティティ」を表現

■メインフレーズ
　・�新時代に向けた「徳島の可能性」�「挑戦する姿勢」
　・�「阿波おどり」のようなパワーで飛躍

■サブフレーズ
　・�阿波藍の産地・青色LED発祥の地
　・�本県が目指す
　　「未来に引き継げるサステナブルな徳島」

キャッチフレーズのコンセプト
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「「徳徳島島新新未未来来創創生生総総合合計計画画」」のの  

改改訂訂（（令令和和７７（（22002255））年年度度版版））ににああたたりり  
 

今まさに地方の正念場、「地方創生戦

国時代」のまっただ中との認識の下、こ

こ２、３年が重要であると考えており、

現状維持・前例踏襲ではなく、新時代に

は 新 次 元 の 政 策 で 挑 戦 し て い か な け れ

ば、本県は勝ち残れないと考えています。

この危機感を、県民の皆様、現場に一番

近い基礎自治体である市町村の皆様、そ

して県職員の皆様とも共有した上で、ともに行動し、本県の力を最大化させて

いくことが重要であると考えております。 

 
そこで、県民の皆様と共に政策を推進する県政運営指針として「徳島新未来

創生総合計画」を令和６年３月に策定いたしました。  
 

「未来に引き継げる徳島」の実現を基本理念とし、「ずっと居りたい」「い

つも帰りたい」「みんな行きたい」と感じていただける徳島を目指す姿とし、

このビジョンを実現するため、本県の「安心度」「魅力度」そして県政の「透

明度」を徹底的に高めていく、この３つをミッションとしています。この達成

に向けた具体的な政策を「戦略」「戦術」に落とし込み、県民の皆様が成果を

実感できる指標として厳選した「ＫＰＩ」を立てることで、県民主役・県民目

線・現場主義のもと、スピード感を持って未来志向の挑戦を実行しております。 

 

令和６年度は、全国最大の上げ幅となる「最低賃金の引上げ」、徳島と香港

及び韓国を乗り換えなしで結ぶ通年の「国際定期便２路線の就航」、県都の更

なるにぎわいを創出する「徳島おどりフェスタの開催」などを実現することが

できました。 

 
こうした新次元の政策を加速させ、県民の皆様に徳島新時代を一層実感いた

だけるよう、全国・世界に目を向け、最良の事例を学び「徳島モデル」となる

施策を創り上げるとともに、地域経済の好循環を生み出し、持続可能な県勢発

展につながる施策を重点的に実施して参りますので、いっしょに徳島の新しい

未来をつくりましょう！  
 
 ２０２５年３月                      
            徳 島 県 知 事    
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この計画は、県政運営指針として、県民の皆様と共に推進する政策の基本的な方向を
まとめたものであり、本県の他の各分野の計画に対して、最上位に位置する総合的な計
画として、毎年度の予算編成や事業の立案などの基本となるものです。

  策策定定のの趣趣旨旨

我が国は「人口減少」が加速しており、特に地方においては、少子高齢化に伴う労働
力不足や過疎化といった、いわゆる「静かなる有事」の進行が深刻なものとなっていま
す。また、切迫する南海トラフ地震をはじめとした大規模地震、異常気象の頻発・激甚
化など、自然災害のリスクが高まっています。さらに、世界情勢に目を転じると、加速
化・深刻化する気候変動、ウクライナ情勢やイスラエル・パレスチナ情勢などの武力衝
突等に伴う国際情勢変化やそれに付随する物価高騰など、様々な課題が同時かつ複合的
に絡み合い、不透明感が増しています。こうした中、現代を生きる私達には、急速に進
展する技術革新によるデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ※）や、脱炭素社会に
向けたグリーントランスフォーメーション（ＧＸ※）など、時代の情勢変化に合わせた
変革が求められています。

こうした中、住民の生活を最前線で支える「地方」の現場においては、地方同士が競
い合う地方創生が待ったなしの状況であり、今後１０年は地方の正念場、まさに「地方
創生戦国時代」を迎えており、そのような時代で本県が勝ち抜いていくためには、県民
の皆様とともに、歴史・自然・精神文化をはじめ徳島にしかない個性や魅力を磨き、発
信し、徳島の力を最大化させていくことが重要となっていきます。

この計画は、このような本県を巡る諸情勢や課題を踏まえた上で、「本県が目指すべ
き将来の姿」やその「実現に向けた方策」を明らかにし、それを県民の皆様と共有する
ことにより、共に夢と希望にあふれる、持続可能な「未来に引き継げる県づくり」に取
り組んでいくための基本指針として令和６年３月に策定しました。

また、「まち・ひと・しごと創生法（平成２６年法律第１３６号）」に規定する「都
道府県まち・ひと・しごと創生総合戦略」としても位置づけるものとします。

国においては、このような「時代の転換点」とも言える歴史的・構造的な変化と課題
の克服に向けて、持続可能な成長の実現に向けた経済構造や少子化対策の強化、デジタ
ル化の推進などの取組を進めることとしており、本県もこのすう勢に遅れることなく、
国にしっかりと歩調を合わせた対策を講じていく必要があります。
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（２）基本計画編

「基本構想編」を達成するために５年間で取り
組む重点施策を、「戦略（ミッションを達成する
ための政策群）」、「戦術（戦略を実行する具体
的な施策群）」、「ＫＰＩ（県民の皆様が成果を
実感することができる指標）」で明らかにするも
のです。

この計画は、「基本構想編」、「基本計画編」によって構成します。
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第１章 基本構想編

我が国は、国内の出生数（2022年）が過去最少となり、初めて80万人を割り込むな
ど少子化のスピードが加速する一方、高齢化率は世界で最も高い水準で、今後もその水
準が続くと見込まれており、人口は2008年をピークに減少を続けています。また、人
口が減少する中において、コロナ禍の一時期、若干の変化はみられたものの、地方の転
出超過と大都市圏への転入超過により、東京をはじめとした都市部へ人口が集中する傾
向が継続しています。

こうした中、本県の人口は1950年の約88万人をピークとし、その後若干の増減の波
はあったものの、1999年（平成11年）以降は一貫して減少を続け、2023年4月には、
推計人口が70万人を割り込んでおり、今後、2050年には約48万人にまで減少すると
予測されています。また、全国を上回る速度で少子高齢化が進行し、それに伴って生産
年齢人口（15～64歳）が減少し続けています。

本県に限らず、地方においては、こうした人口減少に伴う過疎化や労働力不足、地域
産業の衰退などが加速度的に進み、「静かなる有事」が進行している状況にあり、少子
化傾向の反転や、人口減少下での地域活力の維持・向上といった地方創生の取組が待っ
たなしとなっています。

１１  時時代代潮潮流流

加加速速すするる人人口口減減少少

自自然然災災害害のの脅脅威威

我が国は、東日本大震災や令和6年能登半島地震など、過去から繰り返し大規模な地
震・津波災害に見舞われてきており、本県においても、近い将来の発生が予測されてい
る南海トラフ巨大地震のほか、中央構造線活断層帯をはじめとした直下型地震への備え
が重要となっています。また、台風や線状降水帯の発生などの気象災害が頻発化・激甚
化しており、地球温暖化の進行に伴って、この傾向が続いていくことが見込まれていま
すがその一方で、人口減少に伴う地域社会の担い手不足や災害対応にも必須である道路
や橋りょうなどの社会インフラの老朽化が進んでいます。

これまでの災害から得られた教訓を踏まえたうえで、気象、地勢など地域の特性に
よって将来予測される危険を想定した、ハード・ソフト両面からの対策を充実させ、こ
うした災害に立ち向かっていかなければなりません。
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（出典）実績･･･総務省「国勢調査」【2023は徳島県資料による4.1時点の推計人口】

推計･･･ 国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(令和5(2023)年推計)」

徳徳島島県県ににおおけけるる人人口口推推移移とと人人口口推推計計

生生産産年年齢齢人人口口割割合合

年年少少人人口口割割合合

高高齢齢化化率率

6655歳歳以以上上人人口口

1155～～6644歳歳人人口口

1144歳歳以以下下人人口口

推推計計実実績績

4488..11万万人人

ググリリーーンントトラランンススフフォォーーメメーーシショョンン（（ＧＧＸＸ））のの推推進進
ぞ う す う

気象災害の頻発化・激甚化による人的・物的被害の増嵩、干ばつなどの異常気象によ
る農業生産の不安定化、生物多様性の損失をはじめとする生態系等への影響等が懸念さ
れる中、それらの問題を引き起こしている気候変動への対応は、人類共通の課題であり、
未来の世代へ持続可能な地球環境を引き継いでいくことは、今を生きる私たちの責務で
す。そのため、世界的に脱炭素の気運が高まる中、我が国においては、「2050年カー
ボンニュートラル※」を目指すことを宣言し、経済社会システム全体をクリーンエネル
ギー中心に転換することで変革し、更なる持続可能な成長につなげるＧＸを進めること
としています。

地方においては、それぞれの地域特性に応じたＧＸを加速していく必要があり、地域
に賦存する再生可能な資源を有効活用することや、日々の暮らしにおける行動変容など
を通じて、地域を挙げた脱炭素化に向けた取組が求められています。

デデジジタタルルトトラランンススフフォォーーメメーーシショョンン（（ＤＤＸＸ））のの推推進進

ビッグデータ分析、ＩｏＴ、ＡＩ等のデジタル技術が急速に進歩する中、コロナ禍を
契機として、テレワークや非接触型のキャッシュレス決済に係る技術が広く普及したこ
とにより、多様な働き方やビッグデータを用いたマーケティングが現実のものとなるな
ど、デジタル技術の社会への実装が加速しています。我が国においては、こうしたデジ
タルの力を活用して地方創生を加速させるよう、過疎化や労働力不足など、様々な社会
的課題の最前線である地方からＤＸを推進することとしています。

この方向性に則って、地域社会全体のデジタル変革を加速させ、地域が直面する諸課
題の解決や魅力向上につなげていくことが求められています。

競競争争かからら共共創創へへ

地方では、人口減少や自然災害といった全国共通の課題を抱える中、地方創生の進展
に伴って、移住者の獲得や企業誘致、ふるさと納税など、地方公共団体間の競争が激化
の様相を呈しています。

我が国全体で人口減少が進み、国際的なプレゼンスの低下も危惧される中、都市と地
方の間で、ひいては地方と地方の間で限られたパイを取り合うゼロサム的な競争ではな
く、各地方公共団体が互いの良さを認め合い、それを更に伸ばしていくための激しい、
しかしながら健全な「共創」を通じて、国力を底上げしていくことが重要です。

世界経済は、ＩＣＴの劇的な進歩や貿易の自由化等により、グローバルな規模での相
互依存が深まっています。その一方で、米中の貿易摩擦の深刻化や保護主義の拡大への
懸念に加え、ウクライナ情勢等を背景としたエネルギーや食料等の価格高騰が続いてお
り、さらにコロナ禍において顕在化したサプライチェーンリスクなど、経済安全保障上
のリスクが急速な高まりを見せています。それに加え、世界的な食料需要の拡大や生産
の不安定化等を背景として、食料安全保障を強化することが喫緊の課題となっています。

こうしたグローバルリスクに備えつつ、本県特産品の海外展開や販路拡大、海外誘客
を促進して、途上国も含めた世界の成長力を取り込み、更なる本県経済の浮揚につなげ
ていくことや、食料安全保障の強化に向けた安定的な輸出入ルートの確立や産地の生産
力強化などが求められています。

地地域域経経済済をを取取りり巻巻くく国国際際情情勢勢のの変変化化
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今後10年の正念場となる「地方創生戦国時代」を迎え、本県を取り巻く情勢が大きく
変化する中、今を生きる私たちは、厳しい現状をしっかりと認識し、強い危機感を持っ
て、魅力と可能性にあふれる持続可能な地域社会を構築し、将来世代へ引き継いでいく
責任があります。そのために目指すべき将来像に向けた取組の方向性を定め、課題解決
を実現する政策を実行しなければなりません。

こうした観点から、本計画では、基本理念として、「未来に引き継げる徳島」の実現
を掲げ、県民の皆様と共に、未来志向の挑戦を実行していきます。

２２  ビビジジョョンン（（本本県県がが目目指指すす姿姿））

（（１１））基基本本理理念念

（（２２））目目指指すすべべきき将将来来像像

基本理念となる「未来に引き継げる徳島」の実現に向けては、本県の将来を担う若者
や女性をはじめ県内外の皆様から“選ばれる徳島県”となることが重要です。

こうした観点から、本計画では、地方の正念場となる今後10年を見据え、県内外の皆
様から「ずっと居りたい」「いつも帰りたい」「みんな行きたい」と感じていただける
徳島県の実現を目指します。

「「未未来来にに引引きき継継げげるる徳徳島島」」のの実実現現

いいつつもも

帰帰りりたたいい

みみんんなな

行行ききたたいい

ずずっっとと

居居りりたたいい

徳徳島島県県

本計画が掲げるビジョンの実現に向けて、次の３項目を達成すべきミッションとして
掲げます。

３３  ミミッッシショョンン（（果果たたすすべべきき使使命命））

◎◎本本県県のの「「安安心心度度ＵＵＰＰ」」

いかなる困難もしなやかに乗り越え、誰もが自分らしく輝き、安心して豊かに暮らし
続けられるよう、本県の「安心度」を高めていきます。

◎◎本本県県のの「「魅魅力力度度ＵＵＰＰ」」

◎◎県県政政のの「「透透明明度度ＵＵＰＰ」」

人を惹きつける本県の強みを磨き、発信しながら、県民一人ひとりの誇りや愛着を高
め、にぎわいと活力を創出するよう、本県の「魅力度」を高めていきます。

様々な政策を展開していく土台として、持続可能な行財政運営を実現し、公平・公正
で開かれた行政を推進するなど、県政運営の「透明度」を高めていきます。

本計画では、上記の３つのミッションのもと「戦略」を掲げ、その下に、具体的な政
策と工程表で構成する「戦術」や、達成すべき指標となる「ＫＰＩ」を設定します。

安安心心度度ＵＵＰＰ 魅魅力力度度ＵＵＰＰ 透透明明度度ＵＵＰＰ

6



今後10年の正念場となる「地方創生戦国時代」を迎え、本県を取り巻く情勢が大きく
変化する中、今を生きる私たちは、厳しい現状をしっかりと認識し、強い危機感を持っ
て、魅力と可能性にあふれる持続可能な地域社会を構築し、将来世代へ引き継いでいく
責任があります。そのために目指すべき将来像に向けた取組の方向性を定め、課題解決
を実現する政策を実行しなければなりません。

こうした観点から、本計画では、基本理念として、「未来に引き継げる徳島」の実現
を掲げ、県民の皆様と共に、未来志向の挑戦を実行していきます。

２２  ビビジジョョンン（（本本県県がが目目指指すす姿姿））

（（１１））基基本本理理念念

（（２２））目目指指すすべべきき将将来来像像

基本理念となる「未来に引き継げる徳島」の実現に向けては、本県の将来を担う若者
や女性をはじめ県内外の皆様から“選ばれる徳島県”となることが重要です。

こうした観点から、本計画では、地方の正念場となる今後10年を見据え、県内外の皆
様から「ずっと居りたい」「いつも帰りたい」「みんな行きたい」と感じていただける
徳島県の実現を目指します。

「「未未来来にに引引きき継継げげるる徳徳島島」」のの実実現現

いいつつもも

帰帰りりたたいい

みみんんなな

行行ききたたいい

ずずっっとと

居居りりたたいい

徳徳島島県県

本計画が掲げるビジョンの実現に向けて、次の３項目を達成すべきミッションとして
掲げます。

３３  ミミッッシショョンン（（果果たたすすべべきき使使命命））

◎◎本本県県のの「「安安心心度度ＵＵＰＰ」」

いかなる困難もしなやかに乗り越え、誰もが自分らしく輝き、安心して豊かに暮らし
続けられるよう、本県の「安心度」を高めていきます。

◎◎本本県県のの「「魅魅力力度度ＵＵＰＰ」」

◎◎県県政政のの「「透透明明度度ＵＵＰＰ」」

人を惹きつける本県の強みを磨き、発信しながら、県民一人ひとりの誇りや愛着を高
め、にぎわいと活力を創出するよう、本県の「魅力度」を高めていきます。

様々な政策を展開していく土台として、持続可能な行財政運営を実現し、公平・公正
で開かれた行政を推進するなど、県政運営の「透明度」を高めていきます。

本計画では、上記の３つのミッションのもと「戦略」を掲げ、その下に、具体的な政
策と工程表で構成する「戦術」や、達成すべき指標となる「ＫＰＩ」を設定します。

安安心心度度ＵＵＰＰ 魅魅力力度度ＵＵＰＰ 透透明明度度ＵＵＰＰ

7

第
１
章
　
基
本
構
想
編



不透明感の増えつつある国際情勢のもと、我が国の国力の底上げに向け、各地域が
「地方創生戦国時代」という全国大会を戦っている中においては、「新次元の政策」を
スピード感を持って実行していくことが何よりも重要であり、以下の視点のもと取組を
進めることで、「未来に引き継げる良いレガシー」を創造していきます。

（（１１））新新次次元元のの政政策策実実現現

（（２２））「「県県民民主主役役」」「「県県民民目目線線」」「「現現場場主主義義」」のの徹徹底底

県民一人ひとり、そして本県に関わる皆様が県づくりの主役です。知事をはじめとし
た職員が、積極的に現場へ赴き、「県民目線」「現場主義」を徹底し、県民のため息を
聞き漏らさない、一人ひとりの思いにしっかりと寄り添う県政運営により、「県民の
力」を最大化させる県の役割を着実に実行していきます。

４４  県県政政運運営営のの基基本本姿姿勢勢

• 本県は、豊かな自然環境や、その恵みのもと育まれた農産物、地域に根ざし受け継が
れてきた歴史・文化、さらにはブロードバンド通信網のいち早い整備など全国を先導
する各地域での取組もあり、数多くの魅力と可能性にあふれています。この本県のア
イデンティティを改めて認識したうえで、全国の、世界の最新の情報や最良の取組を
貪欲に吸収して常に自らをアップデートしながら、自らの「強み」を磨くことにより、
「徳島の力を最大化」させていきます。

• 「現状維持」「前例踏襲」ではなく、正確な現状認識を前提に、国内外の先進事例を
謙虚に学ぶとともに、それを改善して積極的に取り入れていきます。

• 客観的データなどのファクト（事実）を正しく把握・分析し、得られたエビデンスに
よる政策立案を推進するなど、より効果的・効率的な施策を展開していきます。

• 本県の強みを認識し、自らの地域をより良いものにしたいという気持ち、いわゆるシ
ビックプライドを高めるための様々な取組が次々に始められ、累進的に本県の活力が
向上していくような未来を県民の皆様と共有しながら、県庁一丸となって取組を進め
ていきます。

※「シビックプライド／Civic Pride」は、株式会社読売広告社の登録商標です。

（（３３））開開かかれれたた徳徳島島

住民に最も身近な自治体は市町村であり、まさしく最前線で住民の方々の様々なニー
ズに対応しながら、多様な施策が展開されています。県は、地方自治法の本旨に立ち、
「広域・補完・連絡調整」の役割を着実に果たしていくため、適切な連携関係と役割分
担のもと、互いに協力、切磋琢磨していきます。

また、地域課題解決や行政サービスの向上に向けて、県民、大学・高等教育機関、企
業、ＮＰＯ等、多様な主体との幅広い連携・協働に取り組んでいきます。

さらに、関西広域連合をはじめ、全国知事会やブロック別知事会等において、関係自
治体と連携し、広域的な行政課題に適切に対応していきます。

（（４４））市市町町村村、、様様々々なな主主体体ととのの連連携携・・協協働働

事業策定段階から情報をオープンにする透明性のある県政を進めるとともに、県庁組
織をよりフラットなものとし、意見あふれる風通しが良い職場とする「開かれた県政」
を進めていきます。また、東南アジアやヨーロッパ、アメリカなど海外とも積極的に交
流して関係を深め、全国や世界の人々に注目される「開かれた徳島」を目指します。

（（５５））持持続続可可能能なな行行財財政政運運営営

限られた行財政資源の中で、人口減少・少子高齢化社会においても、質の高い行財政
サービスを提供していくことが重要であり、縦割り行政ではなく、組織横断的に庁内に
横串を刺して施策を構築・実施するとともに、財政需要が拡大する中において、未来へ
の投資を計画的に進めるほか、ふるさと納税をはじめとする新たな歳入の確保に積極的
に取り組むなど、多方面から行財政改革を進めることで、将来を見据えた持続可能な行
財政運営を実現していきます。
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戦戦略略（（ミミッッシショョンンをを達達成成すするるたためめのの政政策策群群））

安安心心度度
UUPP

1 徳徳島島新新未未来来創創生生にに向向けけたた教教育育再再生生

2 一一人人ひひととりりがが自自分分ららししくく輝輝けけるる社社会会づづくくりり

3
切切れれ目目ののなないい子子育育てて支支援援ををははじじめめととししたた
「「ここどどももままんんななかか社社会会」」のの実実現現

5 健健康康づづくくりりのの推推進進とと医医療療・・介介護護・・福福祉祉のの充充実実

4 ググリリーーンン社社会会のの構構築築

本県が目指すビジョンの実現に向けて、達成すべき３つの「ミッション」のもと展開

ミミッッシショョンン

6 危危機機管管理理体体制制のの充充実実とと県県土土強強靱靱化化（（レレジジリリエエンンスス））のの推推進進

7 県県民民生生活活のの安安全全・・安安心心確確保保

魅魅力力度度
UUPP

8 観観光光立立県県のの推推進進～～徳徳島島観観光光復復活活ビビッッググババンン～～

9 文文化化芸芸術術のの振振興興

10 ススポポーーツツ立立県県のの推推進進

11 攻攻めめのの農農林林水水産産業業

12 地地域域経経済済をを牽牽引引すするる企企業業のの成成長長とと新新産産業業のの創創生生

13 労労働働力力・・後後継継者者不不足足対対策策のの推推進進

14 国国内内外外かからら選選ばばれれるる魅魅力力的的なな地地域域づづくくりり

透透明明度度
UUPP

15 開開かかれれたた県県政政運運営営のの推推進進

16 時時代代ののニニーーズズにに対対応応すするる県県政政運運営営体体制制

17 持持続続可可能能なな財財政政運運営営のの推推進進

第２章 基本計画編

 

する１７の「戦略」、戦略ごとに実行する「戦術」を設定しました。

①県政の透明化
②情報発信力の強化

①スマート県庁への転換
②バランスの取れた体制づくりと魅力ある職場環境づくり

①持続可能な財政運営と新時代の予算編成の推進
②財政調整的基金の適正管理と債券運用の拡大
③県債残高の適正管理と多様な資金調達手段の確保

①スポーツ力の向上
②スポーツ環境の向上
③スポーツ振興によるにぎわいづくり

①持続可能で競争力のある農業の実現　　　　　　　　　　　　④持続可能で競争力のある水産業の実現
②持続可能で競争力のある畜産業の実現　　　　　　　　　　　⑤農林水産物の国内外への販路拡大と流通対策の推進
③持続可能な林業と競争力のある木材産業の実現　　　　　　　⑥農林水産業を下支えする地域･環境づくり

①地域産業の持続的発展
②地域産業を支える交通インフラ整備の促進
③新たな産業とスタートアップの創出

①幅広い人材マッチング・定着支援と生産性向上・賃上げの推進  ④農林水産業の担い手育成・確保
②職業能力開発の充実強化　　　　　　　　　　　　　　　　　⑤建設業・物流業の担い手育成・確保
③多様な働き方の推進と公正な待遇の確保

①持続可能で魅力的なまちづくり　　　　　　　　　　　　　　④国内外から徳島とつながる絆づくり
②移住・二地域居住の促進　　　　　　　　　　　　　　　　　⑤ストレスフリーな公共交通
③県民主役の協働・共創による地域づくり

①ライフコース※に応じた健康づくりの展開　　　　　　　　　 ④医療連携体制の構築
②がん・難病対策等の充実強化　　　　　　　　　　　　　　　⑤誰もが住み慣れた地域で暮らせる社会づくり
③安全・安心な地域医療提供体制の充実　　　　　　　　　　　⑥誰ひとり取り残さない共生社会づくり

①危機管理体制の充実　　　　　　　　　　　　　　　　　　　④強靱な道路ネットワークの構築

②事前復興※の推進と快適な避難環境の確保　　　　　　　　　 ⑤流域治水の推進
③地域防災力の向上と防災人材の育成　　　　　　　　　　　　⑥インフラメンテナンスと防災対策の推進

①先駆的な消費者行政の推進　　　　　　　　　　　　　　　　④犯罪抑止対策の推進
②食の安全・安心の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑤交通安全対策の推進
③生活衛生施設における衛生水準の維持と事業継続　　　　　　⑥人と動物が安心して暮らせる社会づくり

①国内外との動線確保　　　　　　　　　　　　　　　　　　　④国内外への情報発信の強化と本県の認知度向上
②高付加価値なコンテンツの充実　　　　　　　　　　　　　　⑤大阪・関西万博を契機とする誘客促進
③持続可能な観光地づくり

①あわ文化の継承発展による地域活性化
②世界遺産登録への挑戦
③文化財等の保存・活用の推進

戦戦術術（（戦戦略略をを実実行行すするる具具体体的的なな施施策策群群））

①主体性・多様性・国際性を育む教育の推進　　　　　　　　　④地域・家庭・学校が連携し、協働する教育の推進
②全ての子どもが安心して学べる環境づくり　　　　　　　　　⑤文化・スポーツが躍動する教育の推進
③多様化するニーズに対応する魅力ある学校づくり

①地域の絆が深まり、人権が尊重される共生社会づくり　　　　④男女共同参画社会の実現

②生涯を通じた学びの充実　　　　　　　　　　　　　　　　　⑤アクティブシニア※の活躍推進
③国際交流の推進と多文化共生社会の実現に向けたまちづくり　⑥障がい者の自立と社会参加の促進

①結婚・妊娠・出産の希望が叶う環境づくり
②子どもの健やかな育ちを支える環境づくり
③地域で子ども・若者を見守る体制づくり

①脱炭素型ライフスタイルへの変革　　　　　　　　　　　　　④良好な生活環境づくりの推進
②脱炭素社会の実現に向けた基盤整備　　　　　　　　　　　　⑤人と生物が共生する環境づくり

③循環型社会構築の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑥鳥獣被害対策の推進と阿波地美栄※の有効活用
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する１７の「戦略」、戦略ごとに実行する「戦術」を設定しました。

①県政の透明化
②情報発信力の強化

①スマート県庁への転換
②バランスの取れた体制づくりと魅力ある職場環境づくり

①持続可能な財政運営と新時代の予算編成の推進
②財政調整的基金の適正管理と債券運用の拡大
③県債残高の適正管理と多様な資金調達手段の確保

①スポーツ力の向上
②スポーツ環境の向上
③スポーツ振興によるにぎわいづくり

①持続可能で競争力のある農業の実現　　　　　　　　　　　　④持続可能で競争力のある水産業の実現
②持続可能で競争力のある畜産業の実現　　　　　　　　　　　⑤農林水産物の国内外への販路拡大と流通対策の推進
③持続可能な林業と競争力のある木材産業の実現　　　　　　　⑥農林水産業を下支えする地域･環境づくり

①地域産業の持続的発展
②地域産業を支える交通インフラ整備の促進
③新たな産業とスタートアップの創出

①幅広い人材マッチング・定着支援と生産性向上・賃上げの推進  ④農林水産業の担い手育成・確保
②職業能力開発の充実強化　　　　　　　　　　　　　　　　　⑤建設業・物流業の担い手育成・確保
③多様な働き方の推進と公正な待遇の確保

①持続可能で魅力的なまちづくり　　　　　　　　　　　　　　④国内外から徳島とつながる絆づくり
②移住・二地域居住の促進　　　　　　　　　　　　　　　　　⑤ストレスフリーな公共交通
③県民主役の協働・共創による地域づくり

①ライフコース※に応じた健康づくりの展開　　　　　　　　　 ④医療連携体制の構築
②がん・難病対策等の充実強化　　　　　　　　　　　　　　　⑤誰もが住み慣れた地域で暮らせる社会づくり
③安全・安心な地域医療提供体制の充実　　　　　　　　　　　⑥誰ひとり取り残さない共生社会づくり

①危機管理体制の充実　　　　　　　　　　　　　　　　　　　④強靱な道路ネットワークの構築

②事前復興※の推進と快適な避難環境の確保　　　　　　　　　 ⑤流域治水の推進
③地域防災力の向上と防災人材の育成　　　　　　　　　　　　⑥インフラメンテナンスと防災対策の推進

①先駆的な消費者行政の推進　　　　　　　　　　　　　　　　④犯罪抑止対策の推進
②食の安全・安心の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑤交通安全対策の推進
③生活衛生施設における衛生水準の維持と事業継続　　　　　　⑥人と動物が安心して暮らせる社会づくり

①国内外との動線確保　　　　　　　　　　　　　　　　　　　④国内外への情報発信の強化と本県の認知度向上
②高付加価値なコンテンツの充実　　　　　　　　　　　　　　⑤大阪・関西万博を契機とする誘客促進
③持続可能な観光地づくり

①あわ文化の継承発展による地域活性化
②世界遺産登録への挑戦
③文化財等の保存・活用の推進

戦戦術術（（戦戦略略をを実実行行すするる具具体体的的なな施施策策群群））

①主体性・多様性・国際性を育む教育の推進　　　　　　　　　④地域・家庭・学校が連携し、協働する教育の推進
②全ての子どもが安心して学べる環境づくり　　　　　　　　　⑤文化・スポーツが躍動する教育の推進
③多様化するニーズに対応する魅力ある学校づくり

①地域の絆が深まり、人権が尊重される共生社会づくり　　　　④男女共同参画社会の実現

②生涯を通じた学びの充実　　　　　　　　　　　　　　　　　⑤アクティブシニア※の活躍推進
③国際交流の推進と多文化共生社会の実現に向けたまちづくり　⑥障がい者の自立と社会参加の促進

①結婚・妊娠・出産の希望が叶う環境づくり
②子どもの健やかな育ちを支える環境づくり
③地域で子ども・若者を見守る体制づくり

①脱炭素型ライフスタイルへの変革　　　　　　　　　　　　　④良好な生活環境づくりの推進
②脱炭素社会の実現に向けた基盤整備　　　　　　　　　　　　⑤人と生物が共生する環境づくり

③循環型社会構築の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑥鳥獣被害対策の推進と阿波地美栄※の有効活用
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ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の17のゴールのうち、
当該戦略において、貢献度の高いものを記載しています。

①①ＳＳＤＤＧＧｓｓアアイイココンン

当該戦略において、10年先をターゲットとした
目標となる将来像を記載しています。

②②目目指指すすべべきき将将来来のの姿姿

計画策定時点の本県の課題とその現状分析を記載しています。③③課課題題とと現現状状分分析析

当該戦略の目標（将来像）に対する達成度合いを測るための指標を
記載しています。

④④KKPPII（（重重要要業業績績評評価価指指標標））

戦略を実行する「戦術」となるもので、それぞれ「施策の方向性」
と「具体的な取組の工程表」で構成しています。
工程表は年度を単位としております。

⑤⑤施施策策のの方方向向性性とと実実現現にに向向
けけたた工工程程表表

①①
②②

③③

④④

⑤⑤

基基本本計計画画編編のの見見方方

安安心心度度ＵＵＰＰ

■

■

■

■

■

■

■

■ 徳島が誇るあわ文化に触れる機会の充実や魅力発信、夢と希望を与えるトップアスリートの育成
に向けた環境整備など、「徳島ならでは」の文化・スポーツが躍動する教育の推進が求められて
います。

指標の説明

県立学校における生徒が主体となった校則の見直しを
行った割合
2023年度、全県立学校において生徒主体の校則の見
直しを行ったため、この指標を選定

設定の考え方／得られる成果

取組を中学校にも拡大し、全公立学校において生徒主体の校則の見直
しを行うことを目指し、目標値を設定
この目標達成により、自ら考え判断し、行動する「主権者教育の実
践」に寄与

生生徒徒主主体体のの校校則則見見直直しし
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

公公立立学学校校110000%%

戦戦略略
１１ 徳徳島島新新未未来来創創生生にに向向けけたた教教育育再再生生

目目指指すすべべきき将将来来のの姿姿

特色・魅力ある学校で、主体性・多様性・国際性を育み、個性と可能性を最大限に伸ばす教育が
提供され、自らの進みたい未来に向けて果敢に挑戦する児童生徒が育まれています。

教員の働き方改革が積極的に進められ、児童生徒と向き合う時間が十分確保されるとともに、い
じめで悩むことのない、児童生徒の状況に応じた、質の高い「学びの場」が提供されています。

社会全体で学びを支える環境の中で、幅広い視野を身につけた多くの若者が、「ふるさと徳島」
への愛着と誇りを抱きながら、持続可能な社会の創り手として活躍しています。

KKPPII（（重重要要業業績績評評価価指指標標））

課課題題とと現現状状分分析析

主体的に考え、判断する能力の育成や国際社会の一員として活躍できるグローカル人財の育成な
ど、主体性・多様性・国際性を育む教育の推進が求められています。

地域振興の一翼を担う高校の特色化や魅力化、教員の安定的な確保や働き方改革の推進など、多
様化するニーズに対応する魅力ある学校づくりの推進が求められています。

地域コミュニティの教育機能の充実・強化や、地域の担い手育成を図るとともに、｢地域ならで
は｣の教育活動を推進するため、地域・家庭・学校が連携し、協働する教育の推進が求められてい
ます。

いじめの未然防止や早期解決、不登校児童生徒への支援、県立学校施設の機能の維持・強化な
ど、全ての児童生徒が安心して学べる環境づくりが求められています。

2022年度実績

－
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ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の17のゴールのうち、
当該戦略において、貢献度の高いものを記載しています。

①①ＳＳＤＤＧＧｓｓアアイイココンン

当該戦略において、10年先をターゲットとした
目標となる将来像を記載しています。

②②目目指指すすべべきき将将来来のの姿姿

計画策定時点の本県の課題とその現状分析を記載しています。③③課課題題とと現現状状分分析析

当該戦略の目標（将来像）に対する達成度合いを測るための指標を
記載しています。

④④KKPPII（（重重要要業業績績評評価価指指標標））

戦略を実行する「戦術」となるもので、それぞれ「施策の方向性」
と「具体的な取組の工程表」で構成しています。
工程表は年度を単位としております。

⑤⑤施施策策のの方方向向性性とと実実現現にに向向
けけたた工工程程表表

①①
②②

③③

④④

⑤⑤

基基本本計計画画編編のの見見方方

安安心心度度ＵＵＰＰ

■

■

■

■

■

■

■

■ 徳島が誇るあわ文化に触れる機会の充実や魅力発信、夢と希望を与えるトップアスリートの育成
に向けた環境整備など、「徳島ならでは」の文化・スポーツが躍動する教育の推進が求められて
います。

指標の説明

県立学校における生徒が主体となった校則の見直しを
行った割合
2023年度、全県立学校において生徒主体の校則の見
直しを行ったため、この指標を選定

設定の考え方／得られる成果

取組を中学校にも拡大し、全公立学校において生徒主体の校則の見直
しを行うことを目指し、目標値を設定
この目標達成により、自ら考え判断し、行動する「主権者教育の実
践」に寄与

生生徒徒主主体体のの校校則則見見直直しし
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

公公立立学学校校110000%%

戦戦略略
１１ 徳徳島島新新未未来来創創生生にに向向けけたた教教育育再再生生

目目指指すすべべきき将将来来のの姿姿

特色・魅力ある学校で、主体性・多様性・国際性を育み、個性と可能性を最大限に伸ばす教育が
提供され、自らの進みたい未来に向けて果敢に挑戦する児童生徒が育まれています。

教員の働き方改革が積極的に進められ、児童生徒と向き合う時間が十分確保されるとともに、い
じめで悩むことのない、児童生徒の状況に応じた、質の高い「学びの場」が提供されています。

社会全体で学びを支える環境の中で、幅広い視野を身につけた多くの若者が、「ふるさと徳島」
への愛着と誇りを抱きながら、持続可能な社会の創り手として活躍しています。

KKPPII（（重重要要業業績績評評価価指指標標））

課課題題とと現現状状分分析析

主体的に考え、判断する能力の育成や国際社会の一員として活躍できるグローカル人財の育成な
ど、主体性・多様性・国際性を育む教育の推進が求められています。

地域振興の一翼を担う高校の特色化や魅力化、教員の安定的な確保や働き方改革の推進など、多
様化するニーズに対応する魅力ある学校づくりの推進が求められています。

地域コミュニティの教育機能の充実・強化や、地域の担い手育成を図るとともに、｢地域ならで
は｣の教育活動を推進するため、地域・家庭・学校が連携し、協働する教育の推進が求められてい
ます。

いじめの未然防止や早期解決、不登校児童生徒への支援、県立学校施設の機能の維持・強化な
ど、全ての児童生徒が安心して学べる環境づくりが求められています。

2022年度実績

－
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安安心心度度ＵＵＰＰ

設定の考え方／得られる成果

児童生徒の基礎的な学力の定着を目指し、目標を設定
この目標達成により、基礎的な学力の定着を土台とし、自ら考え、判
断し、表現できる子どもの育成を促進

全全国国体体力力・・運運動動能能力力、、運運動動習習慣慣等等調調査査のの県県のの平平均均得得点点とと全全国国ととのの比比較較
（（出出典典：：ススポポーーツツ庁庁「「全全国国体体力力・・運運動動能能力力、、運運動動習習慣慣等等調調査査」」））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

小小中中男男女女ととももにに全全国国平平均均以以上上

指標の説明

毎年小６、中３を対象に全国で行われている学力調査
における県の平均正答率と全国との差
基礎的な学力の上昇が、将来の選択肢を拡げることか
ら、この指標を選定

2022年度実績

小学男子：49.6点　小学女子：49.8点
中学男子：49.9点　中学女子：50.1点

※全国平均得点を50点に換算した相対的数値

設定の考え方／得られる成果

体力合計点について、男女ともに全国平均以上となることを目指し、
目標を設定
この目標達成により、児童生徒の体力・運動能力が向上し、生涯にわ
たる豊かなスポーツライフを実現

指標の説明

全全国国学学力力・・学学習習状状況況調調査査ににおおけけるる県県のの平平均均正正答答率率とと全全国国ととのの差差
（（出出典典：：文文部部科科学学省省「「全全国国学学力力・・学学習習状状況況調調査査」」））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

国国語語、、算算数数（（数数学学））ととももにに
全全国国平平均均以以上上

2022年度実績

小学国：-1.6ﾎﾟｲﾝﾄ　小学算：-1.2ﾎﾟｲﾝﾄ
中学国：+2.0ﾎﾟｲﾝﾄ　中学数：+3.6ﾎﾟｲﾝﾄ

いいじじめめのの解解消消率率
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

110000%%

小５、中２を対象に毎年実施されているスポーツ庁の
「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」
県の平均得点が全国平均を下回っていることから、こ
の指標を選定

2022年度実績

94.1%

設定の考え方／得られる成果

いじめは絶対に許さない、認知されたいじめは全て解決することを目
指し、目標値を設定
この目標達成により、いじめの重大事態化を防止

設定の考え方／得られる成果

各校種で、国の定める上限を超える長時間労働の早期解消を目指し、
2022年度実績の25％減（毎年５％減）の目標値を設定
この目標達成により、教員が児童生徒と向き合う時間が確保され、教
育の質の向上に寄与

教教員員一一人人ああたたりりのの月月平平均均時時間間外外在在校校等等時時間間
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

小小学学校校　　　　2255..11時時間間
中中学学校校　　　　3355..11時時間間
県県立立学学校校　　1199..22時時間間

指標の説明

認知されたいじめのうち、解消された割合を示す数値
この割合の増加がいじめをなくす様々な取組の成果を
示すものであることから、この指標を選定

2022年度実績

小学校　　33.4時間
中学校　　46.8時間
県立学校　25.6時間

指標の説明

教員一人あたりの月平均時間外在校等時間
国の指針において示されている上限の指標（月45時
間以内）についても「時間」設定であるため、この指
標を選定

14



安安心心度度ＵＵＰＰ

設定の考え方／得られる成果

児童生徒の基礎的な学力の定着を目指し、目標を設定
この目標達成により、基礎的な学力の定着を土台とし、自ら考え、判
断し、表現できる子どもの育成を促進

全全国国体体力力・・運運動動能能力力、、運運動動習習慣慣等等調調査査のの県県のの平平均均得得点点とと全全国国ととのの比比較較
（（出出典典：：ススポポーーツツ庁庁「「全全国国体体力力・・運運動動能能力力、、運運動動習習慣慣等等調調査査」」））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

小小中中男男女女ととももにに全全国国平平均均以以上上

指標の説明

毎年小６、中３を対象に全国で行われている学力調査
における県の平均正答率と全国との差
基礎的な学力の上昇が、将来の選択肢を拡げることか
ら、この指標を選定

2022年度実績

小学男子：49.6点　小学女子：49.8点
中学男子：49.9点　中学女子：50.1点

※全国平均得点を50点に換算した相対的数値

設定の考え方／得られる成果

体力合計点について、男女ともに全国平均以上となることを目指し、
目標を設定
この目標達成により、児童生徒の体力・運動能力が向上し、生涯にわ
たる豊かなスポーツライフを実現

指標の説明

全全国国学学力力・・学学習習状状況況調調査査ににおおけけるる県県のの平平均均正正答答率率とと全全国国ととのの差差
（（出出典典：：文文部部科科学学省省「「全全国国学学力力・・学学習習状状況況調調査査」」））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

国国語語、、算算数数（（数数学学））ととももにに
全全国国平平均均以以上上

2022年度実績

小学国：-1.6ﾎﾟｲﾝﾄ　小学算：-1.2ﾎﾟｲﾝﾄ
中学国：+2.0ﾎﾟｲﾝﾄ　中学数：+3.6ﾎﾟｲﾝﾄ

いいじじめめのの解解消消率率
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

110000%%

小５、中２を対象に毎年実施されているスポーツ庁の
「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」
県の平均得点が全国平均を下回っていることから、こ
の指標を選定

2022年度実績

94.1%

設定の考え方／得られる成果

いじめは絶対に許さない、認知されたいじめは全て解決することを目
指し、目標値を設定
この目標達成により、いじめの重大事態化を防止

設定の考え方／得られる成果

各校種で、国の定める上限を超える長時間労働の早期解消を目指し、
2022年度実績の25％減（毎年５％減）の目標値を設定
この目標達成により、教員が児童生徒と向き合う時間が確保され、教
育の質の向上に寄与

教教員員一一人人ああたたりりのの月月平平均均時時間間外外在在校校等等時時間間
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

小小学学校校　　　　2255..11時時間間
中中学学校校　　　　3355..11時時間間
県県立立学学校校　　1199..22時時間間

指標の説明

認知されたいじめのうち、解消された割合を示す数値
この割合の増加がいじめをなくす様々な取組の成果を
示すものであることから、この指標を選定

2022年度実績

小学校　　33.4時間
中学校　　46.8時間
県立学校　25.6時間

指標の説明

教員一人あたりの月平均時間外在校等時間
国の指針において示されている上限の指標（月45時
間以内）についても「時間」設定であるため、この指
標を選定
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安安心心度度ＵＵＰＰ

■

■

■

■

■

■

■

■

■
※

設定の考え方／得られる成果

５年間で倍増させることを基本に毎年5箇所増やすことを目指し、目標
値を設定
この目標達成により、「地域の居場所」が拡充し、県民が安心して暮
らせる環境と活躍の場が充実

指標の説明

要件を満たす「ユニバーサルカフェ」として認定した
拠点数
箇所数の増加が利用者の範囲拡大、ひいては「地域の
絆」の強化に寄与することから、この指標を選定

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

5588箇箇所所

課課題題とと現現状状分分析析

核家族や高齢世帯が増え、地域や家庭での「支え合い」の基盤が弱まる中、誰もが集い、支え合
う「地域の居場所」の必要性が高まるとともに、互いを認め、助け合いながら、誰もが安全で健
康に暮らし続けることのできる持続可能な社会を築いていくことが求められています。

社会生活の様々な局面で、依然として存在している不当な差別や人権侵害、ＤＶ・性暴力被害、
男女間格差といった問題の解消に向けた取組が必要です。

在留外国人が増加する中、外国人が抱える悩みや課題に寄り添った支援の強化や県民の異文化理
解を進めるとともに、友好交流提携国・地域をはじめ諸外国との関わりを積極的に活用し、民間
企業・団体との連携による国際交流を推進する必要があります。

高齢者が増える中、就労や社会貢献活動に意欲のある人たちがアクティブシニアとして、生涯現
役で活躍できる機会を創出する必要があります。

障がい者が住み慣れた地域で自立した生活を送るため、障がい特性やライフステージに応じ、能
力が発揮できるよう、継続的な環境整備や支援施策の充実、多様な就業機会の確保を図るととも
に、特に障がい者を未雇用の企業に対し、ノウハウの提供等の支援を行う必要があります。

2022年度実績

28箇所

戦戦略略
２２ 一一人人ひひととりりがが自自分分ららししくく輝輝けけるる社社会会づづくくりり

目目指指すすべべきき将将来来のの姿姿

年齢や性別、国籍、障がいの有無等に関わらず、一人ひとりの人権や価値観が尊重され、多様性
が受容される「個性に寛容な徳島」が実現し、生涯にわたり学び続けることができる環境が整う
ことにより、誰もが持てる力を最大限に発揮して活躍し、自らの能力を伸ばしています。

ＤＶや性暴力のない社会が実現し、住み慣れた地域で安心して生活することができています。

言語や文化の違いを超えた「多文化共生のまちづくり」が進むとともに、様々な国際交流を通じ
て、本県への理解が深まり、経済・文化・スポーツ・教育等の多様な分野のグローバル化が進展
しています。

国際パラスポーツ大会や大阪・関西万博開催を契機に、パラスポーツ
※
や障がい者の芸術文化活

動への参加を一段と進めるとともに、実施環境を充実させる必要があります。

KKPPII（（重重要要業業績績評評価価指指標標））

ユユニニババーーササルルカカフフェェ
※※
認認定定箇箇所所数数（（累累計計））

（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

安安心心度度ＵＵＰＰ

設定の考え方／得られる成果

2019年から2022年の実績値の伸びを踏まえ、毎年50人増やすこと
を目指し、目標値を設定
この目標達成により、地域で活動するアクティブシニアが増加し、社
会貢献活動の活性化と高齢者の生きがい向上を促進

指標の説明

アクティブシニア地域活動支援センターにおける生き
がいづくり推進員等の社会貢献活動延べ人数
人数の増加が高齢者の活躍の場の拡大等に寄与するこ
とから、この指標を選定

設定の考え方／得られる成果

2022年度実績値を基準として、女性割合の増加を目指し、目標値を
設定
この目標達成により、多様な意見を各種施策に反映できるとともに、
政策・方針決定過程への女性参画の気運醸成に寄与

生生ききががいいづづくくりり推推進進員員
※※
等等のの社社会会貢貢献献活活動動年年間間延延べべ人人数数

（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

2022年度実績

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

2,431人 22,,770000人人

指標の説明

本県の審議会等の委員に占める女性の割合
政策・方針決定過程への女性の参画を促進するものと
して、この指標を選定

設定の考え方／得られる成果

2028年までの県内在留外国人数の増加見込率（2022年比）に合わ
せて、約30％増やすことを目指し、目標値を設定
この目標達成により、在留外国人の日本語修得が進み、外国人の生活
環境改善と本県への定住促進を加速

県県審審議議会会等等委委員員にに占占めめるる女女性性のの割割合合
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

5577..00%%

指標の説明

県内在留外国人の日本語教室への参加人数の合計
在留外国人への支援を定量的に測ることができるた
め、この指標を選定

2022年度実績

56.8%

指標の説明

新規に救済手続を開始した事件数
同和問題をはじめとする人権侵害が未だ存在している
ことを示すものとして、この指標を選定

2022年度実績

388人

ままななびびーーああ徳徳島島主主催催講講座座のの受受講講者者数数
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

2022年度実績

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

64,745人 1100万万人人

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

まなびーあ徳島主催講座の受講者数
受講者数の増加が、多様な人材育成につながるもので
あることから、この指標を選定

新型コロナウイルスの影響により、減少した受講者数を、コロナ直前
の水準以上となることを目指し、毎年10％増の目標値を設定
この目標達成により、多様な人材の育成を通じ、シビックプライドの
醸成が図られるなど、地域の活性化や県内外への魅力発信に寄与

人人権権侵侵犯犯事事件件数数
（（出出典典：：法法務務省省統統計計「「人人権権侵侵犯犯事事件件統統計計」」））

▶▶▶

22002288年年目目標標

減減少少
可可能能なな限限りりゼゼロロにに近近づづけけるる

2022年実績

74件

設定の考え方／得られる成果

人権教育・啓発の推進により、人権侵犯事件の減少を目指し、目標を
設定
この目標達成により、全ての人々の人権が尊重される社会の早期実現
に寄与

県県内内在在留留外外国国人人のの日日本本語語教教室室へへのの参参加加人人数数
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

551100人人
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安安心心度度ＵＵＰＰ

■

■

■

■

■

■

■

■

■
※

設定の考え方／得られる成果

５年間で倍増させることを基本に毎年5箇所増やすことを目指し、目標
値を設定
この目標達成により、「地域の居場所」が拡充し、県民が安心して暮
らせる環境と活躍の場が充実

指標の説明

要件を満たす「ユニバーサルカフェ」として認定した
拠点数
箇所数の増加が利用者の範囲拡大、ひいては「地域の
絆」の強化に寄与することから、この指標を選定

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

5588箇箇所所

課課題題とと現現状状分分析析

核家族や高齢世帯が増え、地域や家庭での「支え合い」の基盤が弱まる中、誰もが集い、支え合
う「地域の居場所」の必要性が高まるとともに、互いを認め、助け合いながら、誰もが安全で健
康に暮らし続けることのできる持続可能な社会を築いていくことが求められています。

社会生活の様々な局面で、依然として存在している不当な差別や人権侵害、ＤＶ・性暴力被害、
男女間格差といった問題の解消に向けた取組が必要です。

在留外国人が増加する中、外国人が抱える悩みや課題に寄り添った支援の強化や県民の異文化理
解を進めるとともに、友好交流提携国・地域をはじめ諸外国との関わりを積極的に活用し、民間
企業・団体との連携による国際交流を推進する必要があります。

高齢者が増える中、就労や社会貢献活動に意欲のある人たちがアクティブシニアとして、生涯現
役で活躍できる機会を創出する必要があります。

障がい者が住み慣れた地域で自立した生活を送るため、障がい特性やライフステージに応じ、能
力が発揮できるよう、継続的な環境整備や支援施策の充実、多様な就業機会の確保を図るととも
に、特に障がい者を未雇用の企業に対し、ノウハウの提供等の支援を行う必要があります。

2022年度実績

28箇所

戦戦略略
２２ 一一人人ひひととりりがが自自分分ららししくく輝輝けけるる社社会会づづくくりり

目目指指すすべべきき将将来来のの姿姿

年齢や性別、国籍、障がいの有無等に関わらず、一人ひとりの人権や価値観が尊重され、多様性
が受容される「個性に寛容な徳島」が実現し、生涯にわたり学び続けることができる環境が整う
ことにより、誰もが持てる力を最大限に発揮して活躍し、自らの能力を伸ばしています。

ＤＶや性暴力のない社会が実現し、住み慣れた地域で安心して生活することができています。

言語や文化の違いを超えた「多文化共生のまちづくり」が進むとともに、様々な国際交流を通じ
て、本県への理解が深まり、経済・文化・スポーツ・教育等の多様な分野のグローバル化が進展
しています。

国際パラスポーツ大会や大阪・関西万博開催を契機に、パラスポーツ
※
や障がい者の芸術文化活

動への参加を一段と進めるとともに、実施環境を充実させる必要があります。

KKPPII（（重重要要業業績績評評価価指指標標））

ユユニニババーーササルルカカフフェェ
※※
認認定定箇箇所所数数（（累累計計））

（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

安安心心度度ＵＵＰＰ

設定の考え方／得られる成果

2019年から2022年の実績値の伸びを踏まえ、毎年50人増やすこと
を目指し、目標値を設定
この目標達成により、地域で活動するアクティブシニアが増加し、社
会貢献活動の活性化と高齢者の生きがい向上を促進

指標の説明

アクティブシニア地域活動支援センターにおける生き
がいづくり推進員等の社会貢献活動延べ人数
人数の増加が高齢者の活躍の場の拡大等に寄与するこ
とから、この指標を選定

設定の考え方／得られる成果

2022年度実績値を基準として、女性割合の増加を目指し、目標値を
設定
この目標達成により、多様な意見を各種施策に反映できるとともに、
政策・方針決定過程への女性参画の気運醸成に寄与

生生ききががいいづづくくりり推推進進員員
※※
等等のの社社会会貢貢献献活活動動年年間間延延べべ人人数数

（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

2022年度実績

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

2,431人 22,,770000人人

指標の説明

本県の審議会等の委員に占める女性の割合
政策・方針決定過程への女性の参画を促進するものと
して、この指標を選定

設定の考え方／得られる成果

2028年までの県内在留外国人数の増加見込率（2022年比）に合わ
せて、約30％増やすことを目指し、目標値を設定
この目標達成により、在留外国人の日本語修得が進み、外国人の生活
環境改善と本県への定住促進を加速

県県審審議議会会等等委委員員にに占占めめるる女女性性のの割割合合
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

5577..00%%

指標の説明

県内在留外国人の日本語教室への参加人数の合計
在留外国人への支援を定量的に測ることができるた
め、この指標を選定

2022年度実績

56.8%

指標の説明

新規に救済手続を開始した事件数
同和問題をはじめとする人権侵害が未だ存在している
ことを示すものとして、この指標を選定

2022年度実績

388人

ままななびびーーああ徳徳島島主主催催講講座座のの受受講講者者数数
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

2022年度実績

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

64,745人 1100万万人人

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

まなびーあ徳島主催講座の受講者数
受講者数の増加が、多様な人材育成につながるもので
あることから、この指標を選定

新型コロナウイルスの影響により、減少した受講者数を、コロナ直前
の水準以上となることを目指し、毎年10％増の目標値を設定
この目標達成により、多様な人材の育成を通じ、シビックプライドの
醸成が図られるなど、地域の活性化や県内外への魅力発信に寄与

人人権権侵侵犯犯事事件件数数
（（出出典典：：法法務務省省統統計計「「人人権権侵侵犯犯事事件件統統計計」」））

▶▶▶

22002288年年目目標標

減減少少
可可能能なな限限りりゼゼロロにに近近づづけけるる

2022年実績

74件

設定の考え方／得られる成果

人権教育・啓発の推進により、人権侵犯事件の減少を目指し、目標を
設定
この目標達成により、全ての人々の人権が尊重される社会の早期実現
に寄与

県県内内在在留留外外国国人人のの日日本本語語教教室室へへのの参参加加人人数数
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

551100人人
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安安心心度度ＵＵＰＰ

■

■

■

■

■
※

合合計計特特殊殊出出生生率率
（（出出典典：：厚厚生生労労働働省省「「人人口口動動態態統統計計」」））

2022年実績

▶▶▶

22002288年年目目標標

1.42

設定の考え方／得られる成果

毎年20事業所の認証を目指し、目標値を設定
この目標達成により、「仕事と家庭の両立」ができる職場環境の拡大
に寄与

指標の説明

「はぐくみ支援企業」の常時雇用労働者が100人以下
の認証事業所数
認証事業所の増加が、子育てに優しい職場環境の実現
につながることから、この指標を選定

戦戦略略
３３

切切れれ目目ののなないい子子育育てて支支援援ををははじじめめととししたた
「「ここどどももままんんななかか社社会会」」のの実実現現

目目指指すすべべきき将将来来のの姿姿

子育てと仕事の両立ができ、充実した生活を送ることのできる環境が整うことにより、結婚や妊
娠・出産の希望が叶う社会が実現しています。

子育て家庭の心理的・経済的負担が軽減され、希望する誰もが幼児教育・保育サービスを利用で
きるとともに、子どもたちは放課後を安全・安心に過ごし、笑顔があふれています。

安全で安心できる「こどもの居場所」が充実し、地域で子どもや家庭を見守る体制が整備されて
います。

KKPPII（（重重要要業業績績評評価価指指標標））

「「ははぐぐくくみみ支支援援企企業業
※※
」」のの認認証証事事業業所所数数（（常常時時雇雇用用労労働働者者110000人人以以下下のの事事業業所所数数））（（累累計計））

（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

330000事事業業所所

2022年度実績

203事業所

課課題題とと現現状状分分析析

未婚化・晩婚化に加え、仕事と子育ての両立の難しさ、子育てにかかる費用負担などを背景に、
少子化が加速しています。

上上昇昇

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

15歳から49歳までの女性の年齢別出生率を合計した
もので、一人の女性が一生の間に生む子どもの数
合計特殊出生率の上昇は、結婚や妊娠・出産の希望が
叶う社会づくりが進んでいる状況を示すことから、こ
の指標を選定

子どもを生み育てることができる世代の人口減少が見込まれる中にお
いても、切れ目のない子育て支援を通じて、合計特殊出生率の上昇を
目指し、目標を設定
この目標達成により、子育て環境の充実や、子どもを持ちたい人の希
望の実現を反映

児童虐待相談対応件数の増加、ヤングケアラー
※
、子どもの貧困など、困難を抱える子どもたち

の問題は複雑・多様化しており、各機関や地域が連携して、子どもや家庭を見守り、支えること
の必要性が増しています。
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安安心心度度ＵＵＰＰ

■

■

■

■

■
※

合合計計特特殊殊出出生生率率
（（出出典典：：厚厚生生労労働働省省「「人人口口動動態態統統計計」」））

2022年実績

▶▶▶

22002288年年目目標標

1.42

設定の考え方／得られる成果

毎年20事業所の認証を目指し、目標値を設定
この目標達成により、「仕事と家庭の両立」ができる職場環境の拡大
に寄与

指標の説明

「はぐくみ支援企業」の常時雇用労働者が100人以下
の認証事業所数
認証事業所の増加が、子育てに優しい職場環境の実現
につながることから、この指標を選定

戦戦略略
３３

切切れれ目目ののなないい子子育育てて支支援援ををははじじめめととししたた
「「ここどどももままんんななかか社社会会」」のの実実現現

目目指指すすべべきき将将来来のの姿姿

子育てと仕事の両立ができ、充実した生活を送ることのできる環境が整うことにより、結婚や妊
娠・出産の希望が叶う社会が実現しています。

子育て家庭の心理的・経済的負担が軽減され、希望する誰もが幼児教育・保育サービスを利用で
きるとともに、子どもたちは放課後を安全・安心に過ごし、笑顔があふれています。

安全で安心できる「こどもの居場所」が充実し、地域で子どもや家庭を見守る体制が整備されて
います。

KKPPII（（重重要要業業績績評評価価指指標標））

「「ははぐぐくくみみ支支援援企企業業
※※
」」のの認認証証事事業業所所数数（（常常時時雇雇用用労労働働者者110000人人以以下下のの事事業業所所数数））（（累累計計））

（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

330000事事業業所所

2022年度実績

203事業所

課課題題とと現現状状分分析析

未婚化・晩婚化に加え、仕事と子育ての両立の難しさ、子育てにかかる費用負担などを背景に、
少子化が加速しています。

上上昇昇

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

15歳から49歳までの女性の年齢別出生率を合計した
もので、一人の女性が一生の間に生む子どもの数
合計特殊出生率の上昇は、結婚や妊娠・出産の希望が
叶う社会づくりが進んでいる状況を示すことから、こ
の指標を選定

子どもを生み育てることができる世代の人口減少が見込まれる中にお
いても、切れ目のない子育て支援を通じて、合計特殊出生率の上昇を
目指し、目標を設定
この目標達成により、子育て環境の充実や、子どもを持ちたい人の希
望の実現を反映

児童虐待相談対応件数の増加、ヤングケアラー
※
、子どもの貧困など、困難を抱える子どもたち

の問題は複雑・多様化しており、各機関や地域が連携して、子どもや家庭を見守り、支えること
の必要性が増しています。
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安安心心度度ＵＵＰＰ

■

■

■

■

■
※

■

■

■

■

戦戦略略
４４ ググリリーーンン社社会会のの構構築築

目目指指すすべべきき将将来来のの姿姿

2050年カーボンニュートラルに向けて、県民主役による脱炭素化が加速するとともに、地域資
源の有効活用による経済と環境の好循環が生まれ、「環境負荷の低減」と「経済成長」を両立す
る「持続可能なグリーン社会」の構築が着実に進んでいます。

ごみ処理の適正化や、新技術の活用による廃棄物の減量化・再資源化の更なる推進により、全て
を資源につなげる県「ゼロ・エミッション徳島」として、環境負荷が低減された循環型社会への
転換を遂げています。

環境と調和した地域づくりの推進により、本県の水環境や森林環境は更に豊かになるとともに、
生物多様性の確保や野生鳥獣の適正管理により、人と自然が共生する徳島が実現されています。

シカやイノシシなど、野生鳥獣の活動区域広域化や被害の拡大を防止するとともに、捕獲した野
生鳥獣については、付加価値の高い産品として利用拡大を図る必要があります。

KKPPII（（重重要要業業績績評評価価指指標標））

温温室室効効果果ガガスス排排出出量量削削減減率率（（22001133年年度度比比））
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

▲▲4466..00%%

課課題題とと現現状状分分析析

脱炭素社会の実現に向けて、日常生活におけるクリーンエネルギーの積極的な導入をはじめ、県
民一人ひとりの主体的な行動により、「脱炭素型・ライフスタイル」への早期転換を図ることが
求められています。

地域の強みや特性を活かした「地域脱炭素
※
」を推進するためには、次世代脱炭素技術の導入、森

林吸収源対策や省エネ対策、県有施設の脱炭素化などで、市町村や民間をリードする県の率先的
な取組が求められています。

「資源循環型の徳島新時代」を実現するためには、「県廃棄物処理計画」に基づく「ごみ処理広
域化」の着実な推進とともに、災害廃棄物の適正処理や海洋プラごみによる汚染防止が求められ
ています。

水・大気・土壌などの生活環境に直結するリスクを低減し、県民の安全・安心を確保するため、
適正な環境管理の継続はもとより、「担い手や財源の不足」、「海の栄養塩類管理」など近年の
新たな課題への対応策が求められています。

本県の美しい自然環境や生物多様性を未来に継承していくためには、普及啓発活動の充実と保全
活動の担い手育成が不可欠です。

2020年度実績

▲28.7%

設定の考え方／得られる成果

2030年温室効果ガス排出量削減率▲50％（2013年度比）から推計
し、国の目標2030年度▲46％の２年前倒し達成を目指し、目標値を
設定
この目標達成により、地方創生戦国時代を勝ち抜く布石とするととも
に、2050年カーボンニュートラルの実現に向け脱炭素化を加速

指標の説明

県内で排出される温室効果ガス排出量の削減率
（2013年度が基準年）
本県においては、2050年カーボンニュートラル宣
言、及び中期目標として2030年度温室効果ガス排出
量削減率▲50％（2013年度比）を掲げていることか
ら、この指標を選定

安安心心度度ＵＵＰＰ

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

水質汚濁の代表的な指標であるＢＯＤ（河川）及びＣ
ＯＤ（海域）の環境基準の達成率
生活環境を保全する上で維持されることが望ましい基
準として定められていることから、この指標を選定

近年の実績を踏まえ、測定対象の全ての河川・海域で環境基準を達成
することを目指し、目標値を設定
この目標達成により、県民の生活環境と本県のきれいで豊かな水環境
の保全に寄与

ＪＪククレレジジッットト
※※
のの販販売売量量

（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

22,,000000ｔｔ

2022年度実績

253ｔ

設定の考え方／得られる成果

県有林等におけるＪクレジットの創出・販売により、脱炭素社会の実
現に寄与することを目指し、目標値を設定
この目標達成により、売却益を森林整備に充当し、更なるクレジット
の創出につなげ、経済と環境の好循環を実現

資資源源好好循循環環にに向向けけたた都都市市鉱鉱山山回回収収量量（（県県民民一一人人ああたたりりのの小小型型家家電電回回収収量量））
（（出出典典：：環環境境省省・・経経済済産産業業省省「「小小型型家家電電回回収収実実績績」」））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

22..2200kkgg／／人人

指標の説明

1.08kg／人

2020年度実績

適切な森林管理によるＣＯ２等の吸収量を「クレジッ
ト」として国が認証する制度
Ｊクレジットの創出・販売が、脱炭素社会の実現に寄
与することから、この指標を選定

下水道、合併浄化槽等の生活排水処理施設を利用でき
る人口の割合
汚水処理人口の普及が、県民の安心な生活環境や公共
用水域の水質保全に寄与することから、この指標を選
定

指標の説明

設定の考え方／得られる成果

貴金属やレアメタルが含まれる都市鉱山の活用を図るため、全国トップ
を見据え、回収量を現状から２倍にすることを目指し、目標値を設定
この目標達成により、環境負荷が低減された循環型社会への転換に寄
与

汚汚水水処処理理人人口口普普及及率率
（（出出典典：：国国土土交交通通省省、、環環境境省省、、農農林林水水産産省省「「汚汚水水処処理理人人口口普普及及状状況況調調査査」」））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

7766%%67%

2022年度実績

小型電子機器等には有用な金属等が含まれており、こ
れらが使用済となり回収された量を県民一人あたりに
換算したもの
資源循環利用を反映することから、この指標を選定

指標の説明

設定の考え方／得られる成果

近年の生活排水処理施設整備の実績を踏まえ、毎年1.5％増加すること
を目指し、目標値を設定
この目標達成により、本県のきれいで豊かな水環境の保全に寄与

設定の考え方／得られる成果

大気汚染の指標である二酸化硫黄、二酸化窒素、浮遊
粒子状物質及び微小粒子状物質の環境基準の達成率
生活環境を保全する上で維持されることが望ましい基
準として定められていることから、この指標を選定

2016年度から2022年度まで指標を達成しており、今後も良好な大
気環境の維持を目指し、目標値を設定
この目標達成により、地域社会の良好な生活環境の保全に寄与

水水質質環環境境基基準準のの達達成成率率
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

2022年度実績

▶▶▶

大大気気環環境境基基準準のの達達成成率率
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

2022年度実績

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

100% 110000%%

指標の説明

22002288年年度度目目標標

97% 110000%%
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安安心心度度ＵＵＰＰ

■

■

■

■

■
※

■

■

■

■

戦戦略略
４４ ググリリーーンン社社会会のの構構築築

目目指指すすべべきき将将来来のの姿姿

2050年カーボンニュートラルに向けて、県民主役による脱炭素化が加速するとともに、地域資
源の有効活用による経済と環境の好循環が生まれ、「環境負荷の低減」と「経済成長」を両立す
る「持続可能なグリーン社会」の構築が着実に進んでいます。

ごみ処理の適正化や、新技術の活用による廃棄物の減量化・再資源化の更なる推進により、全て
を資源につなげる県「ゼロ・エミッション徳島」として、環境負荷が低減された循環型社会への
転換を遂げています。

環境と調和した地域づくりの推進により、本県の水環境や森林環境は更に豊かになるとともに、
生物多様性の確保や野生鳥獣の適正管理により、人と自然が共生する徳島が実現されています。

シカやイノシシなど、野生鳥獣の活動区域広域化や被害の拡大を防止するとともに、捕獲した野
生鳥獣については、付加価値の高い産品として利用拡大を図る必要があります。

KKPPII（（重重要要業業績績評評価価指指標標））

温温室室効効果果ガガスス排排出出量量削削減減率率（（22001133年年度度比比））
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

▲▲4466..00%%

課課題題とと現現状状分分析析

脱炭素社会の実現に向けて、日常生活におけるクリーンエネルギーの積極的な導入をはじめ、県
民一人ひとりの主体的な行動により、「脱炭素型・ライフスタイル」への早期転換を図ることが
求められています。

地域の強みや特性を活かした「地域脱炭素
※
」を推進するためには、次世代脱炭素技術の導入、森

林吸収源対策や省エネ対策、県有施設の脱炭素化などで、市町村や民間をリードする県の率先的
な取組が求められています。

「資源循環型の徳島新時代」を実現するためには、「県廃棄物処理計画」に基づく「ごみ処理広
域化」の着実な推進とともに、災害廃棄物の適正処理や海洋プラごみによる汚染防止が求められ
ています。

水・大気・土壌などの生活環境に直結するリスクを低減し、県民の安全・安心を確保するため、
適正な環境管理の継続はもとより、「担い手や財源の不足」、「海の栄養塩類管理」など近年の
新たな課題への対応策が求められています。

本県の美しい自然環境や生物多様性を未来に継承していくためには、普及啓発活動の充実と保全
活動の担い手育成が不可欠です。

2020年度実績

▲28.7%

設定の考え方／得られる成果

2030年温室効果ガス排出量削減率▲50％（2013年度比）から推計
し、国の目標2030年度▲46％の２年前倒し達成を目指し、目標値を
設定
この目標達成により、地方創生戦国時代を勝ち抜く布石とするととも
に、2050年カーボンニュートラルの実現に向け脱炭素化を加速

指標の説明

県内で排出される温室効果ガス排出量の削減率
（2013年度が基準年）
本県においては、2050年カーボンニュートラル宣
言、及び中期目標として2030年度温室効果ガス排出
量削減率▲50％（2013年度比）を掲げていることか
ら、この指標を選定

安安心心度度ＵＵＰＰ

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

水質汚濁の代表的な指標であるＢＯＤ（河川）及びＣ
ＯＤ（海域）の環境基準の達成率
生活環境を保全する上で維持されることが望ましい基
準として定められていることから、この指標を選定

近年の実績を踏まえ、測定対象の全ての河川・海域で環境基準を達成
することを目指し、目標値を設定
この目標達成により、県民の生活環境と本県のきれいで豊かな水環境
の保全に寄与

ＪＪククレレジジッットト
※※
のの販販売売量量

（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

22,,000000ｔｔ

2022年度実績

253ｔ

設定の考え方／得られる成果

県有林等におけるＪクレジットの創出・販売により、脱炭素社会の実
現に寄与することを目指し、目標値を設定
この目標達成により、売却益を森林整備に充当し、更なるクレジット
の創出につなげ、経済と環境の好循環を実現

資資源源好好循循環環にに向向けけたた都都市市鉱鉱山山回回収収量量（（県県民民一一人人ああたたりりのの小小型型家家電電回回収収量量））
（（出出典典：：環環境境省省・・経経済済産産業業省省「「小小型型家家電電回回収収実実績績」」））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

22..2200kkgg／／人人

指標の説明

1.08kg／人

2020年度実績

適切な森林管理によるＣＯ２等の吸収量を「クレジッ
ト」として国が認証する制度
Ｊクレジットの創出・販売が、脱炭素社会の実現に寄
与することから、この指標を選定

下水道、合併浄化槽等の生活排水処理施設を利用でき
る人口の割合
汚水処理人口の普及が、県民の安心な生活環境や公共
用水域の水質保全に寄与することから、この指標を選
定

指標の説明

設定の考え方／得られる成果

貴金属やレアメタルが含まれる都市鉱山の活用を図るため、全国トップ
を見据え、回収量を現状から２倍にすることを目指し、目標値を設定
この目標達成により、環境負荷が低減された循環型社会への転換に寄
与

汚汚水水処処理理人人口口普普及及率率
（（出出典典：：国国土土交交通通省省、、環環境境省省、、農農林林水水産産省省「「汚汚水水処処理理人人口口普普及及状状況況調調査査」」））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

7766%%67%

2022年度実績

小型電子機器等には有用な金属等が含まれており、こ
れらが使用済となり回収された量を県民一人あたりに
換算したもの
資源循環利用を反映することから、この指標を選定

指標の説明

設定の考え方／得られる成果

近年の生活排水処理施設整備の実績を踏まえ、毎年1.5％増加すること
を目指し、目標値を設定
この目標達成により、本県のきれいで豊かな水環境の保全に寄与

設定の考え方／得られる成果

大気汚染の指標である二酸化硫黄、二酸化窒素、浮遊
粒子状物質及び微小粒子状物質の環境基準の達成率
生活環境を保全する上で維持されることが望ましい基
準として定められていることから、この指標を選定

2016年度から2022年度まで指標を達成しており、今後も良好な大
気環境の維持を目指し、目標値を設定
この目標達成により、地域社会の良好な生活環境の保全に寄与

水水質質環環境境基基準準のの達達成成率率
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

2022年度実績

▶▶▶

大大気気環環境境基基準準のの達達成成率率
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

2022年度実績

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

100% 110000%%

指標の説明

22002288年年度度目目標標

97% 110000%%
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安安心心度度ＵＵＰＰ

■

■

■

■

■

■

■

■

設定の考え方／得られる成果

健康寿命の更なる延伸を目指し、目標を設定
この目標達成により、県民の生活の質の低下を防ぎ、社会的負担の軽
減に寄与

指標の説明

健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活で
きる期間
健康徳島２１の目標であり、県民の認知度も高いこと
から、この指標を選定
　※３年ごと（2019年、22年、25年、28年）

戦戦略略
５５ 健健康康づづくくりりのの推推進進とと医医療療・・介介護護・・福福祉祉のの充充実実

目目指指すすべべきき将将来来のの姿姿

地域住民の方々が、世代や分野を超えつながり支え合うとともに、適切な生活習慣の定着や、が
ん・難病・疾病対策等の推進により、健康寿命の延伸が図られ、心身ともに健康で幸せに暮らせ
ています。

県民一人ひとりの状態に適応した保健・医療・介護・福祉サービスの包括的な連携・充実が図ら
れることにより、誰もが住み慣れた地域で、安心して暮らせています。

官民による包括的・重層的な支援体制が構築され、人と地域がつながることにより、「孤独・孤
立」や「生活困窮」の課題を克服し、社会参加・地域貢献できる地域共生社会が実現していま
す。

KKPPII（（重重要要業業績績評評価価指指標標））

健健康康寿寿命命
（（出出典典：：厚厚生生労労働働省省「「健健康康寿寿命命及及びび地地域域格格差差のの要要因因分分析析とと健健康康増増進進対対策策のの効効果果検検証証にに関関すするる研研究究」」））

▶▶▶

22002288年年目目標標

延延伸伸

課課題題とと現現状状分分析析

健康寿命の延伸のため、更なる運動習慣の定着や食生活の改善による生活習慣病対策に、県民が
主体的に取り組める環境整備をはじめ、生涯にわたり、健康で生きがいを持って活躍できるよ
う、介護予防や健康づくり施策の充実を図ることが重要です。

全ての県民ががんや難病等に関する正しい知識を持ち、避けられるがんを防ぐことやどのような
病態であっても、尊厳を持って納得できる医療や支援を受けられ、住み慣れた地域で、自分らし
い暮らしを最期まで送ることができる取組が重要です。

地域における医師・看護職員の不足に加え、疾病構造の変化や医療の高度化、専門化といった医
療ニーズの多様化に適切に対応し、新興・再興感染症等にも迅速・的確な対策を講じるため、医
療人材の更なる確保や医療機関等との連携による持続可能な医療提供体制の構築が必要です。

高齢者や障がい者が、住み慣れた地域において、安心して暮らし続けることができるよう、人材の
確保をはじめ、市町村や関係団体と連携した持続可能な介護・福祉提供体制の構築が重要です。

誰ひとり取り残さない共生社会に向け、「ニーズに応じた生活困窮対策」の実施や、最後のセー
フティネットとなる「保護と自立支援の機能強化」を図るとともに、深刻な社会問題となってい
る「孤独・孤立」の解消が必要です。

2019年実績

男性:72.13歳
女性:75.03歳

安安心心度度ＵＵＰＰ

国の計画目標（70%）を目指し、目標値を設定
この目標達成により、メタボリックシンドロームの該当者及び予備群
の減少につながり、県民の健康寿命の延伸や医療費の適正化に寄与

2022年実績

設定の考え方／得られる成果

がんの１次・２次予防の推進、がん医療の充実により、がんによる死
亡者数の減少を目指し、目標を設定
この目標達成により、予防や早期発見・早期治療が進むことでがん治
療にかかる身体的、経済的な負担が軽減でき、治療後も就業、就学、
子育てなど、社会の中で自分らしい生活ができる方の増加に寄与

指標の説明

116688人人

2022年度実績

22002288年年目目標標

減減少少

2021年度実績

ががんんのの年年齢齢調調整整死死亡亡率率（（7755歳歳未未満満・・人人口口1100万万対対））
（（出出典典：：厚厚生生労労働働省省「「人人口口動動態態統統計計」」））

67.8

108人

635箇所

指標の説明

指標の説明

年齢構成による影響を考慮したがんの死亡率
徳島県のがん対策推進計画の主要目標であり、県民に
もわかりやすい指標であることから、この指標を選定

地域枠・地域特別枠卒業者のうち県内医療機関で従事
する医師数
地域医療を担う若手医師の養成・確保を図る必要があ
ることから、この指標を選定

地域住民が気軽に集い、生きがいづくりや介護予防に
主体的に取り組み、市町村が介護予防に資すると判断
する「通いの場」の数
地域のアクティブシニアが理学療法士等の専門職と連
携し、活躍できる場でもあることからこの指標を選定

県県内内でで従従事事すするる地地域域枠枠
※※
・・地地域域特特別別枠枠医医師師数数

（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

特特定定健健康康診診査査実実施施率率
（（出出典典：：厚厚生生労労働働省省「「特特定定健健康康診診査査・・特特定定保保健健指指導導にに関関すするるデデーータタ」」））

設定の考え方／得られる成果

地域枠入学者数と医師数の推移から毎年10人増を目指し、目標値を設
定
この目標達成により、地域医療を担う医師の更なる確保が図られ、持
続可能な医療提供体制の構築に大きく寄与

2021年度実績

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

52.8% 7700..00%%

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

40～74歳までの方を対象に｢ﾒﾀﾎﾞﾘｯｸｼﾝﾄﾞﾛｰﾑ｣に着目
して行われる特定健康診査を受けた人の割合
健康徳島２１や医療費適正化計画の目標であり、糖尿
病など生活習慣病の早期発見・早期対策につながるも
のであることから、この指標を選定

▶▶▶

住住民民主主体体のの「「通通いいのの場場」」のの数数
（（出出典典：：厚厚生生労労働働省省「「介介護護予予防防・・日日常常生生活活支支援援総総合合事事業業（（地地域域支支援援事事業業））のの実実施施状状況況にに関関すするる調調査査」」））

市町村数を踏まえ、24箇所／年増加させ、2028年度には現在の約
1.３倍とすることを目指し、目標値を設定

この目標達成により、理学療法士等の専門職との連携によるフレイル
※

予防普及啓発、実践を進めることで、要介護状態の発生や介護需要の
軽減に寄与

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

880000箇箇所所

設定の考え方／得られる成果
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■

■

■

■

■

■

■

■

設定の考え方／得られる成果

健康寿命の更なる延伸を目指し、目標を設定
この目標達成により、県民の生活の質の低下を防ぎ、社会的負担の軽
減に寄与

指標の説明

健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活で
きる期間
健康徳島２１の目標であり、県民の認知度も高いこと
から、この指標を選定
　※３年ごと（2019年、22年、25年、28年）

戦戦略略
５５ 健健康康づづくくりりのの推推進進とと医医療療・・介介護護・・福福祉祉のの充充実実

目目指指すすべべきき将将来来のの姿姿

地域住民の方々が、世代や分野を超えつながり支え合うとともに、適切な生活習慣の定着や、が
ん・難病・疾病対策等の推進により、健康寿命の延伸が図られ、心身ともに健康で幸せに暮らせ
ています。

県民一人ひとりの状態に適応した保健・医療・介護・福祉サービスの包括的な連携・充実が図ら
れることにより、誰もが住み慣れた地域で、安心して暮らせています。

官民による包括的・重層的な支援体制が構築され、人と地域がつながることにより、「孤独・孤
立」や「生活困窮」の課題を克服し、社会参加・地域貢献できる地域共生社会が実現していま
す。

KKPPII（（重重要要業業績績評評価価指指標標））

健健康康寿寿命命
（（出出典典：：厚厚生生労労働働省省「「健健康康寿寿命命及及びび地地域域格格差差のの要要因因分分析析とと健健康康増増進進対対策策のの効効果果検検証証にに関関すするる研研究究」」））

▶▶▶

22002288年年目目標標

延延伸伸

課課題題とと現現状状分分析析

健康寿命の延伸のため、更なる運動習慣の定着や食生活の改善による生活習慣病対策に、県民が
主体的に取り組める環境整備をはじめ、生涯にわたり、健康で生きがいを持って活躍できるよ
う、介護予防や健康づくり施策の充実を図ることが重要です。

全ての県民ががんや難病等に関する正しい知識を持ち、避けられるがんを防ぐことやどのような
病態であっても、尊厳を持って納得できる医療や支援を受けられ、住み慣れた地域で、自分らし
い暮らしを最期まで送ることができる取組が重要です。

地域における医師・看護職員の不足に加え、疾病構造の変化や医療の高度化、専門化といった医
療ニーズの多様化に適切に対応し、新興・再興感染症等にも迅速・的確な対策を講じるため、医
療人材の更なる確保や医療機関等との連携による持続可能な医療提供体制の構築が必要です。

高齢者や障がい者が、住み慣れた地域において、安心して暮らし続けることができるよう、人材の
確保をはじめ、市町村や関係団体と連携した持続可能な介護・福祉提供体制の構築が重要です。

誰ひとり取り残さない共生社会に向け、「ニーズに応じた生活困窮対策」の実施や、最後のセー
フティネットとなる「保護と自立支援の機能強化」を図るとともに、深刻な社会問題となってい
る「孤独・孤立」の解消が必要です。

2019年実績

男性:72.13歳
女性:75.03歳

安安心心度度ＵＵＰＰ

国の計画目標（70%）を目指し、目標値を設定
この目標達成により、メタボリックシンドロームの該当者及び予備群
の減少につながり、県民の健康寿命の延伸や医療費の適正化に寄与

2022年実績

設定の考え方／得られる成果

がんの１次・２次予防の推進、がん医療の充実により、がんによる死
亡者数の減少を目指し、目標を設定
この目標達成により、予防や早期発見・早期治療が進むことでがん治
療にかかる身体的、経済的な負担が軽減でき、治療後も就業、就学、
子育てなど、社会の中で自分らしい生活ができる方の増加に寄与

指標の説明

116688人人

2022年度実績

22002288年年目目標標

減減少少

2021年度実績

ががんんのの年年齢齢調調整整死死亡亡率率（（7755歳歳未未満満・・人人口口1100万万対対））
（（出出典典：：厚厚生生労労働働省省「「人人口口動動態態統統計計」」））

67.8

108人

635箇所

指標の説明

指標の説明

年齢構成による影響を考慮したがんの死亡率
徳島県のがん対策推進計画の主要目標であり、県民に
もわかりやすい指標であることから、この指標を選定

地域枠・地域特別枠卒業者のうち県内医療機関で従事
する医師数
地域医療を担う若手医師の養成・確保を図る必要があ
ることから、この指標を選定

地域住民が気軽に集い、生きがいづくりや介護予防に
主体的に取り組み、市町村が介護予防に資すると判断
する「通いの場」の数
地域のアクティブシニアが理学療法士等の専門職と連
携し、活躍できる場でもあることからこの指標を選定

県県内内でで従従事事すするる地地域域枠枠
※※
・・地地域域特特別別枠枠医医師師数数

（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

特特定定健健康康診診査査実実施施率率
（（出出典典：：厚厚生生労労働働省省「「特特定定健健康康診診査査・・特特定定保保健健指指導導にに関関すするるデデーータタ」」））

設定の考え方／得られる成果

地域枠入学者数と医師数の推移から毎年10人増を目指し、目標値を設
定
この目標達成により、地域医療を担う医師の更なる確保が図られ、持
続可能な医療提供体制の構築に大きく寄与

2021年度実績

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

52.8% 7700..00%%

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

40～74歳までの方を対象に｢ﾒﾀﾎﾞﾘｯｸｼﾝﾄﾞﾛｰﾑ｣に着目
して行われる特定健康診査を受けた人の割合
健康徳島２１や医療費適正化計画の目標であり、糖尿
病など生活習慣病の早期発見・早期対策につながるも
のであることから、この指標を選定

▶▶▶

住住民民主主体体のの「「通通いいのの場場」」のの数数
（（出出典典：：厚厚生生労労働働省省「「介介護護予予防防・・日日常常生生活活支支援援総総合合事事業業（（地地域域支支援援事事業業））のの実実施施状状況況にに関関すするる調調査査」」））

市町村数を踏まえ、24箇所／年増加させ、2028年度には現在の約
1.３倍とすることを目指し、目標値を設定

この目標達成により、理学療法士等の専門職との連携によるフレイル
※

予防普及啓発、実践を進めることで、要介護状態の発生や介護需要の
軽減に寄与

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

880000箇箇所所

設定の考え方／得られる成果
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安安心心度度ＵＵＰＰ

重重層層的的セセーーフフテティィネネッットトにによよるる就就労労支支援援をを通通じじたた就就労労・・増増収収達達成成者者数数
（（出出典典：：厚厚生生労労働働省省「「生生活活困困窮窮者者自自立立支支援援事事業業統統計計報報告告・・就就労労支支援援等等状状況況調調査査」」））

自自殺殺死死亡亡率率
（（出出典典：：警警察察庁庁「「自自殺殺統統計計」」））

2022年実績
（※2020年～2022年平均）

▶▶▶

22002288年年目目標標

14.2
1133..00以以下下

｢｢自自殺殺者者ゼゼロロ｣｣をを目目指指すす

指標の説明

指標の説明

生活困窮者自立支援事業・生活保護制度による就労支
援により、就労・増収を達成した人数
セーフティネット機能の強化を図る上で、就労支援に
よる自立を達成することが重要であることから、この
指標を選定

障がい福祉サービスの確保・充実のため、毎年200人の人材養成を目
指し、目標値を設定
この目標達成により、相談支援従事者の更なる養成及び資質の向上が
図られ、障がい者支援の充実に寄与

2022年度実績
（※2020年度～2022年度平均）

設定の考え方／得られる成果

これまでの実績等を踏まえ、就労支援の充実等により、2022年度の
実績から毎年10%以上の成果達成を目指し、目標値を設定
この目標達成により、生活困窮者等の経済的自立、日常生活や社会生
活の自立など、幅広い自立の助長につながり、誰ひとり取り残さない
地域共生社会の実現に寄与

196人

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

人口10万人あたりの自殺者数
人口動態に関わらず、自殺の状況を把握するため、こ
の指標を選定

国の自殺総合対策大綱が目標とする「自殺死亡率13.0以下」を目標と
しつつ、「自殺者ゼロ」を目指し、目標値を設定
この目標達成により、全ての人のいのちを守る「生き心地のよい徳
島」の実現に寄与

障がい福祉サービスの提供に重要な役割を果たす相談
支援従事者の養成者数
人材養成が、障がい者支援の充実につながるものであ
ることから、この指標を選定

205人
▶▶▶

22002288年年度度目目標標

延延べべ　　11,,220000人人

相相談談支支援援従従事事者者
※※
養養成成者者数数

（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

延延べべ　　11,,000000人人

設定の考え方／得られる成果

2022年度実績

安心度ＵＰ

■

■

■

■

■

■

2024 2026 2027 2028

■

■
※

■

■

■

2024 2026 2027 2028

糖尿病など生活習慣病の発症予防・重症化予防を図るため、保健・医療・介護データの新たな分

析に基づいた、より効率的で効果的な「データヘルス
※

」に取り組みます。

地域・家庭・学校が連携した健康教育・食育の充実に取り組み、児童生徒の望ましい生活習慣の
形成と運動習慣の確立を図ります。

理学療法士等の専門職や市町村と連携し、高齢者の介護予防を実践する「フレイル対策」や「認
知症対策」の更なる推進と、ムーブメントの醸成に取り組みます。

歯科疾患のリスクの重大性について、様々なライフステージに応じた周知啓発を図ることによ
り、自己管理の意識向上と歯科健診の受診機会につなげます。

薬物乱用の未然防止のため、若年層に向けた効果的な啓発を推進します。

糖尿病をはじめとする
生活習慣病対策の推進

施策の方向性と実現に向けた工程表

適切な生活習慣定着に向け、官民を含む地域の健康づくりに関わる多様な主体との連携により、
県民の健康意識の向上や行動変容の促進を図ります。

具体的な取組

①　ライフコースに応じた健康づくりの展開

ウイルス性肝炎の早期発見、早期治療のため、関係機関と連携し、予防・検査・治療体制の充実
強化を図り、発症予防や重症化抑制対策を推進します。

難病患者が住み慣れた地域で安心して生活が送れるよう、難病医療・相談体制の構築、 行政、医
療、介護、福祉の連携の強化等を推進します。

骨髄等の移植を必要とする患者を救うため、骨髄バンクへのドナー登録を推進します。

フレイル予防の推進

児童生徒の望ましい
生活習慣の形成

データヘルスの展開

「がん検診受診率の向上」「がんの一次予防の推進」に取り組み、がんによる死亡の減少を目指
します。

2025

歯と口腔の健康づくりの推進

認知症対策の推進

②　がん・難病対策等の充実強化

骨髄バンクへの
ドナー登録の推進

難病患者の支援体制の推進

ウイルス性肝炎の
予防・検査・治療体制の推進

がん治療・患者支援の推進

がん検診の受診率の向上

具体的な取組

若年層に対する
薬物乱用防止啓発の強化

2025

がん医療及び連携体制の整備、がんと診断された時からの緩和ケア、サバイバーシップ
※

支援等に
取り組み、がんになっても適切な治療を受けながら、安心して暮らせる社会の構築を目指します。

大学生を薬物乱用防止指導員として養成／若年層の意見を反映した啓発強化

ライフステージ及びライフコース等に応じた歯科保健に関する普及啓発の実施
実態調査 中間評価 実態調査

予防・啓発へ対策強化 対策を推進

フレイル予防体験の機会拡大／「通いの場」の充実

専門職等と連携

したモデル構築

全ての小中高校において生活習慣改善の取組

健康意識醸成に向けた普及啓発を実施

事業展開・推進体制の見直し

先進事例を活用

したモデル構築
効果検証と改善 市町村へ展開 ／ 保険者へ展開

普及啓発活動の実施／ドナー登録説明員の養成

行政・医療機関・患者支援団体が連携した相談支援の推進

取組共有・各目標指標の評価
中間評価

(目標指標の見直し)
取組共有・各目標指標の評価

患者支援の充実／医療機関や支援団体等と連携した、包括的ながん対策の実施

モデル地域における受診しやすい環境整備 市町村へ展開

受診しやすい環境整備
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安安心心度度ＵＵＰＰ

重重層層的的セセーーフフテティィネネッットトにによよるる就就労労支支援援をを通通じじたた就就労労・・増増収収達達成成者者数数
（（出出典典：：厚厚生生労労働働省省「「生生活活困困窮窮者者自自立立支支援援事事業業統統計計報報告告・・就就労労支支援援等等状状況況調調査査」」））

自自殺殺死死亡亡率率
（（出出典典：：警警察察庁庁「「自自殺殺統統計計」」））

2022年実績
（※2020年～2022年平均）

▶▶▶

22002288年年目目標標

14.2
1133..00以以下下

｢｢自自殺殺者者ゼゼロロ｣｣をを目目指指すす

指標の説明

指標の説明

生活困窮者自立支援事業・生活保護制度による就労支
援により、就労・増収を達成した人数
セーフティネット機能の強化を図る上で、就労支援に
よる自立を達成することが重要であることから、この
指標を選定

障がい福祉サービスの確保・充実のため、毎年200人の人材養成を目
指し、目標値を設定
この目標達成により、相談支援従事者の更なる養成及び資質の向上が
図られ、障がい者支援の充実に寄与

2022年度実績
（※2020年度～2022年度平均）

設定の考え方／得られる成果

これまでの実績等を踏まえ、就労支援の充実等により、2022年度の
実績から毎年10%以上の成果達成を目指し、目標値を設定
この目標達成により、生活困窮者等の経済的自立、日常生活や社会生
活の自立など、幅広い自立の助長につながり、誰ひとり取り残さない
地域共生社会の実現に寄与

196人

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

人口10万人あたりの自殺者数
人口動態に関わらず、自殺の状況を把握するため、こ
の指標を選定

国の自殺総合対策大綱が目標とする「自殺死亡率13.0以下」を目標と
しつつ、「自殺者ゼロ」を目指し、目標値を設定
この目標達成により、全ての人のいのちを守る「生き心地のよい徳
島」の実現に寄与

障がい福祉サービスの提供に重要な役割を果たす相談
支援従事者の養成者数
人材養成が、障がい者支援の充実につながるものであ
ることから、この指標を選定

205人
▶▶▶

22002288年年度度目目標標

延延べべ　　11,,220000人人

相相談談支支援援従従事事者者
※※
養養成成者者数数

（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

延延べべ　　11,,000000人人

設定の考え方／得られる成果

2022年度実績

安心度ＵＰ

■

■

■

■

■

■

2024 2026 2027 2028

■

■
※

■

■

■

2024 2026 2027 2028

糖尿病など生活習慣病の発症予防・重症化予防を図るため、保健・医療・介護データの新たな分

析に基づいた、より効率的で効果的な「データヘルス
※

」に取り組みます。

地域・家庭・学校が連携した健康教育・食育の充実に取り組み、児童生徒の望ましい生活習慣の
形成と運動習慣の確立を図ります。

理学療法士等の専門職や市町村と連携し、高齢者の介護予防を実践する「フレイル対策」や「認
知症対策」の更なる推進と、ムーブメントの醸成に取り組みます。

歯科疾患のリスクの重大性について、様々なライフステージに応じた周知啓発を図ることによ
り、自己管理の意識向上と歯科健診の受診機会につなげます。

薬物乱用の未然防止のため、若年層に向けた効果的な啓発を推進します。

糖尿病をはじめとする
生活習慣病対策の推進

施策の方向性と実現に向けた工程表

適切な生活習慣定着に向け、官民を含む地域の健康づくりに関わる多様な主体との連携により、
県民の健康意識の向上や行動変容の促進を図ります。

具体的な取組

①　ライフコースに応じた健康づくりの展開

ウイルス性肝炎の早期発見、早期治療のため、関係機関と連携し、予防・検査・治療体制の充実
強化を図り、発症予防や重症化抑制対策を推進します。

難病患者が住み慣れた地域で安心して生活が送れるよう、難病医療・相談体制の構築、 行政、医
療、介護、福祉の連携の強化等を推進します。

骨髄等の移植を必要とする患者を救うため、骨髄バンクへのドナー登録を推進します。

フレイル予防の推進

児童生徒の望ましい
生活習慣の形成

データヘルスの展開

「がん検診受診率の向上」「がんの一次予防の推進」に取り組み、がんによる死亡の減少を目指
します。

2025

歯と口腔の健康づくりの推進

認知症対策の推進

②　がん・難病対策等の充実強化

骨髄バンクへの
ドナー登録の推進

難病患者の支援体制の推進

ウイルス性肝炎の
予防・検査・治療体制の推進

がん治療・患者支援の推進

がん検診の受診率の向上

具体的な取組

若年層に対する
薬物乱用防止啓発の強化

2025

がん医療及び連携体制の整備、がんと診断された時からの緩和ケア、サバイバーシップ
※

支援等に
取り組み、がんになっても適切な治療を受けながら、安心して暮らせる社会の構築を目指します。

大学生を薬物乱用防止指導員として養成／若年層の意見を反映した啓発強化

ライフステージ及びライフコース等に応じた歯科保健に関する普及啓発の実施
実態調査 中間評価 実態調査

予防・啓発へ対策強化 対策を推進

フレイル予防体験の機会拡大／「通いの場」の充実

専門職等と連携

したモデル構築

全ての小中高校において生活習慣改善の取組

健康意識醸成に向けた普及啓発を実施

事業展開・推進体制の見直し

先進事例を活用

したモデル構築
効果検証と改善 市町村へ展開 ／ 保険者へ展開

普及啓発活動の実施／ドナー登録説明員の養成

行政・医療機関・患者支援団体が連携した相談支援の推進

取組共有・各目標指標の評価
中間評価

(目標指標の見直し)
取組共有・各目標指標の評価

患者支援の充実／医療機関や支援団体等と連携した、包括的ながん対策の実施

モデル地域における受診しやすい環境整備 市町村へ展開

受診しやすい環境整備

35

第
２
章
　
基
本
計
画
編

安
心
度
Ｕ
Ｐ



36



37

第
２
章
　
基
本
計
画
編

安
心
度
Ｕ
Ｐ



安安心心度度ＵＵＰＰ

■

■

■

■

■

■

■

■

■※

戦戦略略
６６ 危危機機管管理理体体制制のの充充実実とと県県土土強強靱靱化化（（レレジジリリエエンンスス））のの推推進進

目目指指すすべべきき将将来来のの姿姿

南海トラフ巨大地震をはじめとする大規模災害への対応から地域の将来のあり方までを見据え、
社会基盤整備や事前の高台移転など、持続可能な災害に強いまちづくりが着実に進められ、県民
の安全・安心が確保されています。

災害・危機管理対応の司令塔となる災害対策本部の高度化、防災関係機関との連携強化、県域を
越えた災害応援の充実などにより、災害や危機事象に迅速かつ的確に対応できる危機管理体制が
整っています。

住民の防災意識が向上するとともに、地域の人材育成が進むことにより、災害発生時には、迅速
かつ適切な避難や被災者一人ひとりに寄り添うきめ細やかな支援が行われるとともに、より快適
な避難環境が構築されています。

発災直後の保健医療活動においては、専門的な訓練を受けたＤＭＡＴ※等の活動が求められ、平
時における医師や看護師等の研修・訓練参加に伴う医療機関の負担軽減が必要です。

KKPPII（（重重要要業業績績評評価価指指標標））

県県ととのの連連携携にによよるる「「災災害害対対策策本本部部設設置置・・DDXX活活用用運運営営訓訓練練」」のの実実施施市市町町村村数数
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

2244市市町町村村

課課題題とと現現状状分分析析

「命の７２時間」と言われる「初動対応の強化」に向けては、被災情報の収集を新次元進化させ
るべく、県災害対策本部室・設備やそのバックアップ体制について、防災DXはじめ新時代のあ
り方を早急に反映することが不可欠です。

南海トラフ巨大地震の新たな被害想定を踏まえ、これまでの津波避難対策や被災者支援体制を再
検証すると同時に、被災後のスムーズな復旧・復興や、より一層充実した要配慮者支援に資する
「現場目線の事前復興」を具現化する必要があります。

いざ発災時に、自分の命は自分で守る「自助」、自分たちの地域は自分たちで守る「共助」が極
めて重要であり、自主防災活動の充実をはじめ自助・共助の更なる進化と、担い手となる人材育
成の強化による地域防災力向上が不可欠です。

切迫する南海トラフ巨大地震や激甚化・頻発化する気象災害などから県民を守るため、道路、河
川・海岸、砂防、港湾、公園などの社会基盤整備を加速させるとともに、危険な空き家の除却や
地籍調査など官民が連携した防災・減災対策の推進による「強靱な県土づくり」が不可欠です。

今後、建設後50年以上経過する道路、河川、砂防、港湾などのインフラの割合が加速度的に増
加することが予想され、将来にかかる維持管理・更新費用を抑制していく必要があります。

2022年度実績

0市町村

設定の考え方／得られる成果

全市町村での実施を目指し、目標値を設定
この目標達成により、災害対策本部の迅速な設置、円滑な運営を行う
体制構築に寄与

指標の説明

県と市町村の連携により「災害対策本部設置・ＤＸ活
用運営訓練」を実施した市町村数
初動対応力の向上やデジタル技術の活用により災害対
応力を強化する必要があることから、この指標を選定
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安安心心度度ＵＵＰＰ

■

■

■

■

■

■

■

■

■※

戦戦略略
６６ 危危機機管管理理体体制制のの充充実実とと県県土土強強靱靱化化（（レレジジリリエエンンスス））のの推推進進

目目指指すすべべきき将将来来のの姿姿

南海トラフ巨大地震をはじめとする大規模災害への対応から地域の将来のあり方までを見据え、
社会基盤整備や事前の高台移転など、持続可能な災害に強いまちづくりが着実に進められ、県民
の安全・安心が確保されています。

災害・危機管理対応の司令塔となる災害対策本部の高度化、防災関係機関との連携強化、県域を
越えた災害応援の充実などにより、災害や危機事象に迅速かつ的確に対応できる危機管理体制が
整っています。

住民の防災意識が向上するとともに、地域の人材育成が進むことにより、災害発生時には、迅速
かつ適切な避難や被災者一人ひとりに寄り添うきめ細やかな支援が行われるとともに、より快適
な避難環境が構築されています。

発災直後の保健医療活動においては、専門的な訓練を受けたＤＭＡＴ※等の活動が求められ、平
時における医師や看護師等の研修・訓練参加に伴う医療機関の負担軽減が必要です。

KKPPII（（重重要要業業績績評評価価指指標標））

県県ととのの連連携携にによよるる「「災災害害対対策策本本部部設設置置・・DDXX活活用用運運営営訓訓練練」」のの実実施施市市町町村村数数
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

2244市市町町村村

課課題題とと現現状状分分析析

「命の７２時間」と言われる「初動対応の強化」に向けては、被災情報の収集を新次元進化させ
るべく、県災害対策本部室・設備やそのバックアップ体制について、防災DXはじめ新時代のあ
り方を早急に反映することが不可欠です。

南海トラフ巨大地震の新たな被害想定を踏まえ、これまでの津波避難対策や被災者支援体制を再
検証すると同時に、被災後のスムーズな復旧・復興や、より一層充実した要配慮者支援に資する
「現場目線の事前復興」を具現化する必要があります。

いざ発災時に、自分の命は自分で守る「自助」、自分たちの地域は自分たちで守る「共助」が極
めて重要であり、自主防災活動の充実をはじめ自助・共助の更なる進化と、担い手となる人材育
成の強化による地域防災力向上が不可欠です。

切迫する南海トラフ巨大地震や激甚化・頻発化する気象災害などから県民を守るため、道路、河
川・海岸、砂防、港湾、公園などの社会基盤整備を加速させるとともに、危険な空き家の除却や
地籍調査など官民が連携した防災・減災対策の推進による「強靱な県土づくり」が不可欠です。

今後、建設後50年以上経過する道路、河川、砂防、港湾などのインフラの割合が加速度的に増
加することが予想され、将来にかかる維持管理・更新費用を抑制していく必要があります。

2022年度実績

0市町村

設定の考え方／得られる成果

全市町村での実施を目指し、目標値を設定
この目標達成により、災害対策本部の迅速な設置、円滑な運営を行う
体制構築に寄与

指標の説明

県と市町村の連携により「災害対策本部設置・ＤＸ活
用運営訓練」を実施した市町村数
初動対応力の向上やデジタル技術の活用により災害対
応力を強化する必要があることから、この指標を選定
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安安心心度度ＵＵＰＰ

津津波波避避難難困困難難者者数数
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

00人人

2022年度実績

1,304人

ＤＤＭＭＡＡＴＴのの体体制制整整備備数数
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

2022年度実績

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

32チーム 3355チチーームム

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

県内のＤＭＡＴ数
災害時の迅速な医療提供に向け、機動的な医療チーム
の育成が重要であることから、この指標を選定

県内におけるチーム編成の現状を踏まえ、２年ごとに１チーム増やす
ことを目指し、目標値を設定
この目標達成により、災害時の医療提供体制が強化され、県民の安
全・安心に寄与

設定の考え方／得られる成果

沿岸部の津波避難困難地域解消を目指し、目標値を設定
この目標達成により、南海トラフ巨大地震の津波による死者ゼロに寄
与

県県公公式式ＳＳＮＮＳＳ（（ＬＬＩＩＮＮＥＥ））のの登登録録者者数数
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

2200万万人人

2022年度実績

4,000人

指標の説明

南海トラフ巨大地震の津波避難困難者数
助かる命を助けるため、ハード・ソフト両面の対策を
加速する必要があることから、この指標を選定

土土砂砂災災害害のの危危険険性性ののああるる要要配配慮慮者者利利用用施施設設及及びび避避難難所所のの保保全全施施設設数数（（累累計計））
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

336611施施設設

2022年度実績

337施設

設定の考え方／得られる成果

2023年度末の登録者数３万人以上を目指し登録を推進しているとこ
ろ、今後も３万人／年以上の増、計画期間中の登録者数20万人達成を
目指し、目標値を設定
この目標達成により、いざ発災時の人的被害の大幅な軽減に寄与

指標の説明

県公式ＳＮＳ（ＬＩＮＥ）アカウントの友だち登録者
数
身近なＳＮＳであるＬＩＮＥを通じて、適切な避難行
動につなげる防災情報をより多くの県民に伝える必要
があることから、この指標を選定

自自主主防防災災組組織織のの組組織織率率
（（出出典典：：消消防防庁庁「「消消防防白白書書」」））

2022年度実績

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

94.3% 110000%%

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

全世帯数に占める「自主防災組織が組織されている地
域の世帯数」の割合
自主防災組織の増加により地域の防災力が向上するこ
とから、この指標を選定

県内全域で自主防災組織が組織されていることを目指し、目標値を設
定
この目標達成により、空白エリアがなくなり、大規模自然災害での被
害軽減に寄与

設定の考え方／得られる成果

過去の実績を踏まえ、４施設／年を目指し、目標値を設定
この目標達成により、地すべり対策、土石流対策、急傾斜地崩壊対策
が強化され、県民の生命、財産の保全に寄与

指標の説明

土砂災害警戒区域内に存する「社会福祉施設や学校な
どの要配慮者利用施設数」及び「避難所」の保全施設
数
土砂災害発生に備え、被害を最小限に抑える対策が必
要であることから、この指標を選定

安安心心度度ＵＵＰＰ

県県管管理理河河川川（（重重点点対対策策河河川川））のの整整備備率率
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

2022年度実績

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

68% 8800%%

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

激甚化・頻発化する自然災害から県民を守るため、過
去に浸水被害が発生した等、重点的に対策を講じる必
要がある河川（重点対策河川）に対する整備延長を計
画延長で割った数値
水害から県民の生命・財産を守るための整備を推進す
るため、この指標を選定

近年の河川整備の実績を踏まえ、毎年２%の増加を目指し、目標値を
設定
この目標達成により、県民の安全・安心な暮らしの実現に寄与

2022年度実績

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

23% 4477%%

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

緊急輸送道路等のうち、幅員狭小、線形不良等により
緊急車両等の通行に著しく支障をきたす区間（重点整
備区間）に対する改良延長を計画延長で割った数値
災害時に人命救助や生活物資の広域的な緊急輸送を担
う強靱で信頼性の高い道路ネットワーク整備を推進す
るため、この指標を選定

近年の道路整備の実績を踏まえ、2028年度までに24%（4%／年）
の増加を目指し、目標値を設定
この目標達成により、県民の安全・安心な暮らしの実現に寄与

設定の考え方／得られる成果

災害発生リスクの高い地域に重点化を図り、これまでの取組を緩める
ことなく年１％の進捗を目指し、目標値を設定
この目標達成により、災害時の備えとなる土地情報が整備され、迅速
な復旧・復興に寄与

指標の説明

地籍調査実績面積を対象面積で割った数値
地籍調査の実施が迅速な復旧・復興につながることか
ら、この指標を選定

緊緊急急輸輸送送道道路路等等ににおおけけるる重重点点整整備備区区間間のの改改良良率率
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

地地籍籍調調査査のの進進捗捗率率
（（出出典典：：国国土土交交通通省省資資料料））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

4499%%

2022年度実績

43%
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安安心心度度ＵＵＰＰ

津津波波避避難難困困難難者者数数
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

00人人

2022年度実績

1,304人

ＤＤＭＭＡＡＴＴのの体体制制整整備備数数
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

2022年度実績

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

32チーム 3355チチーームム

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

県内のＤＭＡＴ数
災害時の迅速な医療提供に向け、機動的な医療チーム
の育成が重要であることから、この指標を選定

県内におけるチーム編成の現状を踏まえ、２年ごとに１チーム増やす
ことを目指し、目標値を設定
この目標達成により、災害時の医療提供体制が強化され、県民の安
全・安心に寄与

設定の考え方／得られる成果

沿岸部の津波避難困難地域解消を目指し、目標値を設定
この目標達成により、南海トラフ巨大地震の津波による死者ゼロに寄
与

県県公公式式ＳＳＮＮＳＳ（（ＬＬＩＩＮＮＥＥ））のの登登録録者者数数
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

2200万万人人

2022年度実績

4,000人

指標の説明

南海トラフ巨大地震の津波避難困難者数
助かる命を助けるため、ハード・ソフト両面の対策を
加速する必要があることから、この指標を選定

土土砂砂災災害害のの危危険険性性ののああるる要要配配慮慮者者利利用用施施設設及及びび避避難難所所のの保保全全施施設設数数（（累累計計））
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

336611施施設設

2022年度実績

337施設

設定の考え方／得られる成果

2023年度末の登録者数３万人以上を目指し登録を推進しているとこ
ろ、今後も３万人／年以上の増、計画期間中の登録者数20万人達成を
目指し、目標値を設定
この目標達成により、いざ発災時の人的被害の大幅な軽減に寄与

指標の説明

県公式ＳＮＳ（ＬＩＮＥ）アカウントの友だち登録者
数
身近なＳＮＳであるＬＩＮＥを通じて、適切な避難行
動につなげる防災情報をより多くの県民に伝える必要
があることから、この指標を選定

自自主主防防災災組組織織のの組組織織率率
（（出出典典：：消消防防庁庁「「消消防防白白書書」」））

2022年度実績

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

94.3% 110000%%

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

全世帯数に占める「自主防災組織が組織されている地
域の世帯数」の割合
自主防災組織の増加により地域の防災力が向上するこ
とから、この指標を選定

県内全域で自主防災組織が組織されていることを目指し、目標値を設
定
この目標達成により、空白エリアがなくなり、大規模自然災害での被
害軽減に寄与

設定の考え方／得られる成果

過去の実績を踏まえ、４施設／年を目指し、目標値を設定
この目標達成により、地すべり対策、土石流対策、急傾斜地崩壊対策
が強化され、県民の生命、財産の保全に寄与

指標の説明

土砂災害警戒区域内に存する「社会福祉施設や学校な
どの要配慮者利用施設数」及び「避難所」の保全施設
数
土砂災害発生に備え、被害を最小限に抑える対策が必
要であることから、この指標を選定

安安心心度度ＵＵＰＰ

県県管管理理河河川川（（重重点点対対策策河河川川））のの整整備備率率
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

2022年度実績

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

68% 8800%%

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

激甚化・頻発化する自然災害から県民を守るため、過
去に浸水被害が発生した等、重点的に対策を講じる必
要がある河川（重点対策河川）に対する整備延長を計
画延長で割った数値
水害から県民の生命・財産を守るための整備を推進す
るため、この指標を選定

近年の河川整備の実績を踏まえ、毎年２%の増加を目指し、目標値を
設定
この目標達成により、県民の安全・安心な暮らしの実現に寄与

2022年度実績

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

23% 4477%%

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

緊急輸送道路等のうち、幅員狭小、線形不良等により
緊急車両等の通行に著しく支障をきたす区間（重点整
備区間）に対する改良延長を計画延長で割った数値
災害時に人命救助や生活物資の広域的な緊急輸送を担
う強靱で信頼性の高い道路ネットワーク整備を推進す
るため、この指標を選定

近年の道路整備の実績を踏まえ、2028年度までに24%（4%／年）
の増加を目指し、目標値を設定
この目標達成により、県民の安全・安心な暮らしの実現に寄与

設定の考え方／得られる成果

災害発生リスクの高い地域に重点化を図り、これまでの取組を緩める
ことなく年１％の進捗を目指し、目標値を設定
この目標達成により、災害時の備えとなる土地情報が整備され、迅速
な復旧・復興に寄与

指標の説明

地籍調査実績面積を対象面積で割った数値
地籍調査の実施が迅速な復旧・復興につながることか
ら、この指標を選定

緊緊急急輸輸送送道道路路等等ににおおけけるる重重点点整整備備区区間間のの改改良良率率
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

地地籍籍調調査査のの進進捗捗率率
（（出出典典：：国国土土交交通通省省資資料料））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

4499%%

2022年度実績

43%
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■■

■※

■■

■■

■※

22002244 22002266 22002277 22002288

国の新総合防災情報システム（SOBO-WEB※）との連携や、防災関係機関、民間事業者等との
連携強化を前提に、災害時情報共有システムの再構築に取り組みます。

市町村や関係機関と連携した各種訓練をデジタル技術を活用しながら積極的に行い、災害や危機
事象への対応能力の向上を図ります。

県災害対策本部が万代庁舎に設置できない場合を想定し、徳島中央警察署や美馬庁舎など代替庁
舎において、県災害対策本部機能を担う訓練を実施します。

ＤＭＡＴ、ＤＰＡＴ※、ＤＷＡＴ※等の｢養成研修や災害対応訓練｣による継続した育成や医療機

関の負担軽減のため、職員を派遣する医療機関へ支援するとともに、病院ＢＣＰ※の策定を推進
します。

施施策策のの方方向向性性とと実実現現にに向向けけたた工工程程表表

初動対応力の強化に向け、情報収集の進化はもとより、自衛隊・警察など関係機関との連携によ
る共同作戦を迅速に展開するため、司令塔となる県災害対策本部の革新的な再構築に取り組みま
す。

①①　　危危機機管管理理体体制制のの充充実実

22002255

ＤＭＡＴ等の人材育成

代替庁舎における
県災害対策本部機能訓練

市町村等と連携した
訓練の実施

災害対策本部機能の強化

具具体体的的なな取取組組

本部室再構築

初動対応力の強化に向けた訓練等の実施

全市町村との連携訓練の実施

訓練実施

・評価
前年度訓練で判明した課題を解消する訓練の実施・評価

養成研修、災害対応訓練の実施

南部支部機能強化

DWAT先遣隊等の構築・充実

災害時情報共有システム再構築

■

■

■

■

■

■

22002244 22002266 22002277 22002288

②②　　事事前前復復興興のの推推進進とと快快適適なな避避難難環環境境のの確確保保

災害リスクの高い地域などに重点化しつつ、過疎・高齢化の進む山間部では、現地立会が不要な
リモートセンシングによる新手法を活用し、県土強靱化に資する地籍調査を一層推進します。

大規模災害発生時における生産活動の維持、被害の最小化に向け、排水、地すべり、津波など地
域が抱える課題に応じた防災・減災対策を重点的に推進します。

農業水利施設の更新について、従来の「事後保全」から、適時・適切な「予防保全」にシフトす
ることで、ライフサイクルコストの低減を図ります。

快適な避難環境の構築により災害関連死をなくすため、空調整備など避難所の機能強化に取り組
みます。

要配慮者一人ひとりが確実に避難できる避難支援体制づくりを目指し、市町村における個別避難

計画の作成や、福祉避難所※の機能強化に向け、設備・体制の整備を支援します。

地震津波から助かる命を助け、助かった命をつなぐ、事前の高台移転や津波避難困難地域の解

消、「ＴＫＢ※の確保」をはじめとする避難所のＱＯＬ向上など、新次元の事前復興対策をハー
ド・ソフト両面から強力に推進します。

22002255

避難所の機能強化

地籍調査の推進

農業水利施設の長寿命化

地すべり対策等の推進

市町村の事前復興対策支援

具具体体的的なな取取組組

個別避難計画作成及び福祉避難所の
設備・体制整備 市町村の課題把握 課題解決・新たな課題の対応

地すべり対策・山地災害対策の実施

機能診断に基づく対策の実施

事業周知、調査実施、新技術の活用・普及

新たな被害想定に基づく市町村支援の実施

市町村との連携による津波避難困難地域の解消

市町村への支援制度運用による避難所ＱＯＬ向上

支援制度の拡充

支援制度の拡充
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■■

■※

■■

■■

■※

22002244 22002266 22002277 22002288

国の新総合防災情報システム（SOBO-WEB※）との連携や、防災関係機関、民間事業者等との
連携強化を前提に、災害時情報共有システムの再構築に取り組みます。

市町村や関係機関と連携した各種訓練をデジタル技術を活用しながら積極的に行い、災害や危機
事象への対応能力の向上を図ります。

県災害対策本部が万代庁舎に設置できない場合を想定し、徳島中央警察署や美馬庁舎など代替庁
舎において、県災害対策本部機能を担う訓練を実施します。

ＤＭＡＴ、ＤＰＡＴ※、ＤＷＡＴ※等の｢養成研修や災害対応訓練｣による継続した育成や医療機

関の負担軽減のため、職員を派遣する医療機関へ支援するとともに、病院ＢＣＰ※の策定を推進
します。

施施策策のの方方向向性性とと実実現現にに向向けけたた工工程程表表

初動対応力の強化に向け、情報収集の進化はもとより、自衛隊・警察など関係機関との連携によ
る共同作戦を迅速に展開するため、司令塔となる県災害対策本部の革新的な再構築に取り組みま
す。

①①　　危危機機管管理理体体制制のの充充実実

22002255

ＤＭＡＴ等の人材育成

代替庁舎における
県災害対策本部機能訓練

市町村等と連携した
訓練の実施

災害対策本部機能の強化

具具体体的的なな取取組組

本部室再構築

初動対応力の強化に向けた訓練等の実施

全市町村との連携訓練の実施

訓練実施

・評価
前年度訓練で判明した課題を解消する訓練の実施・評価

養成研修、災害対応訓練の実施

南部支部機能強化

DWAT先遣隊等の構築・充実

災害時情報共有システム再構築

■

■

■

■

■

■

22002244 22002266 22002277 22002288

②②　　事事前前復復興興のの推推進進とと快快適適なな避避難難環環境境のの確確保保

災害リスクの高い地域などに重点化しつつ、過疎・高齢化の進む山間部では、現地立会が不要な
リモートセンシングによる新手法を活用し、県土強靱化に資する地籍調査を一層推進します。

大規模災害発生時における生産活動の維持、被害の最小化に向け、排水、地すべり、津波など地
域が抱える課題に応じた防災・減災対策を重点的に推進します。

農業水利施設の更新について、従来の「事後保全」から、適時・適切な「予防保全」にシフトす
ることで、ライフサイクルコストの低減を図ります。

快適な避難環境の構築により災害関連死をなくすため、空調整備など避難所の機能強化に取り組
みます。

要配慮者一人ひとりが確実に避難できる避難支援体制づくりを目指し、市町村における個別避難

計画の作成や、福祉避難所※の機能強化に向け、設備・体制の整備を支援します。

地震津波から助かる命を助け、助かった命をつなぐ、事前の高台移転や津波避難困難地域の解

消、「ＴＫＢ※の確保」をはじめとする避難所のＱＯＬ向上など、新次元の事前復興対策をハー
ド・ソフト両面から強力に推進します。

22002255

避難所の機能強化

地籍調査の推進

農業水利施設の長寿命化

地すべり対策等の推進

市町村の事前復興対策支援

具具体体的的なな取取組組

個別避難計画作成及び福祉避難所の
設備・体制整備 市町村の課題把握 課題解決・新たな課題の対応

地すべり対策・山地災害対策の実施

機能診断に基づく対策の実施

事業周知、調査実施、新技術の活用・普及

新たな被害想定に基づく市町村支援の実施

市町村との連携による津波避難困難地域の解消

市町村への支援制度運用による避難所ＱＯＬ向上

支援制度の拡充

支援制度の拡充
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安安心心度度ＵＵＰＰ

■

■

■

■

■
※

■

■

■

■

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

エシカル消費を推進することを宣言する事業者数
エシカル消費を実践する環境づくりを示すものとし
て、この指標を選定

「エシカル消費実践の場」を創出する事業者を更に増加させることを
目指し、目標値を設定
この目標達成により、事業者と消費者の協働による持続可能な社会づ
くりに寄与

「人と動物、環境の健康はひとつ」というワンヘルスの理念を県民に広く行き渡らせるため、そ
の浸透等を関係者が一丸となって展開することが急務であるとともに、動物愛護や適正飼養の更
なる徹底に向けた創意工夫が不可欠となっています。

KKPPII（（重重要要業業績績評評価価指指標標））

エエシシカカルル消消費費自自主主宣宣言言事事業業者者数数
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

2022年度実績

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

59事業者 111100事事業業者者

課課題題とと現現状状分分析析

消費者市民社会の構築に向け、消費者庁新未来創造戦略本部の立地を強みとした「県民主役の消
費者政策」を戦略的に展開し、県民のエシカル消費実践拡大につなげるとともに、その成果を先
進モデルとして県内外に魅力発信する必要があります。

食の安全安心を確保するためには、製造から販売に至るまでの、ＨＡＣＣＰ
※
に沿った自主衛生

管理の更なる向上や適正な食品表示の徹底とともに、消費者への食情報の発信強化が求められて
います。

理・美容所をはじめ、県民生活に不可欠な生活衛生施設の衛生水準の維持及び事業継続を図るた
め、若い担い手の育成はもとより、事業者自らの改善に対するサポートや、監視指導強化、経営
支援が求められています。

ＳＮＳで実行犯を募集する手口による各種事件が広域で発生しているほか、特殊詐欺の被害やサ
イバー空間をめぐる脅威の情勢は依然として深刻な情勢が続いています。

本県における交通事故の発生件数は、近年、減少傾向にあるものの、依然として、児童や高齢者
など交通弱者への事故が発生しており、関係者が連携したハード・ソフト両面からの交通安全対
策が急務となっています。

戦戦略略
７７ 県県民民生生活活のの安安全全・・安安心心確確保保

目目指指すすべべきき将将来来のの姿姿

県民一人ひとりが主役となり、人、社会及び環境に配慮した思いやりのある消費活動であるエシ

カル消費
※
が県全域で展開されるとともに、安全で安心な食生活や暮らしが確保され、公正かつ

持続可能な社会に資する消費者市民社会が実現しています。

防犯意識の高まりや効果的なパトロール活動等により、犯罪が減少し、体感治安が向上するとと
もに、交通安全意識・交通マナーの向上により、交通事故が低減するなど、幼児から高齢者まで
安全で安心して暮らすことができる地域社会が実現しています。

飼育動物に対する動物愛護や適正飼養が定着するとともに、人、動物の健康及び環境の健全性を

一体のものとして守る「ワンヘルス
※
」に関する県民意識の向上や実践が進展し、人と動物がと

もに活き活きと暮らせる社会が実現しています。

安安心心度度ＵＵＰＰ

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

県内の交通事故による死者数
最も悲惨な交通事故の結果であることから、この指標
を選定

過去最少であった2020年（20人）から更に減少させることを目指
し、目標値を設定
この目標達成により、安全な交通の実現に寄与

交交通通事事故故にによよるる死死者者数数
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

2022年実績

▶▶▶

22002288年年目目標標

23人
1100人人台台

可可能能なな限限りりゼゼロロにに近近づづけけるる

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

県内で発生した特殊詐欺の被害件数
県民の財産に大きな被害を与えていることから、この
指標を選定

2023年は増加傾向にあるが、今後、減少させることを目指し、目標
を設定
この目標達成により、県民の財産を保護し、安全安心を確保

特特殊殊詐詐欺欺被被害害件件数数
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

2022年実績

▶▶▶

22002288年年目目標標

38件
減減少少

可可能能なな限限りりゼゼロロにに近近づづけけるる

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

凶悪犯罪（殺人、強盗、放火及び不同意性交等）の検
挙率
県民が最も不安を感じる犯罪であることから、この指
標を選定

県民の不安に直結する凶悪犯罪の全件検挙を目指し、目標値を設定
この目標達成により、県民の安全安心を確保し、更なる被害を防止

凶凶悪悪犯犯罪罪検検挙挙率率
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

2022年実績

▶▶▶

22002288年年目目標標

85.7% 110000%%

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

治安のバロメータとも言われる刑法犯認知件数
治安情勢を最も端的に表していることから、この指標
を選定

新型コロナウイルス感染症の感染拡大前である2019年（3,111件）
から減少させることを目指し、目標を設定
この目標達成により、県内の治安を向上

刑刑法法犯犯認認知知件件数数
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

2022年実績

▶▶▶

22002288年年目目標標

2,256件 22001199年年比比でで減減少少

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

本県で発生が確認された食中毒の件数（人口10万人
あたり）
食品の衛生管理・安全性を反映することから、この指
標を選定

本県の食中毒発生件数（人口10万人当たり）の低減を目指し、目標値
を設定
この目標達成により、食品による健康被害防止に寄与

食食中中毒毒発発生生件件数数（（人人口口1100万万対対））
（（出出典典：：厚厚生生労労働働省省「「食食中中毒毒統統計計資資料料」」））

2022年実績

▶▶▶

22002288年年目目標標

0.56件 00..4411件件以以下下
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安安心心度度ＵＵＰＰ

■

■

■

■

■
※

■

■

■

■

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

エシカル消費を推進することを宣言する事業者数
エシカル消費を実践する環境づくりを示すものとし
て、この指標を選定

「エシカル消費実践の場」を創出する事業者を更に増加させることを
目指し、目標値を設定
この目標達成により、事業者と消費者の協働による持続可能な社会づ
くりに寄与

「人と動物、環境の健康はひとつ」というワンヘルスの理念を県民に広く行き渡らせるため、そ
の浸透等を関係者が一丸となって展開することが急務であるとともに、動物愛護や適正飼養の更
なる徹底に向けた創意工夫が不可欠となっています。

KKPPII（（重重要要業業績績評評価価指指標標））

エエシシカカルル消消費費自自主主宣宣言言事事業業者者数数
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

2022年度実績

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

59事業者 111100事事業業者者

課課題題とと現現状状分分析析

消費者市民社会の構築に向け、消費者庁新未来創造戦略本部の立地を強みとした「県民主役の消
費者政策」を戦略的に展開し、県民のエシカル消費実践拡大につなげるとともに、その成果を先
進モデルとして県内外に魅力発信する必要があります。

食の安全安心を確保するためには、製造から販売に至るまでの、ＨＡＣＣＰ
※
に沿った自主衛生

管理の更なる向上や適正な食品表示の徹底とともに、消費者への食情報の発信強化が求められて
います。

理・美容所をはじめ、県民生活に不可欠な生活衛生施設の衛生水準の維持及び事業継続を図るた
め、若い担い手の育成はもとより、事業者自らの改善に対するサポートや、監視指導強化、経営
支援が求められています。

ＳＮＳで実行犯を募集する手口による各種事件が広域で発生しているほか、特殊詐欺の被害やサ
イバー空間をめぐる脅威の情勢は依然として深刻な情勢が続いています。

本県における交通事故の発生件数は、近年、減少傾向にあるものの、依然として、児童や高齢者
など交通弱者への事故が発生しており、関係者が連携したハード・ソフト両面からの交通安全対
策が急務となっています。

戦戦略略
７７ 県県民民生生活活のの安安全全・・安安心心確確保保

目目指指すすべべきき将将来来のの姿姿

県民一人ひとりが主役となり、人、社会及び環境に配慮した思いやりのある消費活動であるエシ

カル消費
※
が県全域で展開されるとともに、安全で安心な食生活や暮らしが確保され、公正かつ

持続可能な社会に資する消費者市民社会が実現しています。

防犯意識の高まりや効果的なパトロール活動等により、犯罪が減少し、体感治安が向上するとと
もに、交通安全意識・交通マナーの向上により、交通事故が低減するなど、幼児から高齢者まで
安全で安心して暮らすことができる地域社会が実現しています。

飼育動物に対する動物愛護や適正飼養が定着するとともに、人、動物の健康及び環境の健全性を

一体のものとして守る「ワンヘルス
※
」に関する県民意識の向上や実践が進展し、人と動物がと

もに活き活きと暮らせる社会が実現しています。

安安心心度度ＵＵＰＰ

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

県内の交通事故による死者数
最も悲惨な交通事故の結果であることから、この指標
を選定

過去最少であった2020年（20人）から更に減少させることを目指
し、目標値を設定
この目標達成により、安全な交通の実現に寄与

交交通通事事故故にによよるる死死者者数数
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

2022年実績

▶▶▶

22002288年年目目標標

23人
1100人人台台

可可能能なな限限りりゼゼロロにに近近づづけけるる

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

県内で発生した特殊詐欺の被害件数
県民の財産に大きな被害を与えていることから、この
指標を選定

2023年は増加傾向にあるが、今後、減少させることを目指し、目標
を設定
この目標達成により、県民の財産を保護し、安全安心を確保

特特殊殊詐詐欺欺被被害害件件数数
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

2022年実績

▶▶▶

22002288年年目目標標

38件
減減少少

可可能能なな限限りりゼゼロロにに近近づづけけるる

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

凶悪犯罪（殺人、強盗、放火及び不同意性交等）の検
挙率
県民が最も不安を感じる犯罪であることから、この指
標を選定

県民の不安に直結する凶悪犯罪の全件検挙を目指し、目標値を設定
この目標達成により、県民の安全安心を確保し、更なる被害を防止

凶凶悪悪犯犯罪罪検検挙挙率率
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

2022年実績

▶▶▶

22002288年年目目標標

85.7% 110000%%

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

治安のバロメータとも言われる刑法犯認知件数
治安情勢を最も端的に表していることから、この指標
を選定

新型コロナウイルス感染症の感染拡大前である2019年（3,111件）
から減少させることを目指し、目標を設定
この目標達成により、県内の治安を向上

刑刑法法犯犯認認知知件件数数
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

2022年実績

▶▶▶

22002288年年目目標標

2,256件 22001199年年比比でで減減少少

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

本県で発生が確認された食中毒の件数（人口10万人
あたり）
食品の衛生管理・安全性を反映することから、この指
標を選定

本県の食中毒発生件数（人口10万人当たり）の低減を目指し、目標値
を設定
この目標達成により、食品による健康被害防止に寄与

食食中中毒毒発発生生件件数数（（人人口口1100万万対対））
（（出出典典：：厚厚生生労労働働省省「「食食中中毒毒統統計計資資料料」」））

2022年実績

▶▶▶

22002288年年目目標標

0.56件 00..4411件件以以下下
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魅魅力力度度ＵＵＰＰ

■

■

■

■

■

■
※

■

■

指標の説明

1,062億円

本県を訪れた国内観光客の消費総額
国計画でも「消費額拡大」がキーワードとなってお
り、単純な観光客数より、一人ひとりに県内を周遊・
消費していただくことが重要となってきていることか
ら、この指標を選定

課課題題とと現現状状分分析析

2022年実績

観観光光立立県県のの推推進進～～徳徳島島観観光光復復活活ビビッッググババンン～～
戦戦略略
８８

目目指指すすべべきき将将来来のの姿姿

KKPPII（（重重要要業業績績評評価価指指標標））

国国内内年年間間旅旅行行消消費費額額
（（出出典典：：観観光光庁庁「「旅旅行行・・観観光光消消費費動動向向調調査査」」））

コロナ禍前５年（2015年から2019年）の平均消費額である約
1,136億円を本県のベース消費額として、国の目標値を参考に、
2025年にコロナ禍前5年の約5％増である1,200億円、以降も毎年
60億円（2025年の5%）ずつ増加することを目指し、目標値を設定
この目標達成により、地域経済の活性化に寄与

設定の考え方／得られる成果

空路では、徳島阿波おどり空港において、国際線や国内線ともに路線が充実し、陸路ではリニア
中央新幹線の新大阪への延伸時期をターゲットとして、四国の新幹線が開業し、海路ではクルー

ズ船やスーパーヨット
※
が寄港するなど、利便性が飛躍的に向上しています。

自然・歴史・文化などの洗練された観光資源に加え、数多く開催されるトップレベルの競技大会
やプロスポーツ、コンサート、国際会議等、誰もが「何度も行きたい」と思える魅力的な場所・
機会が創出され、国内外からのたくさんの人出で賑わっています。

質の高いサービスを提供する宿泊・観光施設の増加、おもてなし力の向上、観光ＤＸの推進によ
り、観光産業の生産性・収益向上、従業員の待遇改善が図られ、「稼げる産業」へと変革してい
ます。

▶▶▶

徳島阿波おどり空港には国内ＬＣＣ、国際定期便が運航されておらず、四国への新幹線は「整備
計画路線」への格上げが先延ばしにされている中、「人流・物流・商流」の拡大に向け、広域交
通ネットワークの充実による県民・観光客が移動しやすい環境が求められています。

コロナ禍で大きく減少した観光者数はインバウンドも含め回復傾向にあるものの、繁忙期と閑散
期で観光者数の変動が大きいこと等により、本県の観光消費額は他都道府県と比べても低い状況

であり、市町村、ＤＭＯ
※
、地域コミュニティとも連携し、高付加価値なコンテンツの充実が求

められています。

宿泊施設の客室数の少なさ等により、大規模イベントや大型ＭＩＣＥ
※
開催時には他県に旅行者

が流れており、宿泊キャパシティの拡大など受入体制の整備が求められています。

観光ＳＮＳのフォロワー数も低水準にとどまっており、今後、本県の持つ魅力を最大限に発揮
し、国内外からの人の流れを活発化・地域のにぎわいを創出するため、徳島の「良さ」の効果
的・継続的な発信が求められています。

農山漁村が有する豊かな自然や文化、景観など魅力ある地域資源を活用した体験等を通じて、国

内外から旅行者を呼び込み、交流人口・関係人口
※
を拡大することにより、農山漁村地域ににぎ

わいを創出することが求められています。

22002288年年目目標標

11,,338800億億円円
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魅魅力力度度ＵＵＰＰ

■

■

■

■

■

■
※

■

■

指標の説明

1,062億円

本県を訪れた国内観光客の消費総額
国計画でも「消費額拡大」がキーワードとなってお
り、単純な観光客数より、一人ひとりに県内を周遊・
消費していただくことが重要となってきていることか
ら、この指標を選定

課課題題とと現現状状分分析析

2022年実績

観観光光立立県県のの推推進進～～徳徳島島観観光光復復活活ビビッッググババンン～～
戦戦略略
８８

目目指指すすべべきき将将来来のの姿姿

KKPPII（（重重要要業業績績評評価価指指標標））

国国内内年年間間旅旅行行消消費費額額
（（出出典典：：観観光光庁庁「「旅旅行行・・観観光光消消費費動動向向調調査査」」））

コロナ禍前５年（2015年から2019年）の平均消費額である約
1,136億円を本県のベース消費額として、国の目標値を参考に、
2025年にコロナ禍前5年の約5％増である1,200億円、以降も毎年
60億円（2025年の5%）ずつ増加することを目指し、目標値を設定
この目標達成により、地域経済の活性化に寄与

設定の考え方／得られる成果

空路では、徳島阿波おどり空港において、国際線や国内線ともに路線が充実し、陸路ではリニア
中央新幹線の新大阪への延伸時期をターゲットとして、四国の新幹線が開業し、海路ではクルー

ズ船やスーパーヨット
※
が寄港するなど、利便性が飛躍的に向上しています。

自然・歴史・文化などの洗練された観光資源に加え、数多く開催されるトップレベルの競技大会
やプロスポーツ、コンサート、国際会議等、誰もが「何度も行きたい」と思える魅力的な場所・
機会が創出され、国内外からのたくさんの人出で賑わっています。

質の高いサービスを提供する宿泊・観光施設の増加、おもてなし力の向上、観光ＤＸの推進によ
り、観光産業の生産性・収益向上、従業員の待遇改善が図られ、「稼げる産業」へと変革してい
ます。

▶▶▶

徳島阿波おどり空港には国内ＬＣＣ、国際定期便が運航されておらず、四国への新幹線は「整備
計画路線」への格上げが先延ばしにされている中、「人流・物流・商流」の拡大に向け、広域交
通ネットワークの充実による県民・観光客が移動しやすい環境が求められています。

コロナ禍で大きく減少した観光者数はインバウンドも含め回復傾向にあるものの、繁忙期と閑散
期で観光者数の変動が大きいこと等により、本県の観光消費額は他都道府県と比べても低い状況

であり、市町村、ＤＭＯ
※
、地域コミュニティとも連携し、高付加価値なコンテンツの充実が求

められています。

宿泊施設の客室数の少なさ等により、大規模イベントや大型ＭＩＣＥ
※
開催時には他県に旅行者

が流れており、宿泊キャパシティの拡大など受入体制の整備が求められています。

観光ＳＮＳのフォロワー数も低水準にとどまっており、今後、本県の持つ魅力を最大限に発揮
し、国内外からの人の流れを活発化・地域のにぎわいを創出するため、徳島の「良さ」の効果
的・継続的な発信が求められています。

農山漁村が有する豊かな自然や文化、景観など魅力ある地域資源を活用した体験等を通じて、国

内外から旅行者を呼び込み、交流人口・関係人口
※
を拡大することにより、農山漁村地域ににぎ

わいを創出することが求められています。

22002288年年目目標標

11,,338800億億円円

51

第
２
章
　
基
本
計
画
編

魅
力
度
Ｕ
Ｐ



魅魅力力度度ＵＵＰＰ

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

本県の宿泊施設に宿泊した外国人の総数（延べ人数）

外国人宿泊者は特に消費単価が高いことから、この指
標を選定

大阪・関西万博が開催される2025年にコロナ禍前の５年（2015年
から2019年）の平均約10万人、以降は毎年約2.5万人ずつ増加する
ことを目指し、目標値を設定
この目標達成により、観光消費額の増加に寄与

22002288年年度度目目標標

839,629人 112200万万人人

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

徳島阿波おどり空港就航の航空路線で出発した旅客数
と到着した旅客数の合計
広域における県民・観光客の移動実態を把握するもの
の一つとして、この指標を選定

既存路線の維持・拡大とともに、国際線や国内ＬＣＣの新規就航を目
指し、目標値を設定
この目標達成により、県内外の人が移動しやすい環境が創出され、人
流・物流・商流の拡大に寄与

年年間間延延べべ外外国国人人宿宿泊泊者者数数
（（出出典典：：観観光光庁庁「「宿宿泊泊旅旅行行統統計計調調査査」」））

2022年実績

▶▶▶

22002288年年目目標標

1.8万人 1188万万人人

本県の観光地を訪れた旅行者への聞き取りで「非常に
満足」、「満足」と回答した方の割合
観光満足度の向上により、観光客のリピーター化につ
なげることができることから、この指標を選定

本県の観光地点・イベント等を訪れた観光客の総数
（延べ人数）
年間観光入込客数により、「どれだけ本県にお越しい
ただいたか」や「滞在時間の長さ」を図ることができ
ることから、この指標を選定

2022年度実績

徳徳島島阿阿波波おおどどりり空空港港のの利利用用者者数数
（（出出典典：：大大阪阪航航空空局局資資料料））

2022年度実績

▶▶▶

指標の説明

指標の説明

指標の説明

87.6%

1,404万人

約7,000人

徳島県観光情報サイト「阿波ナビ」のフォロワー数
ＳＮＳフォロワー数は、情報発信の強化につながる指
標であることから、この指標を選定

2022年実績

22,,330000万万人人

2022年実績を踏まえ、総じて来県者に満足していただけたと考えら
れる90%の早期達成を目指し、目標値を設定
この目標達成により、本県の観光コンテンツ・受入体制の魅力向上、
今後のリピーター化に寄与

設定の考え方／得られる成果

▶▶▶

▶▶▶

22002288年年目目標標

設定の考え方／得られる成果

22002288年年度度目目標標

9900..00%%

年年間間観観光光入入込込客客数数
（（出出典典：：観観光光庁庁「「共共通通基基準準にによよるる観観光光入入込込客客統統計計」」））

観観光光満満足足度度
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

大阪・関西万博が開催される2025年に過去最多水準の2,000万人を
目指し、以降は毎年５％（100万人）ずつ増加することを目指し、目
標値を設定
この目標達成により、観光客の本県での総滞在時間の増加に寄与

2022年度実績

設定の考え方／得られる成果

これまでの実績、近隣府県のインスタグラムフォロワー数を踏まえ、
毎年2,500人ずつ増加することを目指し、目標値を設定
この目標達成により、情報発信力の強化に寄与

22002288年年度度目目標標

ＳＳＮＮＳＳフフォォロロワワーー数数（（阿阿波波ナナビビ・・イインンススタタググララムム））
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶
22..22万万人人

魅魅力力度度ＵＵＰＰ

■■

■■

22002244 22002266 22002277 22002288

■

■

■
※

■

■

■

22002244 22002266 22002277 22002288

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

本県の宿泊施設に宿泊した方の総数（延べ人数）
宿泊者は特に消費単価が高いことから、この指標を選
定

大阪・関西万博が開催される2025年にコロナ禍前の５年（2015年
から2019年）の平均約235万人を上回る250万人、以降は毎年15
万～20万人ずつ増加することを目指し、目標値を設定
この目標達成により、観光消費額の増加に寄与

年年間間延延べべ宿宿泊泊者者数数
（（出出典典：：観観光光庁庁「「宿宿泊泊旅旅行行統統計計調調査査」」））

2022年実績

▶▶▶

22002288年年目目標標

184万人 330000万万人人

四国への新幹線実現に向けた
国への要望活動・機運醸成の推進

エアポートセールスの推進

具具体体的的なな取取組組

①①　　国国内内外外ととのの動動線線確確保保

大鳴門橋ライトアップの
イベント連携の推進

イベントの磨き上げ

交流イベントの開催及び
ホームゲームへの招待

観光施設の魅力向上

高付加価値なコンテンツ整備

具具体体的的なな取取組組

②②　　高高付付加加価価値値ななココンンテテンンツツのの充充実実

「交流人口の拡大」や「地方経済の活性化」に寄与する四国への新幹線整備を早期に実現させる
ため、四国が一つにまとまり、国への要望活動や県民の機運醸成に取り組みます。

観光団体・事業者・市町村も巻き込みながら、自然・歴史・文化など徳島ならではのサステナブ
ルな観光資源を活用した高付加価値なコンテンツの造成・ブラッシュアップや既存観光施設の魅
力の最大化を図ります。

プロスポーツチーム等との連携により、県民がプロスポーツに触れあう機会の充実を図り、県民
の応援機運の醸成や更なるにぎわいを創出します。

「とくしまマラソン」や、「アニメ」「ｅスポーツ
※
」等を活用したイベントなどのコンテンツ

を磨き上げ、観光誘客を促進します。

新たな山村価値創造に向け、県内「林道」を新たな観光資源として、関係機関と連携した情報発
信の充実強化や林道利活用希望者と林道管理者とのマッチングを行います。

「浮魚礁」「海の駅」等の既存施設を最大限活用するとともに、新たな施設整備を促進し、関係

事業者等との連携により遊漁と観光を組み合わせた「釣～リズム
※
」などを推進し、観光客を呼

び込む仕組みを構築します。

四国の玄関口である大鳴門橋のライトアップについて、サイクルイベントや、連休期間等と連動
した点灯を計画することで、県外からの誘客を促進します。

22002255

「釣～リズム」の推進

東アジアのみならず、新たに東南アジアをターゲットとした国際線や、国内ＬＣＣ路線などの就
航に向け、積極的な誘致に取り組みます。

22002255

施施策策のの方方向向性性とと実実現現にに向向けけたた工工程程表表

国への要望活動の実施、県民への機運醸成を実施

セールス・プロモーションの実施、航空会社・旅行会社への支援、空港受入環境の整備

開催・推進

誘客イベントと連携した計画点灯の実施

環境整備

サステナブルな観光コンテンツの造成・ブラッシュアップ

イベントの磨き上げ

関係者との意見交換・先行モデル作成、県内他地域への横展開
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魅魅力力度度ＵＵＰＰ

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

本県の宿泊施設に宿泊した外国人の総数（延べ人数）

外国人宿泊者は特に消費単価が高いことから、この指
標を選定

大阪・関西万博が開催される2025年にコロナ禍前の５年（2015年
から2019年）の平均約10万人、以降は毎年約2.5万人ずつ増加する
ことを目指し、目標値を設定
この目標達成により、観光消費額の増加に寄与

22002288年年度度目目標標

839,629人 112200万万人人

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

徳島阿波おどり空港就航の航空路線で出発した旅客数
と到着した旅客数の合計
広域における県民・観光客の移動実態を把握するもの
の一つとして、この指標を選定

既存路線の維持・拡大とともに、国際線や国内ＬＣＣの新規就航を目
指し、目標値を設定
この目標達成により、県内外の人が移動しやすい環境が創出され、人
流・物流・商流の拡大に寄与

年年間間延延べべ外外国国人人宿宿泊泊者者数数
（（出出典典：：観観光光庁庁「「宿宿泊泊旅旅行行統統計計調調査査」」））

2022年実績

▶▶▶

22002288年年目目標標

1.8万人 1188万万人人

本県の観光地を訪れた旅行者への聞き取りで「非常に
満足」、「満足」と回答した方の割合
観光満足度の向上により、観光客のリピーター化につ
なげることができることから、この指標を選定

本県の観光地点・イベント等を訪れた観光客の総数
（延べ人数）
年間観光入込客数により、「どれだけ本県にお越しい
ただいたか」や「滞在時間の長さ」を図ることができ
ることから、この指標を選定

2022年度実績

徳徳島島阿阿波波おおどどりり空空港港のの利利用用者者数数
（（出出典典：：大大阪阪航航空空局局資資料料））

2022年度実績

▶▶▶

指標の説明

指標の説明

指標の説明

87.6%

1,404万人

約7,000人

徳島県観光情報サイト「阿波ナビ」のフォロワー数
ＳＮＳフォロワー数は、情報発信の強化につながる指
標であることから、この指標を選定

2022年実績

22,,330000万万人人

2022年実績を踏まえ、総じて来県者に満足していただけたと考えら
れる90%の早期達成を目指し、目標値を設定
この目標達成により、本県の観光コンテンツ・受入体制の魅力向上、
今後のリピーター化に寄与

設定の考え方／得られる成果

▶▶▶

▶▶▶

22002288年年目目標標

設定の考え方／得られる成果

22002288年年度度目目標標

9900..00%%

年年間間観観光光入入込込客客数数
（（出出典典：：観観光光庁庁「「共共通通基基準準にによよるる観観光光入入込込客客統統計計」」））

観観光光満満足足度度
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

大阪・関西万博が開催される2025年に過去最多水準の2,000万人を
目指し、以降は毎年５％（100万人）ずつ増加することを目指し、目
標値を設定
この目標達成により、観光客の本県での総滞在時間の増加に寄与

2022年度実績

設定の考え方／得られる成果

これまでの実績、近隣府県のインスタグラムフォロワー数を踏まえ、
毎年2,500人ずつ増加することを目指し、目標値を設定
この目標達成により、情報発信力の強化に寄与

22002288年年度度目目標標

ＳＳＮＮＳＳフフォォロロワワーー数数（（阿阿波波ナナビビ・・イインンススタタググララムム））
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶
22..22万万人人

魅魅力力度度ＵＵＰＰ

■■

■■

22002244 22002266 22002277 22002288

■

■

■
※

■

■

■

22002244 22002266 22002277 22002288

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

本県の宿泊施設に宿泊した方の総数（延べ人数）
宿泊者は特に消費単価が高いことから、この指標を選
定

大阪・関西万博が開催される2025年にコロナ禍前の５年（2015年
から2019年）の平均約235万人を上回る250万人、以降は毎年15
万～20万人ずつ増加することを目指し、目標値を設定
この目標達成により、観光消費額の増加に寄与

年年間間延延べべ宿宿泊泊者者数数
（（出出典典：：観観光光庁庁「「宿宿泊泊旅旅行行統統計計調調査査」」））

2022年実績

▶▶▶

22002288年年目目標標

184万人 330000万万人人

四国への新幹線実現に向けた
国への要望活動・機運醸成の推進

エアポートセールスの推進

具具体体的的なな取取組組

①①　　国国内内外外ととのの動動線線確確保保

大鳴門橋ライトアップの
イベント連携の推進

イベントの磨き上げ

交流イベントの開催及び
ホームゲームへの招待

観光施設の魅力向上

高付加価値なコンテンツ整備

具具体体的的なな取取組組

②②　　高高付付加加価価値値ななココンンテテンンツツのの充充実実

「交流人口の拡大」や「地方経済の活性化」に寄与する四国への新幹線整備を早期に実現させる
ため、四国が一つにまとまり、国への要望活動や県民の機運醸成に取り組みます。

観光団体・事業者・市町村も巻き込みながら、自然・歴史・文化など徳島ならではのサステナブ
ルな観光資源を活用した高付加価値なコンテンツの造成・ブラッシュアップや既存観光施設の魅
力の最大化を図ります。

プロスポーツチーム等との連携により、県民がプロスポーツに触れあう機会の充実を図り、県民
の応援機運の醸成や更なるにぎわいを創出します。

「とくしまマラソン」や、「アニメ」「ｅスポーツ
※
」等を活用したイベントなどのコンテンツ

を磨き上げ、観光誘客を促進します。

新たな山村価値創造に向け、県内「林道」を新たな観光資源として、関係機関と連携した情報発
信の充実強化や林道利活用希望者と林道管理者とのマッチングを行います。

「浮魚礁」「海の駅」等の既存施設を最大限活用するとともに、新たな施設整備を促進し、関係

事業者等との連携により遊漁と観光を組み合わせた「釣～リズム
※
」などを推進し、観光客を呼

び込む仕組みを構築します。

四国の玄関口である大鳴門橋のライトアップについて、サイクルイベントや、連休期間等と連動
した点灯を計画することで、県外からの誘客を促進します。

22002255

「釣～リズム」の推進

東アジアのみならず、新たに東南アジアをターゲットとした国際線や、国内ＬＣＣ路線などの就
航に向け、積極的な誘致に取り組みます。

22002255

施施策策のの方方向向性性とと実実現現にに向向けけたた工工程程表表

国への要望活動の実施、県民への機運醸成を実施

セールス・プロモーションの実施、航空会社・旅行会社への支援、空港受入環境の整備

開催・推進

誘客イベントと連携した計画点灯の実施

環境整備

サステナブルな観光コンテンツの造成・ブラッシュアップ

イベントの磨き上げ

関係者との意見交換・先行モデル作成、県内他地域への横展開

53

第
２
章
　
基
本
計
画
編

魅
力
度
Ｕ
Ｐ



54



55

第
２
章
　
基
本
計
画
編

魅
力
度
Ｕ
Ｐ



■

■

■

■

■

■

人口減少、少子高齢化の中でも、文化事業への参加者数を確保すると
ともに、新たな取組（オンラインの活用等）により参加者の１割増加
を目指し、目標値を設定
この目標達成により、文化芸術の裾野拡大と地域力の強化に寄与

文文化化のの森森総総合合公公園園文文化化施施設設入入館館者者数数
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

7700万万人人

2022年度実績

68万人

徳島県民文化祭の各事業の参加者数
県内の文化活動実績が明確になることから、この指標
を選定

設定の考え方／得られる成果

地域の宝である文化財が、魅力ある地域資源として、国内外で認知が広がるとともに、県内各地
において、「県民総ぐるみ」による保存・継承が進み、観光振興をはじめ活力ある地域づくりに
活かされています。

戦戦略略
９９ 文文化化芸芸術術のの振振興興

目目指指すすべべきき将将来来のの姿姿

あわ文化の継承・発展・創造の努力がたゆみなく続けられ、阿波藍、阿波人形浄瑠璃、阿波おど
りなどの伝統文化や様々な芸術文化が息づく、魅力ある地域が育まれています。

あわ文化の魅力が国内のみならず海外にも広く認知され、多くの人々が継続的に本県を訪れ、そ
の魅力と感動を県民とともに共有しています。

設定の考え方／得られる成果

課課題題とと現現状状分分析析

加速度的に進む人口減少や少子高齢化は、特に地域の文化コミュニティに多大な影響を与え、文
化芸術・伝統文化の担い手不足が進んでいます。

大阪・関西万博の開催を絶好の機会と捉え、地域の宝である文化財や本県の多彩なあわ文化につ
いて、世界を視野に入れた戦略的な魅力発信に取り組む必要があります。また、誰もがいつでも
どこでも楽しく学べる文化の森となるよう、利便性や魅力度の更なる向上が求められています。

本県ならではの文化や文化財の価値が国内外で認知され、未来に向けて確実に保存・継承すると
ともに、世界遺産登録に向けた取組を進め、地域の文化資源をまちづくりへ活用することが求め
られています。

KKPPII（（重重要要業業績績評評価価指指標標））

徳徳島島県県民民文文化化祭祭参参加加者者数数
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

66万万人人

2022年度実績

3.7万人

指標の説明

指標の説明

文化の森総合公園文化施設を訪れた６館利用者の年間
入館者の合計
県内外に向けての文化・芸術の感動や体験の場を提供
する総合的施設としての成果を示すものとして、この
指標を選定

コロナ禍で減少した入館者数を、各館の専門性を活かした展示・講座
の充実により、毎年約3,000人増を目指し、目標値を設定
この目標達成により、あわ文化の発信に寄与
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■

■

■

■

■

■

人口減少、少子高齢化の中でも、文化事業への参加者数を確保すると
ともに、新たな取組（オンラインの活用等）により参加者の１割増加
を目指し、目標値を設定
この目標達成により、文化芸術の裾野拡大と地域力の強化に寄与

文文化化のの森森総総合合公公園園文文化化施施設設入入館館者者数数
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

7700万万人人

2022年度実績

68万人

徳島県民文化祭の各事業の参加者数
県内の文化活動実績が明確になることから、この指標
を選定

設定の考え方／得られる成果

地域の宝である文化財が、魅力ある地域資源として、国内外で認知が広がるとともに、県内各地
において、「県民総ぐるみ」による保存・継承が進み、観光振興をはじめ活力ある地域づくりに
活かされています。

戦戦略略
９９ 文文化化芸芸術術のの振振興興

目目指指すすべべきき将将来来のの姿姿

あわ文化の継承・発展・創造の努力がたゆみなく続けられ、阿波藍、阿波人形浄瑠璃、阿波おど
りなどの伝統文化や様々な芸術文化が息づく、魅力ある地域が育まれています。

あわ文化の魅力が国内のみならず海外にも広く認知され、多くの人々が継続的に本県を訪れ、そ
の魅力と感動を県民とともに共有しています。

設定の考え方／得られる成果

課課題題とと現現状状分分析析

加速度的に進む人口減少や少子高齢化は、特に地域の文化コミュニティに多大な影響を与え、文
化芸術・伝統文化の担い手不足が進んでいます。

大阪・関西万博の開催を絶好の機会と捉え、地域の宝である文化財や本県の多彩なあわ文化につ
いて、世界を視野に入れた戦略的な魅力発信に取り組む必要があります。また、誰もがいつでも
どこでも楽しく学べる文化の森となるよう、利便性や魅力度の更なる向上が求められています。

本県ならではの文化や文化財の価値が国内外で認知され、未来に向けて確実に保存・継承すると
ともに、世界遺産登録に向けた取組を進め、地域の文化資源をまちづくりへ活用することが求め
られています。

KKPPII（（重重要要業業績績評評価価指指標標））

徳徳島島県県民民文文化化祭祭参参加加者者数数
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

66万万人人

2022年度実績

3.7万人

指標の説明

指標の説明

文化の森総合公園文化施設を訪れた６館利用者の年間
入館者の合計
県内外に向けての文化・芸術の感動や体験の場を提供
する総合的施設としての成果を示すものとして、この
指標を選定

コロナ禍で減少した入館者数を、各館の専門性を活かした展示・講座
の充実により、毎年約3,000人増を目指し、目標値を設定
この目標達成により、あわ文化の発信に寄与
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課課題題とと現現状状分分析析

本県の糖尿病による死亡率は高い状況が続いており、日常的にスポーツに参加できる機会が必要
となっています。

国際大会に日本代表として出場する本県ゆかりの選手・指導者が少なく、ジュニア期からの発
掘・育成と成年期にかけて継続した強化、指導者育成が必要となっています。

近年、スポーツ資源を活用したスポーツツーリズムが注目されており、地方創生の起爆剤として
大きな期待が寄せられています。

戦戦略略
１１００ ススポポーーツツ立立県県のの推推進進

目目指指すすべべきき将将来来のの姿姿

性別・年齢・障がいの有無、地域事情等に関わらず、自分のライフスタイルや興味に応じてス
ポーツに取り組むことができる環境が整備され、誰もが生涯にわたって気軽にスポーツを楽しめ
る、生涯スポーツ社会が実現しています。

世界で活躍するトップアスリートが育ち、国際大会や全国大会におけるアスリートの活躍が、県
民に夢と感動を与えるとともに、スポーツへの関心を高め、活力ある地域社会が創造されます。

スポーツを通じた交流人口の拡大や地域活性化とともに、地元プロスポーツチームの活躍による
地域の連帯感の強化、スポーツ環境の整備によるにぎわい創出等が図られています。

KKPPII（（重重要要業業績績評評価価指指標標））

成成人人ののススポポーーツツ実実施施率率
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

7755%%

2022年度実績

70%

設定の考え方／得られる成果

2020年度から2022年度までの伸びを踏まえ、毎年１％増やすこと
を目指し、目標値を設定
この目標達成により、県民の健康増進に寄与

国国民民ススポポーーツツ大大会会入入賞賞数数
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

個個人人４４５５
団団体体１１６６

2022年度実績

個人３２
団体　５

指標の説明

成人の週１回以上のスポーツ実施率
心身とも健康な生活を送るために、誰もが気軽にス
ポーツを楽しむことが重要であるため、この指標を選
定

設定の考え方／得られる成果

2019年から2022年までの実績値を踏まえ、入賞者数の増加を目指
し、目標値を設定
この目標達成により、本県の競技力が向上し、世界に通用するトップ
アスリートの育成に寄与

指標の説明

国民スポーツ大会における入賞者数（８位以内）
入賞者数の増加が、本県の競技力向上施策の成果を示
すことから、この指標を選定

魅魅力力度度ＵＵＰＰ

■■

■■

■■

22002244 22002266 22002277 22002288

■
※

■

22002244 22002266 22002277 22002288

国国際際的的及及びび全全国国的的ススポポーーツツ大大会会やや合合宿宿、、交交流流会会のの県県内内開開催催件件数数（（累累計計））
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

110000件件

2022年度実績

52件

設定の考え方／得られる成果

国際スポーツ大会開催後も継続してきた大会・合宿の誘致、国際ス
ポーツ交流の実績と、2026年度の「ワールドマスターズゲームズ
2027関西」のプレ大会等の開催を踏まえ、宿泊者数増加などの交流
人口拡大と、県内競技者の競技力向上を目指し、目標値を設定
この目標達成により、スポーツによる地域活性化の推進に寄与

指標の説明

国際スポーツ大会を契機とする「キャンプ実施国との
つながり」や「世界レベルの練習環境」などのレガ
シーを活用した、ホストタウン相手国との相互交流や
国内外からのスポーツ大会・合宿の県内開催件数
（2019年度からの累計）
スポーツを通じた交流人口拡大に資するものであるこ
とから、この指標を選定

①①　　ススポポーーツツ力力のの向向上上

施施策策のの方方向向性性とと実実現現にに向向けけたた工工程程表表

総合型地域スポーツクラブ等の活動や官民挙げたトップアスリートによるスポーツイベントの充
実等により、県民誰もが気軽にスポーツを楽しむことができる機会・環境の創出を図ります。

国際大会や全国大会での上位入賞を目指し、選手の実績や将来性等を考慮した戦略的強化、先進
的な指導を取り入れたジュニア期からの指導体制の整備を図ります。

本県のスポーツ安全及び競技力向上のため、競技団体における強化練習・遠征や医科学サポート
の推進、競技用具等の整備に取り組みます。

22002255

具具体体的的なな取取組組

②②　　ススポポーーツツ環環境境のの向向上上

競技力の戦略的強化

スポーツイベントの実施

具具体体的的なな取取組組

競技団体等への医科学サポート

安全・安心にスポーツに参加する機会を確保するため、「徳島県スポーツコミッション
※
」をは

じめ、関係団体等の意見を踏まえ、老朽化対策や安全対策などスポーツ環境の整備を推進しま
す。

国内外からのスポーツ大会・合宿誘致や国内トップリーグの大会開催に対応した施設の整備・充
実を図り、スポーツを通じたにぎわいの創出に取り組みます。

22002255

オロナミンＣ球場
内野スタンド全面改築

スポーツ環境（ファシリティ）の
充実

開催・検証・充実

改 築

調査・検討・整備

強化策の検証・充実

制度の見直し・充実制度の周知・活用

運 用
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■

■

■

■

■

■

課課題題とと現現状状分分析析

本県の糖尿病による死亡率は高い状況が続いており、日常的にスポーツに参加できる機会が必要
となっています。

国際大会に日本代表として出場する本県ゆかりの選手・指導者が少なく、ジュニア期からの発
掘・育成と成年期にかけて継続した強化、指導者育成が必要となっています。

近年、スポーツ資源を活用したスポーツツーリズムが注目されており、地方創生の起爆剤として
大きな期待が寄せられています。

戦戦略略
１１００ ススポポーーツツ立立県県のの推推進進

目目指指すすべべきき将将来来のの姿姿

性別・年齢・障がいの有無、地域事情等に関わらず、自分のライフスタイルや興味に応じてス
ポーツに取り組むことができる環境が整備され、誰もが生涯にわたって気軽にスポーツを楽しめ
る、生涯スポーツ社会が実現しています。

世界で活躍するトップアスリートが育ち、国際大会や全国大会におけるアスリートの活躍が、県
民に夢と感動を与えるとともに、スポーツへの関心を高め、活力ある地域社会が創造されます。

スポーツを通じた交流人口の拡大や地域活性化とともに、地元プロスポーツチームの活躍による
地域の連帯感の強化、スポーツ環境の整備によるにぎわい創出等が図られています。

KKPPII（（重重要要業業績績評評価価指指標標））

成成人人ののススポポーーツツ実実施施率率
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

7755%%

2022年度実績

70%

設定の考え方／得られる成果

2020年度から2022年度までの伸びを踏まえ、毎年１％増やすこと
を目指し、目標値を設定
この目標達成により、県民の健康増進に寄与

国国民民ススポポーーツツ大大会会入入賞賞数数
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

個個人人４４５５
団団体体１１６６

2022年度実績

個人３２
団体　５

指標の説明

成人の週１回以上のスポーツ実施率
心身とも健康な生活を送るために、誰もが気軽にス
ポーツを楽しむことが重要であるため、この指標を選
定

設定の考え方／得られる成果

2019年から2022年までの実績値を踏まえ、入賞者数の増加を目指
し、目標値を設定
この目標達成により、本県の競技力が向上し、世界に通用するトップ
アスリートの育成に寄与

指標の説明

国民スポーツ大会における入賞者数（８位以内）
入賞者数の増加が、本県の競技力向上施策の成果を示
すことから、この指標を選定

魅魅力力度度ＵＵＰＰ

■■

■■

■■

22002244 22002266 22002277 22002288

■
※

■

22002244 22002266 22002277 22002288

国国際際的的及及びび全全国国的的ススポポーーツツ大大会会やや合合宿宿、、交交流流会会のの県県内内開開催催件件数数（（累累計計））
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

110000件件

2022年度実績

52件

設定の考え方／得られる成果

国際スポーツ大会開催後も継続してきた大会・合宿の誘致、国際ス
ポーツ交流の実績と、2026年度の「ワールドマスターズゲームズ
2027関西」のプレ大会等の開催を踏まえ、宿泊者数増加などの交流
人口拡大と、県内競技者の競技力向上を目指し、目標値を設定
この目標達成により、スポーツによる地域活性化の推進に寄与

指標の説明

国際スポーツ大会を契機とする「キャンプ実施国との
つながり」や「世界レベルの練習環境」などのレガ
シーを活用した、ホストタウン相手国との相互交流や
国内外からのスポーツ大会・合宿の県内開催件数
（2019年度からの累計）
スポーツを通じた交流人口拡大に資するものであるこ
とから、この指標を選定

①①　　ススポポーーツツ力力のの向向上上

施施策策のの方方向向性性とと実実現現にに向向けけたた工工程程表表

総合型地域スポーツクラブ等の活動や官民挙げたトップアスリートによるスポーツイベントの充
実等により、県民誰もが気軽にスポーツを楽しむことができる機会・環境の創出を図ります。

国際大会や全国大会での上位入賞を目指し、選手の実績や将来性等を考慮した戦略的強化、先進
的な指導を取り入れたジュニア期からの指導体制の整備を図ります。

本県のスポーツ安全及び競技力向上のため、競技団体における強化練習・遠征や医科学サポート
の推進、競技用具等の整備に取り組みます。

22002255

具具体体的的なな取取組組

②②　　ススポポーーツツ環環境境のの向向上上

競技力の戦略的強化

スポーツイベントの実施

具具体体的的なな取取組組

競技団体等への医科学サポート

安全・安心にスポーツに参加する機会を確保するため、「徳島県スポーツコミッション
※
」をは

じめ、関係団体等の意見を踏まえ、老朽化対策や安全対策などスポーツ環境の整備を推進しま
す。

国内外からのスポーツ大会・合宿誘致や国内トップリーグの大会開催に対応した施設の整備・充
実を図り、スポーツを通じたにぎわいの創出に取り組みます。

22002255

オロナミンＣ球場
内野スタンド全面改築

スポーツ環境（ファシリティ）の
充実

開催・検証・充実

改 築

調査・検討・整備

強化策の検証・充実

制度の見直し・充実制度の周知・活用

運 用
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魅魅力力度度ＵＵＰＰ

■

■
※

22002244 22002266 22002277 22002288

官民連携組織である「徳島県スポーツコミッション」を核として、国内外からのスポーツ大会・
合宿誘致等に積極的に取り組み、スポーツツーリズムの推進による交流人口の拡大を図ります。

22002255

「ワールドマスターズゲームズ
2027関西」の開催

国内外からのスポーツ大会
・合宿誘致、国際交流の実施

具具体体的的なな取取組組

③③　　ススポポーーツツ振振興興にによよるるににぎぎわわいいづづくくりり

「サイクル・キャビン
※
」を活用したサイクルツーリズムの推進に取り組むとともに、四国４県

が連携し、「サイクリングアイランド四国」の実現を目指します。

誘致・開催・充実

開催プレイベント等開催支援

魅魅力力度度ＵＵＰＰ

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

担い手不足、農地面積の減少等が進行し、農業産出額が減少傾向にあ
る中、農業振興施策を実施することにより、農業産出額を安定して維
持することを目指し、目標値を設定
この目標達成により、農業所得の維持・向上に寄与

戦戦略略
１１１１ 攻攻めめのの農農林林水水産産業業

目目指指すすべべきき将将来来のの姿姿

スマート農林水産業の導入や生産基盤の整備等により、多様化する消費者等のニーズにも対応し
た生産拠点や物流体制が構築され、本県の食料供給力が維持・強化されるとともに、農林水産業
が地域経済を支える基幹産業として発展しています。

県産農林水産物・食品が国内外で広く認知され、高く評価されるとともに、「輸出」が、本県農
林水産業の維持・発展に大きな役割を果たしています。

経営感覚に優れた意欲ある多様な担い手により、「環境」と「経済」が両立した持続性のある農
林水産業経営が行われ、農山漁村地域が活気に満ちあふれています。

▶▶▶

22002288年年目目標標

993300億億円円

2021年実績

 930億円

課課題題とと現現状状分分析析

高齢化や担い手不足等により農業者の減少や農業産出額が低下する中、環境への影響に配慮しつ
つ、これまで以上に効率的で収益性の向上が見込まれる生産基盤整備や産地育成を行う必要があ
ります。

県産農林水産物の認知が十分でなく、国内の食市場が縮小している中、トラック輸送能力の不足
や運賃の上昇が見込まれていることから、県産品の魅力を最大化し、輸出体制の強化を図るとと
もに、合理的な輸送体制の構築が求められています。

過疎・高齢化が進む農山村地域では、農業生産活動に加え、生活支援など集落機能も弱体化して
いることから、地域の多様な関係者が連携し、優良農地を確保するとともに持続可能な地域づく
りを目指す取組が必要です。

漁船漁業（獲る漁業）は、「水産資源の減少」や「藻場の衰退」等により生産量が減少し、養殖
業は海洋環境の変化による生産不振、飼料価格の高騰などに伴う経営悪化に直面しています。

畜産業は、飼料・生産資材等生産コストの高騰に加え、｢高病原性鳥インフルエンザ｣や｢豚熱｣を
はじめとした家畜伝染病対策を強化する必要があるなど、経営状況は一層厳しい状況にありま
す。

林業の持続性の確保と花粉症発生源対策が喫緊の課題となる中、利用期を迎えた多くの人工林の
「伐採」と「再生」を早急に進めるとともに、伐採された木材の多くを占める大径材の需要拡大
への取組が求められています。

KKPPII（（重重要要業業績績評評価価指指標標））

農農業業産産出出額額
（（出出典典：：農農林林水水産産省省「「生生産産農農業業所所得得統統計計」」））

「気候変動リスク」や地政学的要因による「食料安全保障リスク」の増大などにより、今までに
ない厳しい状況に直面している中で、持続可能な産業への取組が急務となっています。

設定の考え方／得られる成果指標の説明

米、野菜、果実、畜産等の各品目の生産量に農家庭先
販売価格を乗じたもの
産地規模を表すものとして、この指標を選定
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魅魅力力度度ＵＵＰＰ

■

■
※

22002244 22002266 22002277 22002288

官民連携組織である「徳島県スポーツコミッション」を核として、国内外からのスポーツ大会・
合宿誘致等に積極的に取り組み、スポーツツーリズムの推進による交流人口の拡大を図ります。

22002255

「ワールドマスターズゲームズ
2027関西」の開催

国内外からのスポーツ大会
・合宿誘致、国際交流の実施

具具体体的的なな取取組組

③③　　ススポポーーツツ振振興興にによよるるににぎぎわわいいづづくくりり

「サイクル・キャビン
※
」を活用したサイクルツーリズムの推進に取り組むとともに、四国４県

が連携し、「サイクリングアイランド四国」の実現を目指します。

誘致・開催・充実

開催プレイベント等開催支援

魅魅力力度度ＵＵＰＰ

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

担い手不足、農地面積の減少等が進行し、農業産出額が減少傾向にあ
る中、農業振興施策を実施することにより、農業産出額を安定して維
持することを目指し、目標値を設定
この目標達成により、農業所得の維持・向上に寄与

戦戦略略
１１１１ 攻攻めめのの農農林林水水産産業業

目目指指すすべべきき将将来来のの姿姿

スマート農林水産業の導入や生産基盤の整備等により、多様化する消費者等のニーズにも対応し
た生産拠点や物流体制が構築され、本県の食料供給力が維持・強化されるとともに、農林水産業
が地域経済を支える基幹産業として発展しています。

県産農林水産物・食品が国内外で広く認知され、高く評価されるとともに、「輸出」が、本県農
林水産業の維持・発展に大きな役割を果たしています。

経営感覚に優れた意欲ある多様な担い手により、「環境」と「経済」が両立した持続性のある農
林水産業経営が行われ、農山漁村地域が活気に満ちあふれています。

▶▶▶

22002288年年目目標標

993300億億円円

2021年実績

 930億円

課課題題とと現現状状分分析析

高齢化や担い手不足等により農業者の減少や農業産出額が低下する中、環境への影響に配慮しつ
つ、これまで以上に効率的で収益性の向上が見込まれる生産基盤整備や産地育成を行う必要があ
ります。

県産農林水産物の認知が十分でなく、国内の食市場が縮小している中、トラック輸送能力の不足
や運賃の上昇が見込まれていることから、県産品の魅力を最大化し、輸出体制の強化を図るとと
もに、合理的な輸送体制の構築が求められています。

過疎・高齢化が進む農山村地域では、農業生産活動に加え、生活支援など集落機能も弱体化して
いることから、地域の多様な関係者が連携し、優良農地を確保するとともに持続可能な地域づく
りを目指す取組が必要です。

漁船漁業（獲る漁業）は、「水産資源の減少」や「藻場の衰退」等により生産量が減少し、養殖
業は海洋環境の変化による生産不振、飼料価格の高騰などに伴う経営悪化に直面しています。

畜産業は、飼料・生産資材等生産コストの高騰に加え、｢高病原性鳥インフルエンザ｣や｢豚熱｣を
はじめとした家畜伝染病対策を強化する必要があるなど、経営状況は一層厳しい状況にありま
す。

林業の持続性の確保と花粉症発生源対策が喫緊の課題となる中、利用期を迎えた多くの人工林の
「伐採」と「再生」を早急に進めるとともに、伐採された木材の多くを占める大径材の需要拡大
への取組が求められています。

KKPPII（（重重要要業業績績評評価価指指標標））

農農業業産産出出額額
（（出出典典：：農農林林水水産産省省「「生生産産農農業業所所得得統統計計」」））

「気候変動リスク」や地政学的要因による「食料安全保障リスク」の増大などにより、今までに
ない厳しい状況に直面している中で、持続可能な産業への取組が急務となっています。

設定の考え方／得られる成果指標の説明

米、野菜、果実、畜産等の各品目の生産量に農家庭先
販売価格を乗じたもの
産地規模を表すものとして、この指標を選定
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223300万万羽羽

県県産産農農林林水水産産物物・・食食品品輸輸出出額額
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

「「阿阿波波尾尾鶏鶏」」出出荷荷羽羽数数
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

167万羽

製材や合板工場等での原木需要を踏まえ、県産材の更なる増産と利用
拡大を目指し、目標値を設定
この目標達成により、林業、木材産業の所得向上、脱炭素社会の実現
に寄与

22002288年年度度目目標標

6600..00万万㎥㎥
設定の考え方／得られる成果

2022年度実績

41.8万㎥

設定の考え方／得られる成果

１地区／年程度の増加を目指し、目標値を設定
この目標達成により、農業者の生産性向上に寄与

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

9911..88億億円円

設定の考え方／得られる成果

国の目標（2030年：５兆円）と実績（2021年：1.2兆円）、県の実
績を踏まえ、輸出額を増加させることを目指し、目標値を設定
この目標達成により、本県農林水産物のブランド力や農林水産事業者
の所得の維持・向上に寄与

県央部、県南部、県西部の３地区での整備を目指し、目標値を設定
この目標達成により、スマート農業を用いた安定性の高い生産を実現

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

33箇箇所所

設定の考え方／得られる成果

農農地地中中間間管管理理機機構構
※※
とと連連携携ししたたほほ場場整整備備のの実実施施地地区区数数（（累累計計））

（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

99地地区区

－

１ha規模の新たな施設園芸団地の箇所数
施設園芸品目の周年安定供給と新たな担い手の確保に
向けた地域の生産拠点を創出するため、この指標を選
定

指標の説明

2022年度実績

2022年度実績

新新たたなな施施設設園園芸芸団団地地箇箇所所数数（（累累計計））
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

39.9億円

4地区

22002288年年度度目目標標

素材生産事業者における１年間の県内の木材生産量の
合計
森林資源の循環利用に直接つながる数値であることか
ら、この指標を選定

農地中間管理機構関連農地整備事業の新規着手地区数
省力化に資する生産基盤整備を計画的に進める必要が
あることから、この指標を選定

県内農林水産物・食品の輸出額
輸出額の増加が、本県農林水産業の維持・発展につな
がることから、この指標を選定

阿波尾鶏の年間出荷羽数
出荷羽数の増加が、1998年から継続する地鶏生産量
日本１位の維持やブランド力の維持・向上に寄与する
ことから、この指標を選定

指標の説明

指標の説明

指標の説明

2022年度実績

2022年度実績

設定の考え方／得られる成果

指標の説明

過去最高出荷羽数（226万羽）を超える出荷を目指し、目標値を設定
この目標達成により、農業所得の維持・向上に寄与

県県産産材材のの生生産産量量
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶
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223300万万羽羽

県県産産農農林林水水産産物物・・食食品品輸輸出出額額
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

「「阿阿波波尾尾鶏鶏」」出出荷荷羽羽数数
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

167万羽

製材や合板工場等での原木需要を踏まえ、県産材の更なる増産と利用
拡大を目指し、目標値を設定
この目標達成により、林業、木材産業の所得向上、脱炭素社会の実現
に寄与

22002288年年度度目目標標

6600..00万万㎥㎥
設定の考え方／得られる成果

2022年度実績

41.8万㎥

設定の考え方／得られる成果

１地区／年程度の増加を目指し、目標値を設定
この目標達成により、農業者の生産性向上に寄与

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

9911..88億億円円

設定の考え方／得られる成果

国の目標（2030年：５兆円）と実績（2021年：1.2兆円）、県の実
績を踏まえ、輸出額を増加させることを目指し、目標値を設定
この目標達成により、本県農林水産物のブランド力や農林水産事業者
の所得の維持・向上に寄与

県央部、県南部、県西部の３地区での整備を目指し、目標値を設定
この目標達成により、スマート農業を用いた安定性の高い生産を実現

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

33箇箇所所

設定の考え方／得られる成果

農農地地中中間間管管理理機機構構
※※
とと連連携携ししたたほほ場場整整備備のの実実施施地地区区数数（（累累計計））

（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

99地地区区

－

１ha規模の新たな施設園芸団地の箇所数
施設園芸品目の周年安定供給と新たな担い手の確保に
向けた地域の生産拠点を創出するため、この指標を選
定

指標の説明

2022年度実績

2022年度実績

新新たたなな施施設設園園芸芸団団地地箇箇所所数数（（累累計計））
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

39.9億円

4地区

22002288年年度度目目標標

素材生産事業者における１年間の県内の木材生産量の
合計
森林資源の循環利用に直接つながる数値であることか
ら、この指標を選定

農地中間管理機構関連農地整備事業の新規着手地区数
省力化に資する生産基盤整備を計画的に進める必要が
あることから、この指標を選定

県内農林水産物・食品の輸出額
輸出額の増加が、本県農林水産業の維持・発展につな
がることから、この指標を選定

阿波尾鶏の年間出荷羽数
出荷羽数の増加が、1998年から継続する地鶏生産量
日本１位の維持やブランド力の維持・向上に寄与する
ことから、この指標を選定

指標の説明

指標の説明

指標の説明

2022年度実績

2022年度実績

設定の考え方／得られる成果

指標の説明

過去最高出荷羽数（226万羽）を超える出荷を目指し、目標値を設定
この目標達成により、農業所得の維持・向上に寄与

県県産産材材のの生生産産量量
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶
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魅力度ＵＰ

■

■

■

■※

■

■※

2024 2026 2027 2028

耕畜連携、飼料生産基盤強化及び
組織の取組強化

②　持続可能で競争力のある畜産業の実現

スマート畜産に対応した畜舎や機材等の導入により、経営の効率化や労働負担軽減に取り組み、
規模拡大・経営の維持を図ります。

耕畜連携や飼料生産組織の取組強化により、国産飼料の生産・利用拡大を促進するとともに、持
続性との両立を図ります。

阿波畜産ブランド「阿波牛」、「とくしま三ツ星ビーフ※」、「阿波とん豚」、「阿波尾鶏」の
品質・認知度向上や生産・販路拡大及び安定供給によりブランド力の強化に取り組みます。

にし阿波・山のチキンファーム構想※に基づく新規就農者の確保や育成、スマート技術の活用に
よる生産性向上に取り組み、にし阿波の養鶏業の持続的発展を目指します。

飼養衛生管理基準遵守指導・助言

具体的な取組

県獣医師職員の採用増

海外市場開拓・国内販路拡大
及び生産支援

2025

スマート畜産の推進

家畜伝染病を予防し、安全・安心な畜産物を持続的に供給するため、家畜の所有者に対し、飼養
衛生管理基準の遵守・指導を行います。

家畜防疫の中核を担う、徳島県獣医師職員の確保を図ります。

にし阿波・山のチキンファーム
構想の推進

飼養衛生管理基準重点項目の指導 衛生管理マニュアルの点検・助言
全農場での

遵守継続

スマート畜舎・機材等の導入推進 効果検証 導入事例の更なる増加

飼料生産基盤整備

耕種農家・畜産農家のマッチング強化、国産飼料増産推進

県の積極的なセールスの実施と生産支援

リクルート機会の発掘 インターンシップ受講者の発掘 入庁予定者からの

意見聴取

コンソーシアム設立、

経営モデルの策定

新規就農者の確保・育成、スマート技術の活用促進

魅魅力力度度ＵＵＰＰ

■※

■

■

■

■※

22002244 22002266 22002277 22002288

■

■

■

■

■

22002244 22002266 22002277 22002288

広葉樹林を択伐する、持続性の高い伝統的な施業方法である「樵木林業※」を再興するため、「樵
木備長炭」と併せて、ブランディングと担い手の育成、交流促進による地域の活性化を図ります。

航空測量データ解析による高精度の森林情報を一元化する森林クラウドシステム※を構築し、適
切な森林管理へとつなげ、主伐を一層加速するとともに適地適木を踏まえ、花粉が少なく成長が
早い「エリートツリー」の植栽や広葉樹林への誘導など、速やかな森林再生を進めます。

県産材の販路開拓

木育活動の推進

新たな流通加工体制の構築

主伐型林業機械の導入支援

林内路網の整備推進

苗木生産体制の拡充

22002255

増産に対応するため、林道や作業道などの路網整備や、主伐に対応できる高性能林業機械の導入
を支援します。

具具体体的的なな取取組組

民間と連携した大径材の新たな加工体制を構築し、ビルや店舗など大都市の木造化を支える供給
県となり、安定した需要と適正な価格による「サステナブル林業」を目指します。

公的機関や民間部門での利用を推進するため、木材を利用する意義を普及する木育活動の推進や
川中川下における人材の育成、新たな県産材の販路開拓に努めます。

③③　　持持続続可可能能なな林林業業とと競競争争力力ののああるる木木材材産産業業のの実実現現

資源管理体制の構築

具具体体的的なな取取組組

「樵木林業・樵木備長炭」の
ブランディングと担い手の育成、

交流促進による地域の活性化

現場ニーズや資源水準などを踏まえた水産種苗の生産・放流を行うとともに、藻場の再生・造成
等の増産対策を推進します。

流通拠点漁港において「集出荷機能を集約化」し、県内初となる「高度衛生管理型荷さばき施
設」を整備するとともに、老朽化した漁港施設等については、計画的に対策工事を推進します。

高水温・貧栄養に強い「鳴門わかめ」新品種の選抜育種、「養殖ノリ・ワカメの色落ち被害」を
軽減する「本県独自の施肥技術」など、海洋環境の変化に対応した新技術の導入を推進します。

県内の養殖場で採卵・育成された「アメゴ」を海面で養殖し、「サツキマス」として出荷するま
での全工程を県内で完結させる「サーモン養殖体制」を構築するとともに、養殖産品等につい
て、ＳＮＳ等を用いた情報発信を推進することにより、「ブランド構築」を目指します。

水産資源の回復に向け、国が主導する「漁獲可能量による管理」と「漁業者による自主的管理」
を両輪とする資源管理体制を構築します。

22002255

④④　　持持続続可可能能でで競競争争力力ののああるる水水産産業業のの実実現現

新技術の導入推進

集出荷機能の集約化と高度衛生化

増産対策の推進

養殖産品のブランド構築

サーモン養殖体制の構築

水産種苗生産・放流、藻場の再生・造成の推進

漁獲可能量管理・自主的管理の推進

運用
高度衛生管理型

荷さばき施設の整備
「鳴門わかめ」新品種の導入推進、

「養殖藻類」増産に向けた施肥技術・食害防止技術の導入推進

最適な路網配置の検討

増産に向けた体制の整備

新たな部門への需要拡大加工施設整備・体制構築

県外・海外への更なる販売促進県外企業とのマッチング

エリートツリーの植栽割合の拡大

検討結果に基づく路網整備の実施

導入に向けた事業体の体質強化 主伐型林業機械の実装

企業・団体への普及促進 自主的活動の強化

「サツキマス」ブランド構築

生産量の増大安定生産体制の構築

「サツキマス」を活用した地域活性化

とくしま林業アカデミー生や移住者を中心に担い手確保・研修会開催

「樵木林業・樵木備長炭」ブランディング

「樵木林業」の産業再興の加速、循環型社会のモデル地域における交流促進
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魅力度ＵＰ

■

■

■

■※

■

■※

2024 2026 2027 2028

耕畜連携、飼料生産基盤強化及び
組織の取組強化

②　持続可能で競争力のある畜産業の実現

スマート畜産に対応した畜舎や機材等の導入により、経営の効率化や労働負担軽減に取り組み、
規模拡大・経営の維持を図ります。

耕畜連携や飼料生産組織の取組強化により、国産飼料の生産・利用拡大を促進するとともに、持
続性との両立を図ります。

阿波畜産ブランド「阿波牛」、「とくしま三ツ星ビーフ※」、「阿波とん豚」、「阿波尾鶏」の
品質・認知度向上や生産・販路拡大及び安定供給によりブランド力の強化に取り組みます。

にし阿波・山のチキンファーム構想※に基づく新規就農者の確保や育成、スマート技術の活用に
よる生産性向上に取り組み、にし阿波の養鶏業の持続的発展を目指します。

飼養衛生管理基準遵守指導・助言

具体的な取組

県獣医師職員の採用増

海外市場開拓・国内販路拡大
及び生産支援

2025

スマート畜産の推進

家畜伝染病を予防し、安全・安心な畜産物を持続的に供給するため、家畜の所有者に対し、飼養
衛生管理基準の遵守・指導を行います。

家畜防疫の中核を担う、徳島県獣医師職員の確保を図ります。

にし阿波・山のチキンファーム
構想の推進

飼養衛生管理基準重点項目の指導 衛生管理マニュアルの点検・助言
全農場での

遵守継続

スマート畜舎・機材等の導入推進 効果検証 導入事例の更なる増加

飼料生産基盤整備

耕種農家・畜産農家のマッチング強化、国産飼料増産推進

県の積極的なセールスの実施と生産支援

リクルート機会の発掘 インターンシップ受講者の発掘 入庁予定者からの

意見聴取

コンソーシアム設立、

経営モデルの策定

新規就農者の確保・育成、スマート技術の活用促進

魅魅力力度度ＵＵＰＰ

■※

■

■

■

■※

22002244 22002266 22002277 22002288

■

■

■

■

■

22002244 22002266 22002277 22002288

広葉樹林を択伐する、持続性の高い伝統的な施業方法である「樵木林業※」を再興するため、「樵
木備長炭」と併せて、ブランディングと担い手の育成、交流促進による地域の活性化を図ります。

航空測量データ解析による高精度の森林情報を一元化する森林クラウドシステム※を構築し、適
切な森林管理へとつなげ、主伐を一層加速するとともに適地適木を踏まえ、花粉が少なく成長が
早い「エリートツリー」の植栽や広葉樹林への誘導など、速やかな森林再生を進めます。

県産材の販路開拓

木育活動の推進

新たな流通加工体制の構築

主伐型林業機械の導入支援

林内路網の整備推進

苗木生産体制の拡充

22002255

増産に対応するため、林道や作業道などの路網整備や、主伐に対応できる高性能林業機械の導入
を支援します。

具具体体的的なな取取組組

民間と連携した大径材の新たな加工体制を構築し、ビルや店舗など大都市の木造化を支える供給
県となり、安定した需要と適正な価格による「サステナブル林業」を目指します。

公的機関や民間部門での利用を推進するため、木材を利用する意義を普及する木育活動の推進や
川中川下における人材の育成、新たな県産材の販路開拓に努めます。

③③　　持持続続可可能能なな林林業業とと競競争争力力ののああるる木木材材産産業業のの実実現現

資源管理体制の構築

具具体体的的なな取取組組

「樵木林業・樵木備長炭」の
ブランディングと担い手の育成、

交流促進による地域の活性化

現場ニーズや資源水準などを踏まえた水産種苗の生産・放流を行うとともに、藻場の再生・造成
等の増産対策を推進します。

流通拠点漁港において「集出荷機能を集約化」し、県内初となる「高度衛生管理型荷さばき施
設」を整備するとともに、老朽化した漁港施設等については、計画的に対策工事を推進します。

高水温・貧栄養に強い「鳴門わかめ」新品種の選抜育種、「養殖ノリ・ワカメの色落ち被害」を
軽減する「本県独自の施肥技術」など、海洋環境の変化に対応した新技術の導入を推進します。

県内の養殖場で採卵・育成された「アメゴ」を海面で養殖し、「サツキマス」として出荷するま
での全工程を県内で完結させる「サーモン養殖体制」を構築するとともに、養殖産品等につい
て、ＳＮＳ等を用いた情報発信を推進することにより、「ブランド構築」を目指します。

水産資源の回復に向け、国が主導する「漁獲可能量による管理」と「漁業者による自主的管理」
を両輪とする資源管理体制を構築します。

22002255

④④　　持持続続可可能能でで競競争争力力ののああるる水水産産業業のの実実現現

新技術の導入推進

集出荷機能の集約化と高度衛生化

増産対策の推進

養殖産品のブランド構築

サーモン養殖体制の構築

水産種苗生産・放流、藻場の再生・造成の推進

漁獲可能量管理・自主的管理の推進

運用
高度衛生管理型

荷さばき施設の整備
「鳴門わかめ」新品種の導入推進、

「養殖藻類」増産に向けた施肥技術・食害防止技術の導入推進

最適な路網配置の検討

増産に向けた体制の整備

新たな部門への需要拡大加工施設整備・体制構築

県外・海外への更なる販売促進県外企業とのマッチング

エリートツリーの植栽割合の拡大

検討結果に基づく路網整備の実施

導入に向けた事業体の体質強化 主伐型林業機械の実装

企業・団体への普及促進 自主的活動の強化

「サツキマス」ブランド構築

生産量の増大安定生産体制の構築

「サツキマス」を活用した地域活性化

とくしま林業アカデミー生や移住者を中心に担い手確保・研修会開催

「樵木林業・樵木備長炭」ブランディング

「樵木林業」の産業再興の加速、循環型社会のモデル地域における交流促進
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■

■

■

■

■

■ 地域経済に好循環を生み出すため、次世代“光”や蓄電池など県内の技術力とニーズをマッチさ
せた高付加価値商品の開発につながる新技術の積極的な導入や企画開発力などの強化、産学官金
言が一体となった支援や立地優遇制度の充実など、新たな産業やスタートアップ創出に取り組む
必要があります。

KKPPII（（重重要要業業績績評評価価指指標標））

11人人当当たたりり県県民民所所得得
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

2020年度実績

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

301.3万円 333333万万円円

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

給料などの雇用者報酬、利子や賃貸料などの財産所
得、会社の営業利益などの企業所得の合計を県の総人
口で割ったもの
県民個人の所得だけではなく企業の利潤なども含んだ
県民経済全体の所得を表すため、この指標を選定

過去の実績値の伸び及び２０２１年度実績を踏まえ、2028年度まで
に4%の増加を目指し、目標値を設定
この目標達成により、県内企業の「稼ぐ力」が向上し、地域経済の更
なる活性化に寄与

学びやチャレンジできる環境が充実する徳島では、起業家やスタートアップ企業が次々と誕生
し、地域内外からイノベーションを生む多様な人財・知・産業が集積する好循環が生まれていま
す。

戦戦略略
１１２２ 地地域域経経済済をを牽牽引引すするる企企業業のの成成長長とと新新産産業業のの創創生生

目目指指すすべべきき将将来来のの姿姿

光関連分野、ＩＣＴや環境・エネルギー、蓄電池等の先進的分野の企業や研究開発機関の集積、
人やモノ等が行き交う拠点整備が進むとともに、時代のニーズに応える事業展開、オープンイノ

ベーション
※
での企業連携が活発となり、新産業・新サービスの創出やグローバル展開が図られ

ています。

地域産業においては、世界の成長力と融合して進化し、新たな価値を次々と生み出すことによ
り、賃上げや雇用につなげ、更なる投資を促進する好循環を生み出すとともに、早期の後継者確

保の動きや、オープンネーム型のＭ＆Ａ
※
、移住、起業の手段としての承継が活発化し、円滑な

事業継承が進んでいます。

課課題題とと現現状状分分析析

人口減少に伴う国内消費市場の縮小や、経営者の高齢化に伴う休廃業による貴重な経営資源の散
逸などが懸念されており、グローバル市場に向けた新たな販路開拓やＭ＆Ａをはじめとした事業
承継の推進など、地域産業の持続的発展の促進が求められています。

地域産業の国際競争力強化や、交通手段の維持が難しい地域の物流・人流を支えるために、効果

的なサプライチェーン
※
の構築に資するコンテナターミナルの利活用促進や安全で効率的な貨物

輸送の確立、自動運転移動サービスなど、活力ある地域づくりにつながる交通インフラ整備の促
進が求められています。
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■

■

■

■

■

■ 地域経済に好循環を生み出すため、次世代“光”や蓄電池など県内の技術力とニーズをマッチさ
せた高付加価値商品の開発につながる新技術の積極的な導入や企画開発力などの強化、産学官金
言が一体となった支援や立地優遇制度の充実など、新たな産業やスタートアップ創出に取り組む
必要があります。

KKPPII（（重重要要業業績績評評価価指指標標））

11人人当当たたりり県県民民所所得得
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

2020年度実績

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

301.3万円 333333万万円円

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

給料などの雇用者報酬、利子や賃貸料などの財産所
得、会社の営業利益などの企業所得の合計を県の総人
口で割ったもの
県民個人の所得だけではなく企業の利潤なども含んだ
県民経済全体の所得を表すため、この指標を選定

過去の実績値の伸び及び２０２１年度実績を踏まえ、2028年度まで
に4%の増加を目指し、目標値を設定
この目標達成により、県内企業の「稼ぐ力」が向上し、地域経済の更
なる活性化に寄与

学びやチャレンジできる環境が充実する徳島では、起業家やスタートアップ企業が次々と誕生
し、地域内外からイノベーションを生む多様な人財・知・産業が集積する好循環が生まれていま
す。

戦戦略略
１１２２ 地地域域経経済済をを牽牽引引すするる企企業業のの成成長長とと新新産産業業のの創創生生

目目指指すすべべきき将将来来のの姿姿

光関連分野、ＩＣＴや環境・エネルギー、蓄電池等の先進的分野の企業や研究開発機関の集積、
人やモノ等が行き交う拠点整備が進むとともに、時代のニーズに応える事業展開、オープンイノ

ベーション
※
での企業連携が活発となり、新産業・新サービスの創出やグローバル展開が図られ

ています。

地域産業においては、世界の成長力と融合して進化し、新たな価値を次々と生み出すことによ
り、賃上げや雇用につなげ、更なる投資を促進する好循環を生み出すとともに、早期の後継者確

保の動きや、オープンネーム型のＭ＆Ａ
※
、移住、起業の手段としての承継が活発化し、円滑な

事業継承が進んでいます。

課課題題とと現現状状分分析析

人口減少に伴う国内消費市場の縮小や、経営者の高齢化に伴う休廃業による貴重な経営資源の散
逸などが懸念されており、グローバル市場に向けた新たな販路開拓やＭ＆Ａをはじめとした事業
承継の推進など、地域産業の持続的発展の促進が求められています。

地域産業の国際競争力強化や、交通手段の維持が難しい地域の物流・人流を支えるために、効果

的なサプライチェーン
※
の構築に資するコンテナターミナルの利活用促進や安全で効率的な貨物

輸送の確立、自動運転移動サービスなど、活力ある地域づくりにつながる交通インフラ整備の促
進が求められています。
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魅魅力力度度ＵＵＰＰ

県の奨励指定により立地した企業の件数
企業立地が、経済の活性化及び雇用の確保に寄与する
ことから、この指標を選定

2022年度の実績値（９件）を踏まえ、継続的に毎年９件の増加を目
指し、目標値を設定
この目標達成により、本県経済の活性化及び雇用の確保に寄与

指標の説明

徳島県事業承継・引継ぎ支援センターが支援したM＆
Aによる事業承継の成約件数
件数の増加が競争力・強みを有する生産性の高い企業
の創出に寄与することから、この指標を選定

MM＆＆AAにによよるる事事業業承承継継のの成成約約件件数数（（累累計計））
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標2022年度実績

31件 220000件件

設定の考え方／得られる成果

2022年度の実績値（31件）を踏まえ、2028年度までに200件のM
＆A型事業承継の成約を目指し、目標値を設定
この目標達成により、競争力・強みを有する生産性の高い企業の創出
に寄与

産学官が連携し、先端デジタル技術、ＧＸ技術、次世
代光技術などの未来技術を活用した研究開発及びシス
テム導入件数
件数の増加が県内企業の持続的な発展に寄与すること
から、この指標を選定

奨奨励励指指定定にによよるる立立地地企企業業数数（（累累計計））
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

2022年度実績

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

9件 4455件件

指標の説明

設定の考え方／得られる成果

2023年度の実績見込みを踏まえ、毎年20件増やすことを目指し、目
標値を設定
この目標達成により、生産性の向上や新製品・サービスの開発が図ら
れ、県内企業の持続的な発展に寄与

指標の説明

設定の考え方／得られる成果

コロナ禍前の2015年から2018年の実績値の伸びを踏まえ、毎年10
億円増やすことを目指し、目標値を設定
この目標達成により、県内企業の持続的な成長に寄与

県内中小企業の輸出額の合計
海外販路開拓による海外需要の獲得が、県内企業の持
続的な成長に寄与することから、この指標を選定

設定の考え方／得られる成果指標の説明

設定の考え方／得られる成果

2022年度の実績値（32件）を踏まえ、2028年度まで毎年40件ず
つ認定することを目指し、目標値を設定
この目標達成により、本県の起業者数が増え、地域経済の発展や雇用
創出に寄与

未未来来技技術術活活用用製製品品等等研研究究開開発発支支援援件件数数（（累累計計））
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

110000件件

2022年度実績

20件

指標の説明

本県の起業家支援施策である、あったかビジネス事業
計画の認定件数
起業者数の増加が、地域経済の発展に寄与することか
ら、この指標を選定

県県内内中中小小企企業業のの輸輸出出額額
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

県県のの支支援援にによよるる創創業業件件数数（（累累計計））
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

220000件件

2022年度実績

32件

▶▶▶

22002288年年目目標標

228855億億円円

2022年実績

225億円

魅魅力力度度ＵＵＰＰ

■

■

■
※

■

22002244 22002266 22002277 22002288

■

■

■

22002244 22002266 22002277 22002288

①①　　地地域域産産業業のの持持続続的的発発展展

国際的に統一されたコンテナ物流の取扱量「TEU(20
フィートコンテナ１本を１TEUと換算)」を表す指標
この上昇が地域経済の活性化や国際貿易の競争力強化
に寄与することから、この指標を選定

新たな貨物需要の増加を踏まえ、2028年度までに2,600TEUの増加
を目指し、目標値を設定
この目標達成により、地域経済の活性化や国際貿易の競争力強化に寄
与

ものづくり企業の「将来の成長」や「競争力の強化」を図るため、先端のデジタル技術など未来
技術の活用による「生産性の向上」を図るとともに、環境負荷の小さい素材の活用などの高付加
価値製品の開発を推進します。

未利用資源や食品の機能性などを活用して新たな価値を創造するフードテック
※
をはじめ、県内

企業がテクノロジーや地域資源を活かして取り組む商品開発や販路開拓を支援します。

事業の譲り手側となる事業所の掘り起こしと譲渡資産の見える化を支援するとともに、Ｍ＆Ａを
はじめとする事業承継を推進します。

徳島小松島港赤石地区において、コンテナ貨物の集貨拡大に向けたポートセールスとともに、岸
壁延伸等による港湾機能強化に取り組みます。

Ｍ＆Ａをはじめとした
事業承継の推進

県内企業のイノベーション
の推進

ものづくり企業のＤＸ/ＧＸ推進

県内企業の海外展開を促進

具具体体的的なな取取組組

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

担い手不足の解消や物流効率の向上へのトラック自動搬送や人手がかからず地域の足を確保する
無人移動サービスの導入に向けた検討に取り組みます。

ポートセールス・
岸壁延伸

産業拠点となる
企業用地等の整備

大きな潜在能力を持つ徳島小松島港津田地区が、高規格道路に直結する利点を活かし、新たな産
業拠点としてリノベーションに取り組みます。

22002255具具体体的的なな取取組組

②②　　地地域域産産業業をを支支ええるる交交通通イインンフフララ整整備備のの促促進進

10,600TEU 1133,,220000TTEEUU

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

ココンンテテナナタターーミミナナルルににおおけけるる「「取取扱扱貨貨物物量量」」
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

2022年度実績

施施策策のの方方向向性性とと実実現現にに向向けけたた工工程程表表

県内企業の持続的な成長を図るため、官民一体の「地域商社」や民間企業と連携した県産品のブ
ランディング、「観光・食・文化」の一体的プロモーションなど、県産品の国内外への販路開拓
や県内企業の海外進出を支援します。

22002255

ビジネスチャンスを創出し県内企業の海外展開を促進

産学官が連携した共同研究・伴走支援の実施

産学官が連携した商品開発・販路開拓の支援

M＆Aによる事業承継を促進

埋立て・区画道路等の整備

船会社へのポートセールス・

岸壁延伸・ガントリークレーン※整備
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魅魅力力度度ＵＵＰＰ

県の奨励指定により立地した企業の件数
企業立地が、経済の活性化及び雇用の確保に寄与する
ことから、この指標を選定

2022年度の実績値（９件）を踏まえ、継続的に毎年９件の増加を目
指し、目標値を設定
この目標達成により、本県経済の活性化及び雇用の確保に寄与

指標の説明

徳島県事業承継・引継ぎ支援センターが支援したM＆
Aによる事業承継の成約件数
件数の増加が競争力・強みを有する生産性の高い企業
の創出に寄与することから、この指標を選定

MM＆＆AAにによよるる事事業業承承継継のの成成約約件件数数（（累累計計））
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標2022年度実績

31件 220000件件

設定の考え方／得られる成果

2022年度の実績値（31件）を踏まえ、2028年度までに200件のM
＆A型事業承継の成約を目指し、目標値を設定
この目標達成により、競争力・強みを有する生産性の高い企業の創出
に寄与

産学官が連携し、先端デジタル技術、ＧＸ技術、次世
代光技術などの未来技術を活用した研究開発及びシス
テム導入件数
件数の増加が県内企業の持続的な発展に寄与すること
から、この指標を選定

奨奨励励指指定定にによよるる立立地地企企業業数数（（累累計計））
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

2022年度実績

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

9件 4455件件

指標の説明

設定の考え方／得られる成果

2023年度の実績見込みを踏まえ、毎年20件増やすことを目指し、目
標値を設定
この目標達成により、生産性の向上や新製品・サービスの開発が図ら
れ、県内企業の持続的な発展に寄与

指標の説明

設定の考え方／得られる成果

コロナ禍前の2015年から2018年の実績値の伸びを踏まえ、毎年10
億円増やすことを目指し、目標値を設定
この目標達成により、県内企業の持続的な成長に寄与

県内中小企業の輸出額の合計
海外販路開拓による海外需要の獲得が、県内企業の持
続的な成長に寄与することから、この指標を選定

設定の考え方／得られる成果指標の説明

設定の考え方／得られる成果

2022年度の実績値（32件）を踏まえ、2028年度まで毎年40件ず
つ認定することを目指し、目標値を設定
この目標達成により、本県の起業者数が増え、地域経済の発展や雇用
創出に寄与

未未来来技技術術活活用用製製品品等等研研究究開開発発支支援援件件数数（（累累計計））
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

110000件件

2022年度実績

20件

指標の説明

本県の起業家支援施策である、あったかビジネス事業
計画の認定件数
起業者数の増加が、地域経済の発展に寄与することか
ら、この指標を選定

県県内内中中小小企企業業のの輸輸出出額額
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

県県のの支支援援にによよるる創創業業件件数数（（累累計計））
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

220000件件

2022年度実績

32件

▶▶▶

22002288年年目目標標

228855億億円円

2022年実績

225億円

魅魅力力度度ＵＵＰＰ

■

■

■
※

■

22002244 22002266 22002277 22002288

■

■

■

22002244 22002266 22002277 22002288

①①　　地地域域産産業業のの持持続続的的発発展展

国際的に統一されたコンテナ物流の取扱量「TEU(20
フィートコンテナ１本を１TEUと換算)」を表す指標
この上昇が地域経済の活性化や国際貿易の競争力強化
に寄与することから、この指標を選定

新たな貨物需要の増加を踏まえ、2028年度までに2,600TEUの増加
を目指し、目標値を設定
この目標達成により、地域経済の活性化や国際貿易の競争力強化に寄
与

ものづくり企業の「将来の成長」や「競争力の強化」を図るため、先端のデジタル技術など未来
技術の活用による「生産性の向上」を図るとともに、環境負荷の小さい素材の活用などの高付加
価値製品の開発を推進します。

未利用資源や食品の機能性などを活用して新たな価値を創造するフードテック
※
をはじめ、県内

企業がテクノロジーや地域資源を活かして取り組む商品開発や販路開拓を支援します。

事業の譲り手側となる事業所の掘り起こしと譲渡資産の見える化を支援するとともに、Ｍ＆Ａを
はじめとする事業承継を推進します。

徳島小松島港赤石地区において、コンテナ貨物の集貨拡大に向けたポートセールスとともに、岸
壁延伸等による港湾機能強化に取り組みます。

Ｍ＆Ａをはじめとした
事業承継の推進

県内企業のイノベーション
の推進

ものづくり企業のＤＸ/ＧＸ推進

県内企業の海外展開を促進

具具体体的的なな取取組組

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

担い手不足の解消や物流効率の向上へのトラック自動搬送や人手がかからず地域の足を確保する
無人移動サービスの導入に向けた検討に取り組みます。

ポートセールス・
岸壁延伸

産業拠点となる
企業用地等の整備

大きな潜在能力を持つ徳島小松島港津田地区が、高規格道路に直結する利点を活かし、新たな産
業拠点としてリノベーションに取り組みます。

22002255具具体体的的なな取取組組

②②　　地地域域産産業業をを支支ええるる交交通通イインンフフララ整整備備のの促促進進

10,600TEU 1133,,220000TTEEUU

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

ココンンテテナナタターーミミナナルルににおおけけるる「「取取扱扱貨貨物物量量」」
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

2022年度実績

施施策策のの方方向向性性とと実実現現にに向向けけたた工工程程表表

県内企業の持続的な成長を図るため、官民一体の「地域商社」や民間企業と連携した県産品のブ
ランディング、「観光・食・文化」の一体的プロモーションなど、県産品の国内外への販路開拓
や県内企業の海外進出を支援します。

22002255

ビジネスチャンスを創出し県内企業の海外展開を促進

産学官が連携した共同研究・伴走支援の実施

産学官が連携した商品開発・販路開拓の支援

M＆Aによる事業承継を促進

埋立て・区画道路等の整備

船会社へのポートセールス・

岸壁延伸・ガントリークレーン※整備
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■

■

■

■

■

22002244 22002266 22002277 22002288

イノベーションを創出する起業家を育成するため、産学官金言の連携による支援体制を構築し、
本県経済を牽引するスタートアップ創出に取り組みます。

徳島大学を中心とした次世代光に関する最先端研究の推進及び産学金官連携による県内企業支援
体制の強化により、研究成果の社会実装と専門人材の育成の加速に取り組みます。

全国屈指の光ブロードバンド環境や本県独自の「オーダーメイド型立地優遇制度」を活かし、情
報通信や半導体・蓄電池等の成長産業の県内拠点の立地を推進します。

立地優遇制度を活かした企業誘致

最先端研究からの社会実装・
人材育成の支援

プラットフォームによる創業支援

イノベーション・エコシステム形成

徳島バッテリーバレイ構想※の推進

具具体体的的なな取取組組

③③　　新新たたなな産産業業ととススタターートトアアッッププのの創創出出

新技術を活用したスタートアップや県内事業者の新ビジネス創出を支援するための事業環境整備
を進め、イノベーション・ エコシステムの形成を図ります。

22002255

蓄電池関連産業は、脱炭素社会において巨大市場形成が見込まれる中、本県は関連製造品出荷額
が全国上位であり、新たな成長産業の柱として「バッテリーバレイ」の構築を目指します。

事業環境整備、研究開発支援、市場開拓支援の実施

産学官金言によるプラットフォームを開催し創業支援

立地優遇制度の充実・情報発信

産学金官連携による研究・応用製品開発・専門人材育成支援の実施

構想の推進戦略に掲げる

「生産性向上/人材育成・確保/新事業展開・誘致促進/情報発信・普及拡大」の展開

構想

策定

■

■

■

■

■

■

■

■

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

15歳以上の人口に占める就業者の割合
労働参加を促し、就業者の割合を引き上げていくこと
が労働力不足対策となることから、この指標を選定

全国平均を目指し、目標値を設定
この目標達成により、働く人を増やすことで労働力を確保し、本県産
業の維持・発展に寄与

KKPPII（（重重要要業業績績評評価価指指標標））

1155歳歳以以上上人人口口にに占占めめるる就就業業者者のの割割合合
（（出出典典：：総総務務省省統統計計局局「「労労働働力力調調査査」」））

2022年実績

▶▶▶

22002288年年目目標標

56.5% 6611..22%%
（（22002233年年全全国国平平均均））

課課題題とと現現状状分分析析

少子高齢化による生産年齢人口の減少が加速する中、労働力不足及び後継者不足への対策が喫緊
の課題となっており、きめ細やかな就労支援や働きやすい職場づくりの取組を促進し、「国内外
から選ばれるとくしま」を実現する必要があります。

若い世代のものづくり離れや熟練技師の高齢化に加え、県立テクノスクールの入校者の減少など
により、若年の技能者不足が進行し、地場産業を支える人材の育成が急務となっています。

コロナ禍においてテレワークの導入が進んだものの、経済活動が正常化するなかで、実施率が減
少していることから、再度、テレワークをはじめとした多様な働き方の導入促進が求められてい
ます。

農林水産業における担い手の減少や、資材価格の高騰に伴うコスト高などにより、生産者の不安
定な経営状況が続く中、人材の育成・確保や経営の安定化に向け、充実した研修制度の創設や労
働環境の改善、新規就業者への経済的な支援などが求められています。

建設業、トラック運送業及び内航海運業における「高齢化・若者離れ」による深刻な「担い手不
足」の解消とともに、建設業が、将来にわたり「地域の守り手」として、その使命を果たしてい
くため、ＩＣＴをはじめとする「デジタル技術」の活用による生産性の向上が求められていま
す。

戦戦略略
１１３３ 労労働働力力・・後後継継者者不不足足対対策策のの推推進進

目目指指すすべべきき将将来来のの姿姿

技術革新やビジネスモデルの変化に対応したスキルアップや能力開発を図るリスキリングが充実
し、県民が主体的にキャリアを形成しています。

円滑な労働移動により、企業と個人のマッチ度が高まり、県全体の生産性が向上するとともに、
働きたい人全てが、家庭・地域生活等と職業生活を両立し、時間や場所にとらわれない柔軟な働
き方を実現しています。

少子高齢・人口減少社会が進む中で、建設業や農林水産業などが、働きやすい職場・魅力ある産
業と認知されるとともに、多様な「働き手」の活躍や「デジタル技術」による生産性の向上等が
図られ、「成長する産業」へと発展しています。
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魅魅力力度度ＵＵＰＰ

■

■

■

■

■

22002244 22002266 22002277 22002288

イノベーションを創出する起業家を育成するため、産学官金言の連携による支援体制を構築し、
本県経済を牽引するスタートアップ創出に取り組みます。

徳島大学を中心とした次世代光に関する最先端研究の推進及び産学金官連携による県内企業支援
体制の強化により、研究成果の社会実装と専門人材の育成の加速に取り組みます。

全国屈指の光ブロードバンド環境や本県独自の「オーダーメイド型立地優遇制度」を活かし、情
報通信や半導体・蓄電池等の成長産業の県内拠点の立地を推進します。

立地優遇制度を活かした企業誘致

最先端研究からの社会実装・
人材育成の支援

プラットフォームによる創業支援

イノベーション・エコシステム形成

徳島バッテリーバレイ構想※の推進

具具体体的的なな取取組組

③③　　新新たたなな産産業業ととススタターートトアアッッププのの創創出出

新技術を活用したスタートアップや県内事業者の新ビジネス創出を支援するための事業環境整備
を進め、イノベーション・ エコシステムの形成を図ります。

22002255

蓄電池関連産業は、脱炭素社会において巨大市場形成が見込まれる中、本県は関連製造品出荷額
が全国上位であり、新たな成長産業の柱として「バッテリーバレイ」の構築を目指します。

事業環境整備、研究開発支援、市場開拓支援の実施

産学官金言によるプラットフォームを開催し創業支援

立地優遇制度の充実・情報発信

産学金官連携による研究・応用製品開発・専門人材育成支援の実施

構想の推進戦略に掲げる

「生産性向上/人材育成・確保/新事業展開・誘致促進/情報発信・普及拡大」の展開

構想

策定

■

■

■

■

■

■

■

■

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

15歳以上の人口に占める就業者の割合
労働参加を促し、就業者の割合を引き上げていくこと
が労働力不足対策となることから、この指標を選定

全国平均を目指し、目標値を設定
この目標達成により、働く人を増やすことで労働力を確保し、本県産
業の維持・発展に寄与

KKPPII（（重重要要業業績績評評価価指指標標））

1155歳歳以以上上人人口口にに占占めめるる就就業業者者のの割割合合
（（出出典典：：総総務務省省統統計計局局「「労労働働力力調調査査」」））

2022年実績

▶▶▶

22002288年年目目標標

56.5% 6611..22%%
（（22002233年年全全国国平平均均））

課課題題とと現現状状分分析析

少子高齢化による生産年齢人口の減少が加速する中、労働力不足及び後継者不足への対策が喫緊
の課題となっており、きめ細やかな就労支援や働きやすい職場づくりの取組を促進し、「国内外
から選ばれるとくしま」を実現する必要があります。

若い世代のものづくり離れや熟練技師の高齢化に加え、県立テクノスクールの入校者の減少など
により、若年の技能者不足が進行し、地場産業を支える人材の育成が急務となっています。

コロナ禍においてテレワークの導入が進んだものの、経済活動が正常化するなかで、実施率が減
少していることから、再度、テレワークをはじめとした多様な働き方の導入促進が求められてい
ます。

農林水産業における担い手の減少や、資材価格の高騰に伴うコスト高などにより、生産者の不安
定な経営状況が続く中、人材の育成・確保や経営の安定化に向け、充実した研修制度の創設や労
働環境の改善、新規就業者への経済的な支援などが求められています。

建設業、トラック運送業及び内航海運業における「高齢化・若者離れ」による深刻な「担い手不
足」の解消とともに、建設業が、将来にわたり「地域の守り手」として、その使命を果たしてい
くため、ＩＣＴをはじめとする「デジタル技術」の活用による生産性の向上が求められていま
す。

戦戦略略
１１３３ 労労働働力力・・後後継継者者不不足足対対策策のの推推進進

目目指指すすべべきき将将来来のの姿姿

技術革新やビジネスモデルの変化に対応したスキルアップや能力開発を図るリスキリングが充実
し、県民が主体的にキャリアを形成しています。

円滑な労働移動により、企業と個人のマッチ度が高まり、県全体の生産性が向上するとともに、
働きたい人全てが、家庭・地域生活等と職業生活を両立し、時間や場所にとらわれない柔軟な働
き方を実現しています。

少子高齢・人口減少社会が進む中で、建設業や農林水産業などが、働きやすい職場・魅力ある産
業と認知されるとともに、多様な「働き手」の活躍や「デジタル技術」による生産性の向上等が
図られ、「成長する産業」へと発展しています。

71

第
２
章
　
基
本
計
画
編

魅
力
度
Ｕ
Ｐ



魅魅力力度度ＵＵＰＰ

■

■

■

■

22002244 22002266 22002277 22002288

インターンシップの推進

具具体体的的なな取取組組 22002255

幅広い分野と連携した就労支援

外国人材トータルサポート

施施策策のの方方向向性性とと実実現現にに向向けけたた工工程程表表

①①　　幅幅広広いい人人材材ママッッチチンンググ・・定定着着支支援援とと生生産産性性向向上上・・賃賃上上げげのの推推進進

ＵＩＪターン就労の促進に向け、「地域や企業の魅力発信」や相談体制の充実をはじめ、「切れ
目ないワンストップの就労支援」に取り組みます。

外国人材雇用コーディネート窓口によるトータルサポートを行い、外国人材の就労・定着を支援
します。

若者が県内企業や地域の魅力を体感できる取組を推進するとともに、就職後の定着を促します。

持続的な生産性向上・賃上げに向け、「徳島県版・政労使会議」により、「政・労・使」が一体
となった、継続的な取組を推進します。

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

毎年度の新規就業者数
新規就業者数を確保することで、本県農林水産業の維
持・発展に寄与することから、この指標を選定

計画期間中（５年間）に新規就業者数を270人／年増やすことを目指
し、目標値を設定
この目標達成により、本県農林水産業の維持・発展に寄与

農農林林水水産産業業新新規規就就業業者者数数（（累累計計））
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

2022年度実績

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

214人 11,,335500人人

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

テレワークを導入している従業員数が100人以上の企
業の割合
テレワークなど柔軟な働き方を選択できることによ
り、誰もが働きやすい職場となることから、この指標
を選定

国の目標値（デジタル社会の実現に向けた重点計画（2023）施策
集）を目指し、目標値を設定
この目標達成により、多様な働き方を選択できることで、働き手が定
着し、本県産業の維持・発展に寄与

テテレレワワーーククをを導導入入ししてていいるる企企業業のの割割合合
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

2022年度実績

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

40.7% 5555..22%%

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

県立テクノスクール施設内訓練生の就職率
就職率により産業界への技能者の供給実績が測れるこ
とから、この指標を選定

職業能力開発計画策定時において、直近５カ年の平均就職率88.6％を
参考に、それを上回る就職率を目指し、目標値を設定
この目標達成により、就職率が向上し、産業界への技能者の供給が促
進されることで、本県産業の維持・発展に寄与

テテククノノススククーールル施施設設内内訓訓練練生生のの就就職職率率
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

2022年度実績

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

87% 9900%%

関係機関との連携による支援の実施

窓口設置

相談体制拡充
職場体験・日本語講座の本格実施 支援制度の

見直し

インターンシップイベントの開催

就職後の人事交流推進
ＰＦを活用したブラッシュアップ

とくしまジョブ

ステーション※の

機能強化検討

魅魅力力度度ＵＵＰＰ

■

■

22002244 22002266 22002277 22002288

■
※

■

22002244 22002266 22002277 22002288

■

■

■

■

22002244 22002266 22002277 22002288

人材育成拠点の再構築・運営

人材育成拠点等と連携した
効果的な交付金の活用

農林水産業の「プロフェッショナル人材育成拠点」を再構築し、「ＤＸ・ＧＸ実践研修」の強化
や「国内外研修」の実施、「安全技能」の反復トレーニングなど、時代に適合したカリキュラム
を実施します。

農林水産業の新たな担い手が、安心して研修に取り組める環境を整備するとともに、早期に安定
的な経営を確立するため、就業準備や経営開始を強力に支援する給付金を交付します。

関係団体等と緊密に連携し、森林土木の魅力を伝える動画などを活用しつつ、子どもたちへの体
験学習を行う「土育（つちいく）」を積極的に展開します。

具具体体的的なな取取組組 22002255

ワンストップでの支援

スマートワークの推進

下請次数制限の設定

④④　　農農林林水水産産業業のの担担いい手手育育成成・・確確保保

「就業相談」、「技術支援」、「経営改善」等の各段階に応じた支援による「担い手の育成・確

保」及び労働部局等と連携した外国人材の活用や農福連携
※
などによる「働き手の確保」を「ワ

ンストップ」で支援します。

③③　　多多様様なな働働きき方方のの推推進進とと公公正正なな待待遇遇のの確確保保

スマートワーク
※
の更なる浸透と定着を図るとともに、他県の先進的な事例を調査研究するな

ど、多様な働き方を推進します。

建設産業従事者の処遇を改善するため、公共工事の積算に用いる「設計労務単価」の適切な反映
に加え、「重層的下請構造」の改善に向け、下請次数制限の設定に取り組みます。

具具体体的的なな取取組組 22002255

具具体体的的なな取取組組 22002255

徳島版マイスター制度※の推進

県立テクノスクール
施設内訓練の推進

②②　　職職業業能能力力開開発発のの充充実実強強化化

子どもの頃から「ものづくり産業」に対する職業観の醸成や国際感覚を持った産業人材の育成を
図ります。

県立テクノスクールの訓練体制を強化し、産業界のニーズに応じた人材育成に取り組みます。

周知・経営改善支援・多様な働き手とのマッチング支援等

給付金の活用による安定した就業準備や経営開始の支援

試 行 運 用現状把握・研究

現状把握・研究 スマートワークの導入支援の実施

訓練体制の強化・環境整備 訓練の見直し

徳島版マイスター制度ステップアップ事業の実施

再 構 築 時代を捉えた新たなカリキュラムの導入・拡充
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魅魅力力度度ＵＵＰＰ

■

■

■

■

22002244 22002266 22002277 22002288

インターンシップの推進

具具体体的的なな取取組組 22002255

幅広い分野と連携した就労支援

外国人材トータルサポート

施施策策のの方方向向性性とと実実現現にに向向けけたた工工程程表表

①①　　幅幅広広いい人人材材ママッッチチンンググ・・定定着着支支援援とと生生産産性性向向上上・・賃賃上上げげのの推推進進

ＵＩＪターン就労の促進に向け、「地域や企業の魅力発信」や相談体制の充実をはじめ、「切れ
目ないワンストップの就労支援」に取り組みます。

外国人材雇用コーディネート窓口によるトータルサポートを行い、外国人材の就労・定着を支援
します。

若者が県内企業や地域の魅力を体感できる取組を推進するとともに、就職後の定着を促します。

持続的な生産性向上・賃上げに向け、「徳島県版・政労使会議」により、「政・労・使」が一体
となった、継続的な取組を推進します。

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

毎年度の新規就業者数
新規就業者数を確保することで、本県農林水産業の維
持・発展に寄与することから、この指標を選定

計画期間中（５年間）に新規就業者数を270人／年増やすことを目指
し、目標値を設定
この目標達成により、本県農林水産業の維持・発展に寄与

農農林林水水産産業業新新規規就就業業者者数数（（累累計計））
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

2022年度実績

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

214人 11,,335500人人

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

テレワークを導入している従業員数が100人以上の企
業の割合
テレワークなど柔軟な働き方を選択できることによ
り、誰もが働きやすい職場となることから、この指標
を選定

国の目標値（デジタル社会の実現に向けた重点計画（2023）施策
集）を目指し、目標値を設定
この目標達成により、多様な働き方を選択できることで、働き手が定
着し、本県産業の維持・発展に寄与

テテレレワワーーククをを導導入入ししてていいるる企企業業のの割割合合
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

2022年度実績

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

40.7% 5555..22%%

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

県立テクノスクール施設内訓練生の就職率
就職率により産業界への技能者の供給実績が測れるこ
とから、この指標を選定

職業能力開発計画策定時において、直近５カ年の平均就職率88.6％を
参考に、それを上回る就職率を目指し、目標値を設定
この目標達成により、就職率が向上し、産業界への技能者の供給が促
進されることで、本県産業の維持・発展に寄与

テテククノノススククーールル施施設設内内訓訓練練生生のの就就職職率率
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

2022年度実績

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

87% 9900%%

関係機関との連携による支援の実施

窓口設置

相談体制拡充
職場体験・日本語講座の本格実施 支援制度の

見直し

インターンシップイベントの開催

就職後の人事交流推進
ＰＦを活用したブラッシュアップ

とくしまジョブ

ステーション※の

機能強化検討

魅魅力力度度ＵＵＰＰ

■

■

22002244 22002266 22002277 22002288

■
※

■

22002244 22002266 22002277 22002288

■

■

■

■

22002244 22002266 22002277 22002288

人材育成拠点の再構築・運営

人材育成拠点等と連携した
効果的な交付金の活用

農林水産業の「プロフェッショナル人材育成拠点」を再構築し、「ＤＸ・ＧＸ実践研修」の強化
や「国内外研修」の実施、「安全技能」の反復トレーニングなど、時代に適合したカリキュラム
を実施します。

農林水産業の新たな担い手が、安心して研修に取り組める環境を整備するとともに、早期に安定
的な経営を確立するため、就業準備や経営開始を強力に支援する給付金を交付します。

関係団体等と緊密に連携し、森林土木の魅力を伝える動画などを活用しつつ、子どもたちへの体
験学習を行う「土育（つちいく）」を積極的に展開します。

具具体体的的なな取取組組 22002255

ワンストップでの支援

スマートワークの推進

下請次数制限の設定

④④　　農農林林水水産産業業のの担担いい手手育育成成・・確確保保

「就業相談」、「技術支援」、「経営改善」等の各段階に応じた支援による「担い手の育成・確

保」及び労働部局等と連携した外国人材の活用や農福連携
※
などによる「働き手の確保」を「ワ

ンストップ」で支援します。

③③　　多多様様なな働働きき方方のの推推進進とと公公正正なな待待遇遇のの確確保保

スマートワーク
※
の更なる浸透と定着を図るとともに、他県の先進的な事例を調査研究するな

ど、多様な働き方を推進します。

建設産業従事者の処遇を改善するため、公共工事の積算に用いる「設計労務単価」の適切な反映
に加え、「重層的下請構造」の改善に向け、下請次数制限の設定に取り組みます。

具具体体的的なな取取組組 22002255

具具体体的的なな取取組組 22002255

徳島版マイスター制度※の推進

県立テクノスクール
施設内訓練の推進

②②　　職職業業能能力力開開発発のの充充実実強強化化

子どもの頃から「ものづくり産業」に対する職業観の醸成や国際感覚を持った産業人材の育成を
図ります。

県立テクノスクールの訓練体制を強化し、産業界のニーズに応じた人材育成に取り組みます。

周知・経営改善支援・多様な働き手とのマッチング支援等

給付金の活用による安定した就業準備や経営開始の支援

試 行 運 用現状把握・研究

現状把握・研究 スマートワークの導入支援の実施

訓練体制の強化・環境整備 訓練の見直し

徳島版マイスター制度ステップアップ事業の実施

再 構 築 時代を捉えた新たなカリキュラムの導入・拡充
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魅魅力力度度ＵＵＰＰ

■

■

■

■
※

22002244 22002266 22002277 22002288

人材確保に向けた
イメージアップ等への支援

人材獲得や船員育成の支援

デジタル技術活用の推進

トラック運送業の円滑な輸送を確保するため、人材確保のための広報活動など事業者を支援しま
す。

内航海運業の担い手を確保するため、認知度向上や就業支援・資格取得支援に取り組みます。

建設業の「健全な発展」を図るため、「ｉｰＣｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ
※
」等を積極的に進めると

ともに、「デジタル技術」を活用できる人材育成に取り組みます。

具具体体的的なな取取組組 22002255

教育訓練･戦略的広報の推進

⑤⑤　　建建設設業業・・物物流流業業のの担担いい手手育育成成・・確確保保

建設業の多様な担い手を確保するため、リカレント教育や、若手技術者の資格取得支援、女性活
躍の推進、アクティブシニアの安全衛生講習会等に取り組みます。

関係団体と連携した講習会 講習会の見直し

テレビ・新聞・タウン誌・ホームページへの広報活動等

就職説明会の開催・資格取得支援等

ＩＣＴ対象工種の拡大

研修の実施(ＩＣＴｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ)
研修の見直し 研修（階層別）の実施

魅魅力力度度ＵＵＰＰ

■■

■■

■■

■

■

■

■

■

県人口の社会動態における転入者数から転出者数を差
し引いた数（マイナスの場合は転出超過数を示す）
社会動態の改善（転入者数の増加と転出者数の減少）
は、「地域の活力の創出」に寄与することから、この
指標を選定

戦戦略略
１１４４ 国国内内外外かからら選選ばばれれるる魅魅力力的的なな地地域域づづくくりり

目目指指すすべべきき将将来来のの姿姿

豊かな自然、伝統文化や食などの「本県の魅力」が最大化されつつ、大切に継承されるととも
に、活力ある中心市街地の形成や、デジタル技術が実装されたスマートシティの構築が進むこと
により国内外から注目を集め、「世界から選ばれる徳島」になっています。

徳島と強い絆で結ばれ、シビックプライドを有する「徳島ゆかりの人材」が国内外にあふれると
ともに、地域との関わりを深めることにより、課題解決や魅力向上が実践され、地域の活力を創
出しています。

県内の様々な地域において、最適化された多様な移動手段が連携され、利便性の向上と利用促進
の好循環が生み出す持続可能な公共交通ネットワークが構築されています。

KKPPII（（重重要要業業績績評評価価指指標標））

転転入入超超過過数数
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年目目標標

▲▲550000人人

課課題題とと現現状状分分析析

少子高齢化の進展や若者の流出による、労働力不足や過疎化が進行するなか、中心市街地周辺は
じめ、まちのにぎわいや社会経済活動が低下し、地域を支える様々なサービスの縮小が懸念され
ています。

本県の空き家率は10.3％と全国平均に比べて高く、更なる増加が見込まれる空き家や高架下をは
じめとした社会インフラなど、既存ストックの有効活用が求められています。

バスや鉄道等の地域公共交通は、人口減少に加え、コロナ禍における在宅勤務・ＷＥＢ会議の進
展による利用者の減少、施設の老朽化、運転手不足の深刻化などにより、維持・存続が困難に
なっています。

人口減少が進む中にあって、心豊かな暮らしを送ることができ、持続可能で活力ある地域づくり
に向けて、多様な主体による連携・共創やデジタル技術の社会実装を進めるなど、地域の個性を
活かしながら地域課題の解決と県民サービスの向上に努める必要があります。

徳島が有する「多様な魅力」を国内外へ広く浸透させるため、連携して発信いただける徳島ゆか
りの人材の発掘をはじめ、県人ネットワークの更なる充実・強化、シビックプライドの醸成が求
められます。

2023年実績

▲1,550人

設定の考え方／得られる成果

とくしま人口ビジョン（2020年策定版）で掲げる社会動態における
目標「2030年までに、転入・転出者数の均衡」の実現を目指し、
2023年実績から目標値を設定
この目標達成により、社会動態が改善し、徳島が「持続可能で活力あ
る地域」となることに寄与

指標の説明
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魅魅力力度度ＵＵＰＰ

■

■

■

■
※

22002244 22002266 22002277 22002288

人材確保に向けた
イメージアップ等への支援

人材獲得や船員育成の支援

デジタル技術活用の推進

トラック運送業の円滑な輸送を確保するため、人材確保のための広報活動など事業者を支援しま
す。

内航海運業の担い手を確保するため、認知度向上や就業支援・資格取得支援に取り組みます。

建設業の「健全な発展」を図るため、「ｉｰＣｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ
※
」等を積極的に進めると

ともに、「デジタル技術」を活用できる人材育成に取り組みます。

具具体体的的なな取取組組 22002255

教育訓練･戦略的広報の推進

⑤⑤　　建建設設業業・・物物流流業業のの担担いい手手育育成成・・確確保保

建設業の多様な担い手を確保するため、リカレント教育や、若手技術者の資格取得支援、女性活
躍の推進、アクティブシニアの安全衛生講習会等に取り組みます。

関係団体と連携した講習会 講習会の見直し

テレビ・新聞・タウン誌・ホームページへの広報活動等

就職説明会の開催・資格取得支援等

ＩＣＴ対象工種の拡大

研修の実施(ＩＣＴｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ)
研修の見直し 研修（階層別）の実施

魅魅力力度度ＵＵＰＰ

■■

■■

■■

■

■

■

■

■

県人口の社会動態における転入者数から転出者数を差
し引いた数（マイナスの場合は転出超過数を示す）
社会動態の改善（転入者数の増加と転出者数の減少）
は、「地域の活力の創出」に寄与することから、この
指標を選定

戦戦略略
１１４４ 国国内内外外かからら選選ばばれれるる魅魅力力的的なな地地域域づづくくりり

目目指指すすべべきき将将来来のの姿姿

豊かな自然、伝統文化や食などの「本県の魅力」が最大化されつつ、大切に継承されるととも
に、活力ある中心市街地の形成や、デジタル技術が実装されたスマートシティの構築が進むこと
により国内外から注目を集め、「世界から選ばれる徳島」になっています。

徳島と強い絆で結ばれ、シビックプライドを有する「徳島ゆかりの人材」が国内外にあふれると
ともに、地域との関わりを深めることにより、課題解決や魅力向上が実践され、地域の活力を創
出しています。

県内の様々な地域において、最適化された多様な移動手段が連携され、利便性の向上と利用促進
の好循環が生み出す持続可能な公共交通ネットワークが構築されています。

KKPPII（（重重要要業業績績評評価価指指標標））

転転入入超超過過数数
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年目目標標

▲▲550000人人

課課題題とと現現状状分分析析

少子高齢化の進展や若者の流出による、労働力不足や過疎化が進行するなか、中心市街地周辺は
じめ、まちのにぎわいや社会経済活動が低下し、地域を支える様々なサービスの縮小が懸念され
ています。

本県の空き家率は10.3％と全国平均に比べて高く、更なる増加が見込まれる空き家や高架下をは
じめとした社会インフラなど、既存ストックの有効活用が求められています。

バスや鉄道等の地域公共交通は、人口減少に加え、コロナ禍における在宅勤務・ＷＥＢ会議の進
展による利用者の減少、施設の老朽化、運転手不足の深刻化などにより、維持・存続が困難に
なっています。

人口減少が進む中にあって、心豊かな暮らしを送ることができ、持続可能で活力ある地域づくり
に向けて、多様な主体による連携・共創やデジタル技術の社会実装を進めるなど、地域の個性を
活かしながら地域課題の解決と県民サービスの向上に努める必要があります。

徳島が有する「多様な魅力」を国内外へ広く浸透させるため、連携して発信いただける徳島ゆか
りの人材の発掘をはじめ、県人ネットワークの更なる充実・強化、シビックプライドの醸成が求
められます。

2023年実績

▲1,550人

設定の考え方／得られる成果

とくしま人口ビジョン（2020年策定版）で掲げる社会動態における
目標「2030年までに、転入・転出者数の均衡」の実現を目指し、
2023年実績から目標値を設定
この目標達成により、社会動態が改善し、徳島が「持続可能で活力あ
る地域」となることに寄与

指標の説明
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魅魅力力度度ＵＵＰＰ

指標の説明

徳島県及び県内24市町村合計のふるさと納税受入額
受入額の実績が国内外から注目を集める活力ある地域
づくりや「選ばれる徳島」としての指標となることか
ら、この指標を選定

設定の考え方／得られる成果

個人版では、全国順位について下位からの脱却、企業版では、全国
トップ水準を目指し、目標値を設定
この目標達成により、受入額が増加することで、本県の財源確保が図
られるとともに、返礼品やプロジェクトを通じた本県の魅力浸透によ
り、地域経済の活性化に寄与

地地域域協協働働型型ササテテラライイトトオオフフィィスス等等のの誘誘致致数数（（累累計計））
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

2255件件

2022年度実績

－

448855会会員員

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

2022年に官民連携で立ち上げた「徳島ＳＤＧｓプ
ラットフォーム」の会員数（団体・個人）
県内におけるSDGs達成に向けた取組の広がりを捉え
るため、この指標を選定

計画期間内において、毎年度50会員の増加を目指し、目標値を設定
この目標達成により、プラットフォームを通じてＳＤＧｓの取組を広
く浸透させることで、「サステナブルな徳島」のブランド力の向上に
寄与

幹幹線線系系統統ババススのの利利用用者者数数（（走走行行台台キキロロ当当たたりり））
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

22002288年年度度目目標標

135会員

ふふるるささとと納納税税受受入入額額（（県県・・市市町町村村合合計計））
（（出出典典：：総総務務省省、、内内閣閣府府「「各各自自治治体体ののふふるるささとと納納税税受受入入額額及及びび受受入入件件数数」」））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

個個人人版版　　110000億億円円
企企業業版版　　    5500億億円円

2022年度実績

個人版　28億9,075万円
企業版　13億9,398万円

設定の考え方／得られる成果

2022年度までのサテライトオフィス誘致数やこれまでの取組実績等
を踏まえ、毎年度、年間誘致数の半数を超える企業が取組事例を創出
できることを目指し、目標値を設定
この目標達成により、進出企業・人材の知見や技術を活かしたイノ
ベーションが創出され「持続可能で魅力的なまちづくり、活力ある地
域づくり」に寄与

指標の説明

地元自治体や企業と協働し、地域の課題解決や活性化
に取り組むサテライトオフィス等の数
企業の進出による直接効果だけでなく、協働により、
地域の課題解決等相乗効果が期待できることから、こ
の指標を選定

徳徳島島ＳＳＤＤＧＧｓｓププララッットトフフォォーームム
※※

会会員員数数（（累累計計））
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

2022年度実績

▶▶▶

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

バスの走行台キロ当たりの利用者数
公共交通の最適化や利便性の向上、利用促進による公
共交通の持続可能性を「輸送効率面」から捉えるた
め、この指標を選定

新型コロナ感染症等による利用低迷からの回復を目指し、2019年度
の水準を目標とし、本県の人口減少率９%を乗じて目標値を設定
この目標達成により、「持続可能な公共交通の実現」に寄与

2022年度実績

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

0.34人/km 00..3399人人//kkmm

魅魅力力度度ＵＵＰＰ

■■

■■

■■

■■

■■

22002244 22002266 22002277 22002288

 マイナンバー制度の最大限の活用

サテライトオフィス等の集積加速

魅力的なまちづくりへ向けた
徳島駅北口の設置検討

具具体体的的なな取取組組

サテライトオフィスやスタートアップ人材などの集積を加速させるとともに、地元企業や自治体
との協働を支援することにより、イノベーティブな人材が集積するまちづくりに取り組みます。

組織のあり方や文化・風土等を変革し、地域の魅力を創造するため、県民、事業者、行政等が、

デジタル技術を活用して地域課題の解決に取り組み、地域ＤＸ
※
を推進します。

過疎・中山間地域の持続的発展に向けて、地域の実情に応じた創意工夫を凝らした取組を推進し
ます。

企業や県民の皆様によるにぎわい創出や地域交流の場として、道路の高架下空間の利用を促進す
るとともに、市町村と連携し、空き家となった住宅が早期に活用や流通されるよう相談体制の整
備、需要の掘り起こし、所有者と移住希望者などとのマッチングを促進する取組、活用先導事例
の創出と発信を推進します。

22002255

商店街活性化への支援

施施策策のの方方向向性性とと実実現現にに向向けけたた工工程程表表

徳島市やＪＲ四国等のステークホルダーとの連携による中心市街地の活性化に取り組むなど、持
続可能で魅力的なまちづくりを推進します。

①①　　持持続続可可能能でで魅魅力力的的ななままちちづづくくりり

空き家転用への支援

徳島環状線高架下空間の
有効活用

市町村情報システムの
統一・標準化

空き家に関する相談体制整備や
需要の掘り起こし等の推進

居心地が良く歩きたくなる

ウォーカブル※なまちづくりの推進

北口(鉄道高架)

検討
ステークホルダーと連携し、

検討結果を踏まえたまちづくりの推進

市町村との連携強化による誘致・定着支援の推進

各種イベントやマルシェの開催など、

広場としての利用促進

占用料免除により
利用を促進し、
認知度を向上

市町村システムの移行支援

市町村と連携した補助金支援

専用相談窓口による空き家活用支援

マイナンバー制度を活用した地域ＤＸの推進

市町村システムの運用支援

市町村等が行う商店街活性化の取組への支援

新町橋通り等における空間の創出

市町村と連携した活用先導事例の創出
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魅魅力力度度ＵＵＰＰ

指標の説明

徳島県及び県内24市町村合計のふるさと納税受入額
受入額の実績が国内外から注目を集める活力ある地域
づくりや「選ばれる徳島」としての指標となることか
ら、この指標を選定

設定の考え方／得られる成果

個人版では、全国順位について下位からの脱却、企業版では、全国
トップ水準を目指し、目標値を設定
この目標達成により、受入額が増加することで、本県の財源確保が図
られるとともに、返礼品やプロジェクトを通じた本県の魅力浸透によ
り、地域経済の活性化に寄与

地地域域協協働働型型ササテテラライイトトオオフフィィスス等等のの誘誘致致数数（（累累計計））
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

2255件件

2022年度実績

－

448855会会員員

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

2022年に官民連携で立ち上げた「徳島ＳＤＧｓプ
ラットフォーム」の会員数（団体・個人）
県内におけるSDGs達成に向けた取組の広がりを捉え
るため、この指標を選定

計画期間内において、毎年度50会員の増加を目指し、目標値を設定
この目標達成により、プラットフォームを通じてＳＤＧｓの取組を広
く浸透させることで、「サステナブルな徳島」のブランド力の向上に
寄与

幹幹線線系系統統ババススのの利利用用者者数数（（走走行行台台キキロロ当当たたりり））
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

22002288年年度度目目標標

135会員

ふふるるささとと納納税税受受入入額額（（県県・・市市町町村村合合計計））
（（出出典典：：総総務務省省、、内内閣閣府府「「各各自自治治体体ののふふるるささとと納納税税受受入入額額及及びび受受入入件件数数」」））

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

個個人人版版　　110000億億円円
企企業業版版　　    5500億億円円

2022年度実績

個人版　28億9,075万円
企業版　13億9,398万円

設定の考え方／得られる成果

2022年度までのサテライトオフィス誘致数やこれまでの取組実績等
を踏まえ、毎年度、年間誘致数の半数を超える企業が取組事例を創出
できることを目指し、目標値を設定
この目標達成により、進出企業・人材の知見や技術を活かしたイノ
ベーションが創出され「持続可能で魅力的なまちづくり、活力ある地
域づくり」に寄与

指標の説明

地元自治体や企業と協働し、地域の課題解決や活性化
に取り組むサテライトオフィス等の数
企業の進出による直接効果だけでなく、協働により、
地域の課題解決等相乗効果が期待できることから、こ
の指標を選定

徳徳島島ＳＳＤＤＧＧｓｓププララッットトフフォォーームム
※※

会会員員数数（（累累計計））
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

2022年度実績

▶▶▶

指標の説明 設定の考え方／得られる成果

バスの走行台キロ当たりの利用者数
公共交通の最適化や利便性の向上、利用促進による公
共交通の持続可能性を「輸送効率面」から捉えるた
め、この指標を選定

新型コロナ感染症等による利用低迷からの回復を目指し、2019年度
の水準を目標とし、本県の人口減少率９%を乗じて目標値を設定
この目標達成により、「持続可能な公共交通の実現」に寄与

2022年度実績

▶▶▶

22002288年年度度目目標標

0.34人/km 00..3399人人//kkmm

魅魅力力度度ＵＵＰＰ

■■

■■

■■

■■

■■

22002244 22002266 22002277 22002288

 マイナンバー制度の最大限の活用

サテライトオフィス等の集積加速

魅力的なまちづくりへ向けた
徳島駅北口の設置検討

具具体体的的なな取取組組

サテライトオフィスやスタートアップ人材などの集積を加速させるとともに、地元企業や自治体
との協働を支援することにより、イノベーティブな人材が集積するまちづくりに取り組みます。

組織のあり方や文化・風土等を変革し、地域の魅力を創造するため、県民、事業者、行政等が、

デジタル技術を活用して地域課題の解決に取り組み、地域ＤＸ
※
を推進します。

過疎・中山間地域の持続的発展に向けて、地域の実情に応じた創意工夫を凝らした取組を推進し
ます。

企業や県民の皆様によるにぎわい創出や地域交流の場として、道路の高架下空間の利用を促進す
るとともに、市町村と連携し、空き家となった住宅が早期に活用や流通されるよう相談体制の整
備、需要の掘り起こし、所有者と移住希望者などとのマッチングを促進する取組、活用先導事例
の創出と発信を推進します。

22002255

商店街活性化への支援

施施策策のの方方向向性性とと実実現現にに向向けけたた工工程程表表

徳島市やＪＲ四国等のステークホルダーとの連携による中心市街地の活性化に取り組むなど、持
続可能で魅力的なまちづくりを推進します。

①①　　持持続続可可能能でで魅魅力力的的ななままちちづづくくりり

空き家転用への支援

徳島環状線高架下空間の
有効活用

市町村情報システムの
統一・標準化

空き家に関する相談体制整備や
需要の掘り起こし等の推進

居心地が良く歩きたくなる

ウォーカブル※なまちづくりの推進

北口(鉄道高架)

検討
ステークホルダーと連携し、

検討結果を踏まえたまちづくりの推進

市町村との連携強化による誘致・定着支援の推進

各種イベントやマルシェの開催など、

広場としての利用促進

占用料免除により
利用を促進し、
認知度を向上

市町村システムの移行支援

市町村と連携した補助金支援

専用相談窓口による空き家活用支援

マイナンバー制度を活用した地域ＤＸの推進

市町村システムの運用支援

市町村等が行う商店街活性化の取組への支援

新町橋通り等における空間の創出

市町村と連携した活用先導事例の創出
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■

■

■
※

■

22002244 22002266 22002277 22002288

■

■

■

■

22002244 22002266 22002277 22002288

地域の様々な業種の「人手不足の解消」や地域活動の「担い手確保」につながることが期待され
る「特定地域づくり事業協同組合」の設立・運営支援を推進します。

社会貢献活動を行っている団体やＮＰＯ等の総合的支援拠点である「とくしま県民活動プラザ」

において、クラウドファンディング
※
をはじめとする資金確保や「ゆめバンクとくしま

※
」のＰＲ

などを通して、寄附文化の更なる醸成を図るとともにＮＰＯ法人等の自立を促進します。

「移住」と「しごと」の両輪で、「関心の深化」から「移住の実現」まで、切れ目のない移住支
援策を推進します。

22002255

若者の定住やＵターンを促進するため、「ふるさと回帰」の機運を醸成するとともに、定住・定
着に向けた支援の充実に取り組みます。

デジタルノマド
※
の増加を見据え、徳島が誇る地域資源と組み合わせたワーケーション

※
「アワー

ケーション」の更なるブランド化を図ります。

ＮＰＯとの連携・協働

特定地域づくり事業協同組合
設立・運営の支援

「徳島ＳＤＧｓプラットフォーム」
を核とした普及啓発

具具体体的的なな取取組組

具具体体的的なな取取組組

②②　　移移住住・・二二地地域域居居住住のの促促進進

官民連携組織「徳島ＳＤＧｓプラットフォーム」をはじめ、あらゆる媒体を活用した、効果的な
情報発信により、県民や事業者等の皆様とＳＤＧｓの理念を共有し、それぞれの「主体的な取組
の輪」を広げます。

22002255

西部２市２町や地域の関係団体と連携し、にし阿波の魅力的な移住環境を広く発信するととも
に、地元企業や誘致企業の人材確保に向けた交流の機会を創出します。

にし阿波の人材確保に向けた
交流機会の創出

③③　　県県民民主主役役のの協協働働・・共共創創にによよるる地地域域づづくくりり

アワーケーションの誘致促進

奨学金返還支援制度を活用した
県内就職促進

若者の定住・Ｕターン促進

移住支援策の推進

子どもたちをはじめ県民の皆様が、大阪・関西万博を通じて世界の文化や最新技術に触れ、徳島
の魅力を体感することを通じて、シビックプライドの醸成とともに、地域の未来を担う人材づく
りにつなげます。

大阪・関西万博への県民参画

県民・県内事業者等への普及啓発 県民・県内事業者等と連携した普及啓発

ＮＰＯ等社会貢献活動団体の持続的活動支援

組合設立・運営に係る支援の継続、情報発信の強化

支援制度の周知・奨学金返還支援の実施

情報発信の強化・移住相談の充実

県内連携体制の強化・国内外の誘致促進

情報発信の強化・労働施策と連携促進

地元企業と連携した交流会を実施

機運醸成･事前

学習への参加

万博本番

での体験
万博を体験した人材による地域づくり

■

■

■

■

■

22002244 22002266 22002277 22002288

■
※

■

22002244 22002266 22002277 22002288

観光・産業・文化など、本県の潜在的な魅力を引き出し、競争力を高めるため、国内外の「徳島
とつながりたい人材」のネットワークを構築し、「徳島」とつなぐハブ機能を強化します。

大阪・関西万博開催を好機と捉え、インバウンド需要を逃すことなく取り込むため、外国人に人

気のある「ＤＭＶ
※
」と連携するなど、地域公共交通の利用促進に取り組みます。

個人版ふるさと納税の取組拡大

関係者の役割分担と連携により、モーダルミックス
※
やＭａａＳ

※
構築、県内各駅へのアクセス向

上等、公共交通の最適化や利便性向上、利用促進を図り、地域公共交通の維持・存続に取り組み
ます。

22002255

公共交通の利用促進に向けた
新たな需要の創出

県人会等のネットワーク化

「徳島ファン」の創出・拡大

具具体体的的なな取取組組

④④　　国国内内外外かからら徳徳島島ととつつななががるる絆絆づづくくりり

徳島の魅力発信の担い手として連携を深めるため、国内外で活躍する県人の掘り起こしや、海外
も含めた県人会や学生のネットワーク化に取り組みます。

ふるさと納税における魅力的な県産品や体験型返礼品を通じた本県への応援や誘客の拡大に向
け、民間ノウハウ導入や市町村との連携強化による返礼品の掘り起こし・開発及び発信を図りま
す。

企業から寄附を呼び込む「魅力的なプロジェクト」の組成・発信から成果公表まで、一気通貫で
展開し、全国から「選ばれる徳島」を目指します。

公共交通ネットワークの
充実

具具体体的的なな取取組組

⑤⑤　　スストトレレススフフリリーーなな公公共共交交通通

企業版ふるさと納税の取組拡大

徳島への関心を深め、徳島との継続的な関わりを構築できる地域力を高めることで、「徳島ファ
ン」である関係人口の創出・拡大を図ります。

22002255

利用啓発イベントの開催、ＤＭＶの活用

バス路線の再編、新たな運行形態の導入、交通結節点の環境整備

庁内戦略チームによる返礼品開発／市町村との連携強化

プロジェクトの

組成・発信

掘り起こし・連携

プロジェクトの成果公表／ブラッシュアップ・発信

地域力の向上支援
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■

■

■
※

■

22002244 22002266 22002277 22002288

■

■

■

■

22002244 22002266 22002277 22002288

地域の様々な業種の「人手不足の解消」や地域活動の「担い手確保」につながることが期待され
る「特定地域づくり事業協同組合」の設立・運営支援を推進します。

社会貢献活動を行っている団体やＮＰＯ等の総合的支援拠点である「とくしま県民活動プラザ」

において、クラウドファンディング
※
をはじめとする資金確保や「ゆめバンクとくしま

※
」のＰＲ

などを通して、寄附文化の更なる醸成を図るとともにＮＰＯ法人等の自立を促進します。

「移住」と「しごと」の両輪で、「関心の深化」から「移住の実現」まで、切れ目のない移住支
援策を推進します。

22002255

若者の定住やＵターンを促進するため、「ふるさと回帰」の機運を醸成するとともに、定住・定
着に向けた支援の充実に取り組みます。

デジタルノマド
※
の増加を見据え、徳島が誇る地域資源と組み合わせたワーケーション

※
「アワー

ケーション」の更なるブランド化を図ります。

ＮＰＯとの連携・協働

特定地域づくり事業協同組合
設立・運営の支援

「徳島ＳＤＧｓプラットフォーム」
を核とした普及啓発

具具体体的的なな取取組組

具具体体的的なな取取組組

②②　　移移住住・・二二地地域域居居住住のの促促進進

官民連携組織「徳島ＳＤＧｓプラットフォーム」をはじめ、あらゆる媒体を活用した、効果的な
情報発信により、県民や事業者等の皆様とＳＤＧｓの理念を共有し、それぞれの「主体的な取組
の輪」を広げます。

22002255

西部２市２町や地域の関係団体と連携し、にし阿波の魅力的な移住環境を広く発信するととも
に、地元企業や誘致企業の人材確保に向けた交流の機会を創出します。

にし阿波の人材確保に向けた
交流機会の創出

③③　　県県民民主主役役のの協協働働・・共共創創にによよるる地地域域づづくくりり

アワーケーションの誘致促進

奨学金返還支援制度を活用した
県内就職促進

若者の定住・Ｕターン促進

移住支援策の推進

子どもたちをはじめ県民の皆様が、大阪・関西万博を通じて世界の文化や最新技術に触れ、徳島
の魅力を体感することを通じて、シビックプライドの醸成とともに、地域の未来を担う人材づく
りにつなげます。

大阪・関西万博への県民参画

県民・県内事業者等への普及啓発 県民・県内事業者等と連携した普及啓発

ＮＰＯ等社会貢献活動団体の持続的活動支援

組合設立・運営に係る支援の継続、情報発信の強化

支援制度の周知・奨学金返還支援の実施

情報発信の強化・移住相談の充実

県内連携体制の強化・国内外の誘致促進

情報発信の強化・労働施策と連携促進

地元企業と連携した交流会を実施

機運醸成･事前

学習への参加

万博本番

での体験
万博を体験した人材による地域づくり

■

■

■

■

■

22002244 22002266 22002277 22002288

■
※

■

22002244 22002266 22002277 22002288

観光・産業・文化など、本県の潜在的な魅力を引き出し、競争力を高めるため、国内外の「徳島
とつながりたい人材」のネットワークを構築し、「徳島」とつなぐハブ機能を強化します。

大阪・関西万博開催を好機と捉え、インバウンド需要を逃すことなく取り込むため、外国人に人

気のある「ＤＭＶ
※
」と連携するなど、地域公共交通の利用促進に取り組みます。

個人版ふるさと納税の取組拡大

関係者の役割分担と連携により、モーダルミックス
※
やＭａａＳ

※
構築、県内各駅へのアクセス向

上等、公共交通の最適化や利便性向上、利用促進を図り、地域公共交通の維持・存続に取り組み
ます。

22002255

公共交通の利用促進に向けた
新たな需要の創出

県人会等のネットワーク化

「徳島ファン」の創出・拡大

具具体体的的なな取取組組

④④　　国国内内外外かからら徳徳島島ととつつななががるる絆絆づづくくりり

徳島の魅力発信の担い手として連携を深めるため、国内外で活躍する県人の掘り起こしや、海外
も含めた県人会や学生のネットワーク化に取り組みます。

ふるさと納税における魅力的な県産品や体験型返礼品を通じた本県への応援や誘客の拡大に向
け、民間ノウハウ導入や市町村との連携強化による返礼品の掘り起こし・開発及び発信を図りま
す。

企業から寄附を呼び込む「魅力的なプロジェクト」の組成・発信から成果公表まで、一気通貫で
展開し、全国から「選ばれる徳島」を目指します。

公共交通ネットワークの
充実

具具体体的的なな取取組組

⑤⑤　　スストトレレススフフリリーーなな公公共共交交通通

企業版ふるさと納税の取組拡大

徳島への関心を深め、徳島との継続的な関わりを構築できる地域力を高めることで、「徳島ファ
ン」である関係人口の創出・拡大を図ります。

22002255

利用啓発イベントの開催、ＤＭＶの活用

バス路線の再編、新たな運行形態の導入、交通結節点の環境整備

庁内戦略チームによる返礼品開発／市町村との連携強化

プロジェクトの

組成・発信

掘り起こし・連携

プロジェクトの成果公表／ブラッシュアップ・発信

地域力の向上支援
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透透明明度度ＵＵＰＰ

■

■

■

■

県民一人当たり１登録以上を目指し、目標値を設定
この目標達成により、県民をはじめ、多くの皆様へ県政情報をくまな
く配信することができ、透明度UPに寄与

県民の知る権利を尊重した公開度100％を目指し、目標値を設定
この目標達成により、非公開決定がなくなり、県政情報の透明度ＵＰ
に寄与

設定の考え方／得られる成果

7700万万件件

22002288年年度度目目標標

「「徳徳島島県県ＳＳＮＮＳＳ」」利利用用登登録録数数（（累累計計））
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

県が管理する全てのＳＮＳの利用登録数の合計
県政情報を伝達する主要ツールであることから、この
指標を選定

指標の説明

2022年度実績

477,554件

公文書公開請求に係る決定の公開度（（全部公開+部
分公開）/（全部公開+部分公開+非公開））
「知る権利」の尊重を明確に示すものとして、この指
標を選定

開開かかれれたた県県政政運運営営のの推推進進
戦戦略略
１１５５

目目指指すすべべきき将将来来のの姿姿

KKPPII（（重重要要業業績績評評価価指指標標））

公公文文書書公公開開請請求求にに係係るる公公開開率率
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

県政に関する県民の知る権利が尊重された情報公開の総合的な推進及び適正な公文書管理によ
り、県民参加による公正で開かれた、県民が主役となる県政が実現しています。

県民をはじめ、国内外の方との双方向コミュニケーションが活発に行われ、即時性に富んだ魅力
的な情報発信により、本県の注目度の向上や交流人口の拡大が図られています。

課課題題とと現現状状分分析析

県民の声を県政へと一層反映させるため、政策形成過程への県民参画の推進や、県民ニーズの高
い情報の提供が求められています。

国内外からの本県の注目度・認知度の向上を図るため、時代のニーズに即応した発信手法・内容
を取り入れ、戦略的に情報発信することが求められています。

▶▶▶

2022年度実績 22002288年年度度目目標標

110000%%

設定の考え方／得られる成果指標の説明

97.96%
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透透明明度度ＵＵＰＰ

■

■

■

■

県民一人当たり１登録以上を目指し、目標値を設定
この目標達成により、県民をはじめ、多くの皆様へ県政情報をくまな
く配信することができ、透明度UPに寄与

県民の知る権利を尊重した公開度100％を目指し、目標値を設定
この目標達成により、非公開決定がなくなり、県政情報の透明度ＵＰ
に寄与

設定の考え方／得られる成果

7700万万件件

22002288年年度度目目標標

「「徳徳島島県県ＳＳＮＮＳＳ」」利利用用登登録録数数（（累累計計））
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

▶▶▶

県が管理する全てのＳＮＳの利用登録数の合計
県政情報を伝達する主要ツールであることから、この
指標を選定

指標の説明

2022年度実績

477,554件

公文書公開請求に係る決定の公開度（（全部公開+部
分公開）/（全部公開+部分公開+非公開））
「知る権利」の尊重を明確に示すものとして、この指
標を選定

開開かかれれたた県県政政運運営営のの推推進進
戦戦略略
１１５５

目目指指すすべべきき将将来来のの姿姿

KKPPII（（重重要要業業績績評評価価指指標標））

公公文文書書公公開開請請求求にに係係るる公公開開率率
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

県政に関する県民の知る権利が尊重された情報公開の総合的な推進及び適正な公文書管理によ
り、県民参加による公正で開かれた、県民が主役となる県政が実現しています。

県民をはじめ、国内外の方との双方向コミュニケーションが活発に行われ、即時性に富んだ魅力
的な情報発信により、本県の注目度の向上や交流人口の拡大が図られています。

課課題題とと現現状状分分析析

県民の声を県政へと一層反映させるため、政策形成過程への県民参画の推進や、県民ニーズの高
い情報の提供が求められています。

国内外からの本県の注目度・認知度の向上を図るため、時代のニーズに即応した発信手法・内容
を取り入れ、戦略的に情報発信することが求められています。

▶▶▶

2022年度実績 22002288年年度度目目標標

110000%%

設定の考え方／得られる成果指標の説明

97.96%
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透透明明度度ＵＵＰＰ

■

■

■

■■

■■

業務の効率化や場所に制限されない執務環境の整備など行政ＤＸの推進により、県民と対話する
時間の確保や現場でしか分からない課題の発見、職員間のフラットな意見交換が可能となり、県
民のニーズと現場の実情を的確に施策に反映した行政運営が行われています。

▶▶▶

▶▶▶

2022年度実績の半分まで削減することを目指し、目標値を設定

この目標達成により、職員のウェルビーイング
※
が向上するとともに、

若い人が働きたい・ずっと居りたい魅力ある徳島県庁を実現

知事部局の一人あたり月平均超過勤務時間数
超過勤務時間数の削減が、職員のワーク・ライフ・バ
ランスの実現や魅力ある職場環境づくり、ひいては県
民サービスの向上につながることから、この指標を選
定

設定の考え方／得られる成果

他県の状況や今後の電子化対応予定状況を踏まえ、電子申請可能な手
続を倍増させることを目指し、目標値を設定
この目標達成により、事務の簡素化や効率化を図ることができ、場所
に制限されない業務を実現

超超過過勤勤務務時時間間数数
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

2022年度実績 22002288年年度度目目標標

5500..00%%

戦戦略略
１１６６ 時時代代ののニニーーズズにに対対応応すするる県県政政運運営営体体制制

目目指指すすべべきき将将来来のの姿姿

行政ＤＸが実現し、行政事務手続の簡素化や審査の迅速化・効率化が図られ、県民目線でより質
の高い行政サービスが提供されています。

戦略的な定数管理・組織人員体制の最適化により、組織執行力の維持・向上が図られているとと
もに、職員一人ひとりがいきいきと働ける魅力ある職場環境が形成されています。

課課題題とと現現状状分分析析

行政を取り巻く環境の変化や多様化する住民ニーズに対し、より効率的で迅速な質の高い行政
サービスの提供が求められています。

時代のニーズに対応した多様な政策を実現する県政運営体制確立のため､将来を見据えた職員の定
数管理や年齢構成の適正化､更には行政ＤＸや風通しの良い風土づくりによる県庁組織の活性化が
求められています。

KKPPII（（重重要要業業績績評評価価指指標標））

行行政政手手続続のの電電子子化化率率
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

22002288年年度度目目標標

23.2時間/月 1111..66時時間間//月月

設定の考え方／得られる成果

2022年度実績

28.3%

指標の説明

行政手続のうち、電子申請可能な手続数の割合
電子申請可能な手続数を増やすことが、申請者の利便
性向上や職員業務の場所に制限されない執務環境の整
備に寄与することから、この指標を選定

指標の説明
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透透明明度度ＵＵＰＰ

■

■

■

■■

■■

業務の効率化や場所に制限されない執務環境の整備など行政ＤＸの推進により、県民と対話する
時間の確保や現場でしか分からない課題の発見、職員間のフラットな意見交換が可能となり、県
民のニーズと現場の実情を的確に施策に反映した行政運営が行われています。

▶▶▶

▶▶▶

2022年度実績の半分まで削減することを目指し、目標値を設定

この目標達成により、職員のウェルビーイング
※
が向上するとともに、

若い人が働きたい・ずっと居りたい魅力ある徳島県庁を実現

知事部局の一人あたり月平均超過勤務時間数
超過勤務時間数の削減が、職員のワーク・ライフ・バ
ランスの実現や魅力ある職場環境づくり、ひいては県
民サービスの向上につながることから、この指標を選
定

設定の考え方／得られる成果

他県の状況や今後の電子化対応予定状況を踏まえ、電子申請可能な手
続を倍増させることを目指し、目標値を設定
この目標達成により、事務の簡素化や効率化を図ることができ、場所
に制限されない業務を実現

超超過過勤勤務務時時間間数数
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

2022年度実績 22002288年年度度目目標標

5500..00%%

戦戦略略
１１６６ 時時代代ののニニーーズズにに対対応応すするる県県政政運運営営体体制制

目目指指すすべべきき将将来来のの姿姿

行政ＤＸが実現し、行政事務手続の簡素化や審査の迅速化・効率化が図られ、県民目線でより質
の高い行政サービスが提供されています。

戦略的な定数管理・組織人員体制の最適化により、組織執行力の維持・向上が図られているとと
もに、職員一人ひとりがいきいきと働ける魅力ある職場環境が形成されています。

課課題題とと現現状状分分析析

行政を取り巻く環境の変化や多様化する住民ニーズに対し、より効率的で迅速な質の高い行政
サービスの提供が求められています。

時代のニーズに対応した多様な政策を実現する県政運営体制確立のため､将来を見据えた職員の定
数管理や年齢構成の適正化､更には行政ＤＸや風通しの良い風土づくりによる県庁組織の活性化が
求められています。

KKPPII（（重重要要業業績績評評価価指指標標））

行行政政手手続続のの電電子子化化率率
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

22002288年年度度目目標標

23.2時間/月 1111..66時時間間//月月

設定の考え方／得られる成果

2022年度実績

28.3%

指標の説明

行政手続のうち、電子申請可能な手続数の割合
電子申請可能な手続数を増やすことが、申請者の利便
性向上や職員業務の場所に制限されない執務環境の整
備に寄与することから、この指標を選定

指標の説明
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透透明明度度ＵＵＰＰ

■

■

■

22002244 22002266 22002277 22002288

中長期的視点での継続的な職員採用による戦略的な定数管理を行うとともに、前例にとらわれな
い多様な人材確保を行います。

22002255

②②　　ババラランンススのの取取れれたた体体制制づづくくりりとと魅魅力力ああるる職職場場環環境境づづくくりり

具具体体的的なな取取組組

組織人員体制の最適化
及び職員・組織の多様性の向上

魅力ある職場環境づくり

長時間労働の是正

「県民目線で一人ひとりに寄り添い、ひたむきに頑張る職員」や「未来目線で新次元に挑戦する
職員」をしっかりと評価し、業績や成果に基づく人材育成を行います。

長時間労働を是正し、職員のウェルビーイングの向上と魅力ある職場環境づくりに取り組みま
す。

試験内容の見直し・新たな採用枠の創設

職員表彰制度の見直し・より多様で柔軟な働き方の検討・リスキリング機会の拡充

徹底した業務の見直し・職員の意識改革・ＤＸの推進による業務効率化
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■

■

■

22002244 22002266 22002277 22002288

■

■

22002244 22002266 22002277 22002288

設定の考え方／得られる成果

22002255

基金を活用した債券運用の拡大

指標の説明

県のいわゆる借金にあたる、臨時財政対策債と国の防
災・減災対策に係るものを除く抑制対象の県債残高
財政の健全性を測ることができるため、この指標を選
定

公共施設等について長寿命化計画に基づく維持管理を実施するとともに、未利用財産の処分や貸
付を推進するなど利活用を推進します。

②②　　財財政政調調整整的的基基金金のの適適正正管管理理とと債債券券運運用用のの拡拡大大

金利上昇を見据えた基金の「確実かつ効率的な運用」を図るため、基金を活用した債券運用を拡
大します。

具具体体的的なな取取組組

財政調整的基金残高
（満期一括償還分除く）

一般会計プライマリーバランス

施施策策のの方方向向性性とと実実現現にに向向けけたた工工程程表表

22002255

「新時代の政策実行」と「未来に引き継げる徳島の実現」を図るため、「プライマリーバラン
ス」黒字の堅持により、「持続可能な財政運営」を推進します。

①①　　持持続続可可能能なな財財政政運運営営とと新新時時代代のの予予算算編編成成のの推推進進

具具体体的的なな取取組組

外部資金獲得など、新たな歳入確保に努めるとともに、予算編成に当たっては、前例踏襲にとら
われない事業の見直しとスクラップ・アンド・ビルドの徹底を図ります。

前例踏襲にとらわれない
事業見直しの徹底

今後の計画的な未来への投資の推進と財政の健全性確保の両立を目指
し、目標値を設定
この目標達成により、ストック面からの持続可能な財政運営を実現

▶▶▶

2022年度実績

4,458億円

一一般般会会計計県県債債残残高高（（抑抑制制対対象象分分））
（（出出典典：：徳徳島島県県調調べべ））

22002288年年度度目目標標

44,,660000億億円円未未満満

県有施設の総合的利活用
及び長寿命化の推進

将来に向けて、財政の健全性を確保できるよう、「財政調整的基金残高」（満期一括償還分除
く）を適正に管理します。

黒字を堅持

事業見直しの徹底

既存ストックの有効活用及び施設の計画的な長寿命化

250億円以上を確保

運用拡大
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徳徳島島新新未未来来創創生生にに向向けけたた教教育育再再生生

（出典）文部科学省「全国学力・学習状況調査」

１１　　徳徳島島県県のの現現状状とと課課題題（（デデーータタでで見見るる徳徳島島））
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63 63
64

66

68
63.8

64.7
65.6

67.2
67.7

50

55

60

65

70

75

2019 2020 2021 2022 2023 2024

徳島県

全国

65

70

62 62

65

66.6

70.2

63.2
62.5

63.4

55

60

65

70

75

80

2019 2020 2021 2022 2023 2024

徳島県

全国

59

58

55

51

54

59.8

57.2

51.4
51

52.5

40

45

50

55

60

65

70

2019 2020 2021 2022 2023 2024

徳島県

全国

70

65

71

68

57

72.8

64.6

69

69.8

58.1

50

55

60

65

70

75

80

2019 2020 2021 2022 2023 2024

徳島県

全国

（％）

（％）

全全国国学学力力・・学学習習状状況況調調査査（（小小学学校校））

国語平均正答率 算数平均正答率

＊2020はコロナの関係で

国の調査なし

＊2020はコロナの関係で

国の調査なし
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（出典）スポーツ庁「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」

（出典）徳島県資料
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一一人人ひひととりりがが自自分分ららししくく輝輝けけるる社社会会づづくくりり
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切切れれ目目ののなないい子子育育てて支支援援ををははじじめめととししたた「「ここどどももままんんななかか社社会会」」のの実実現現

（出典）厚生労働省「人口動態調査」

（出典）総務省「国勢調査」
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ググリリーーンン社社会会のの構構築築

（出典）徳島県「温室効果ガス排出状況」

（出典）農林水産省「2020年農林業センサス」
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健健康康づづくくりりのの推推進進とと医医療療・・介介護護・・福福祉祉のの充充実実

（出典）厚生労働省「国民生活基礎調査」

（出典）厚生労働省「人口動態調査」
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健健康康寿寿命命のの推推移移
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健康寿命 順位 延伸年数 健康寿命 順位 延伸年数
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2013 69.85 47位 0.05↓ 71.19 - 0.77↑

2016 71.34 44位 1.49↑ 72.14 - 0.95↑

2019 72.13 39位 0.79↑ 72.68 - 0.54↑

2022 72.03 38位 0.10↓ 72.57 - 0.11↓
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2022 74.83 41位 0.20↓ 75.45 - 0.07↑
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健健康康づづくくりりのの推推進進とと医医療療・・介介護護・・福福祉祉のの充充実実
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（出典）徳島県資料

（出典）徳島県「介護保険事業状況報告」
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障障ががいい者者手手帳帳所所持持者者のの推推移移

要要介介護護（（要要支支援援））認認定定者者数数のの推推移移

危危機機管管理理体体制制のの充充実実とと県県土土強強靱靱化化（（レレジジリリエエンンスス））のの推推進進

（出典）総務省消防庁「消防白書」
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自自主主防防災災組組織織率率のの推推移移（（４４月月１１日日現現在在））
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県県民民生生活活のの安安全全・・安安心心確確保保

（出典）徳島県警察本部「犯罪統計」

（出典）徳島県警察本部「交通事故統計」
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刑刑法法犯犯認認知知及及びび検検挙挙件件数数・・検検挙挙率率のの推推移移
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県県民民生生活活のの安安全全・・安安心心確確保保
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県県民民生生活活のの安安全全・・安安心心確確保保
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観観光光立立県県のの推推進進～～徳徳島島観観光光復復活活ビビッッググババンン～～

（出典）観光庁「旅行・観光消費動向調査」

（出典）観光庁「共通基準による観光入込客統計」
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観観光光立立県県のの推推進進～～徳徳島島観観光光復復活活ビビッッググババンン～～

（出典）観光庁「旅行・観光消費動向調査」

（出典）観光庁「共通基準による観光入込客統計」
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ススポポーーツツ立立県県のの推推進進

（出典）「東京オリンピック・パラリンピックに関する世論調査に基づく文科省推計」、
　　　　「スポーツの実施状況等に関する世論調査」、徳島県資料

攻攻めめのの農農林林水水産産業業

（出典）農林水産省「生産農業所得統計」

（出典）農林水産省「林業産出額」
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農農業業産産出出額額のの推推移移

（出典）農林水産省「漁業産出額」
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漁漁業業産産出出額額のの推推移移

主主なな農農林林水水産産物物のの出出荷荷量量

項目 年次 単位 徳島県 全国
全国シェア

（％）
順位

水稲 2023 トン 45,700 7,165,000 0.6% 40

春夏にんじん 2022 トン 44,300 143,300 30.9% 1

れんこん 2022 トン 4,050 47,300 8.6% 3

かんしょ 2023 トン 27,100 715,800 3.8% 5

カリフラワー 2022 トン 1,760 19,200 9.2% 6

ブロッコリー 2022 トン 10,900 157,100 6.9% 6

なす 2022 トン 5,680 236,900 2.4% 11

すだち 2021 トン 3,814 3,853 99.0% 1

ゆず 2021 トン 2,339 21,498 10.9% 3

生しいたけ 2023 トン 7,200 63,373 11.4% 1

ブロイラー 2023 千羽 15,380 731,929 2.1% 11

わかめ類（養殖） 2022 トン 3,565 46,929 7.6% 3

（出典）農林水産省「野菜生産出荷統計」、「作物統計調査」、「特産果樹生産出荷実績調査」、

「特用林産物生産統計調査」、「畜産統計調査」、「海面漁業生産統計調査」

ブロイラーについては、2023年２月２日から2024年２月１日までの出荷羽数。

水稲、かんしょ、わかめ類（養殖）は、収穫量。生しいたけは、生産量。

ススポポーーツツ立立県県のの推推進進

（出典）「東京オリンピック・パラリンピックに関する世論調査に基づく文科省推計」、
　　　　「スポーツの実施状況等に関する世論調査」、徳島県資料

攻攻めめのの農農林林水水産産業業

（出典）農林水産省「生産農業所得統計」
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主主なな農農林林水水産産物物のの出出荷荷量量

項目 年次 単位 徳島県 全国
全国シェア

（％）
順位

水稲 2023 トン 45,700 7,165,000 0.6% 40

春夏にんじん 2022 トン 44,300 143,300 30.9% 1

れんこん 2022 トン 4,050 47,300 8.6% 3

かんしょ 2023 トン 27,100 715,800 3.8% 5

カリフラワー 2022 トン 1,760 19,200 9.2% 6

ブロッコリー 2022 トン 10,900 157,100 6.9% 6

なす 2022 トン 5,680 236,900 2.4% 11

すだち 2021 トン 3,814 3,853 99.0% 1

ゆず 2021 トン 2,339 21,498 10.9% 3

生しいたけ 2023 トン 7,200 63,373 11.4% 1

ブロイラー 2023 千羽 15,380 731,929 2.1% 11

わかめ類（養殖） 2022 トン 3,565 46,929 7.6% 3

（出典）農林水産省「野菜生産出荷統計」、「作物統計調査」、「特産果樹生産出荷実績調査」、

「特用林産物生産統計調査」、「畜産統計調査」、「海面漁業生産統計調査」

ブロイラーについては、2023年２月２日から2024年２月１日までの出荷羽数。

水稲、かんしょ、わかめ類（養殖）は、収穫量。生しいたけは、生産量。

104



ススポポーーツツ立立県県のの推推進進

（出典）「東京オリンピック・パラリンピックに関する世論調査に基づく文科省推計」、
　　　　「スポーツの実施状況等に関する世論調査」、徳島県資料

攻攻めめのの農農林林水水産産業業
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（％）
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春夏にんじん 2022 トン 44,300 143,300 30.9% 1
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カリフラワー 2022 トン 1,760 19,200 9.2% 6
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ススポポーーツツ立立県県のの推推進進
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　　　　「スポーツの実施状況等に関する世論調査」、徳島県資料

攻攻めめのの農農林林水水産産業業

（出典）農林水産省「生産農業所得統計」

（出典）農林水産省「林業産出額」
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成成人人ののススポポーーツツ実実施施率率のの推推移移

農農業業産産出出額額のの推推移移

（出典）農林水産省「漁業産出額」
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漁漁業業産産出出額額のの推推移移

主主なな農農林林水水産産物物のの出出荷荷量量

項目 年次 単位 徳島県 全国
全国シェア

（％）
順位

水稲 2023 トン 45,700 7,165,000 0.6% 40

春夏にんじん 2022 トン 44,300 143,300 30.9% 1

れんこん 2022 トン 4,050 47,300 8.6% 3

かんしょ 2023 トン 27,100 715,800 3.8% 5

カリフラワー 2022 トン 1,760 19,200 9.2% 6

ブロッコリー 2022 トン 10,900 157,100 6.9% 6

なす 2022 トン 5,680 236,900 2.4% 11

すだち 2021 トン 3,814 3,853 99.0% 1

ゆず 2021 トン 2,339 21,498 10.9% 3

生しいたけ 2023 トン 7,200 63,373 11.4% 1

ブロイラー 2023 千羽 15,380 731,929 2.1% 11

わかめ類（養殖） 2022 トン 3,565 46,929 7.6% 3

（出典）農林水産省「野菜生産出荷統計」、「作物統計調査」、「特産果樹生産出荷実績調査」、

「特用林産物生産統計調査」、「畜産統計調査」、「海面漁業生産統計調査」

ブロイラーについては、2023年２月２日から2024年２月１日までの出荷羽数。

水稲、かんしょ、わかめ類（養殖）は、収穫量。生しいたけは、生産量。
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（出典）徳島県資料

地地域域経経済済をを牽牽引引すするる企企業業のの成成長長とと新新産産業業のの創創生生

（出典）内閣府「国民経済計算」、徳島県「県民経済計算」
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農農林林水水産産物物・・食食品品のの輸輸出出額額のの推推移移

県県内内総総生生産産（（名名目目））おおよよびび産産業業別別構構成成比比のの推推移移

■第1次産業 ■第2次産業 ■第3次産業 ■その他

（出典）内閣府「国民経済計算」、徳島県「県民経済計算」

（出典）総務省「国勢調査」
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1人当たり国民所得 1人当たり県民所得

産産業業（（３３部部門門））別別就就業業者者数数のの推推移移

１１人人当当たたりり県県民民（（国国民民））所所得得

（出典）内閣府「国民経済計算」、徳島県「県民経済計算」

（出典）総務省「国勢調査」
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１１人人当当たたりり県県民民（（国国民民））所所得得
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（出典）徳島県資料

地地域域経経済済をを牽牽引引すするる企企業業のの成成長長とと新新産産業業のの創創生生

（出典）内閣府「国民経済計算」、徳島県「県民経済計算」
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農農林林水水産産物物・・食食品品のの輸輸出出額額のの推推移移

県県内内総総生生産産（（名名目目））おおよよびび産産業業別別構構成成比比のの推推移移

■第1次産業 ■第2次産業 ■第3次産業 ■その他

（出典）内閣府「国民経済計算」、徳島県「県民経済計算」

（出典）総務省「国勢調査」
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１１人人当当たたりり県県民民（（国国民民））所所得得

（出典）内閣府「国民経済計算」、徳島県「県民経済計算」

（出典）総務省「国勢調査」

14.2%

12.2%

10.3%

9.8%

8.5%

8.2%

7.4%

31.4%

30.6%

28.9%

25.5%

23.4%

23.4%

22.7%

53.9%

56.8%

59.4%

62.9%

64.4%

65.3%

67.1%

0.5%

0.5%

1.3%

1.9%

3.8%

3.2%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1990

1995

2000

2005

2010

2015

2020

年
第１次 第２次 第３次 分類不能

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

（千円）

1人当たり国民所得 1人当たり県民所得

産産業業（（３３部部門門））別別就就業業者者数数のの推推移移

１１人人当当たたりり県県民民（（国国民民））所所得得
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（出典）経済産業省「工業統計調査」
　　　　総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」
　　　　経済産業省「経済構造実態調査（製造業事業所調査）」

（出典）経済産業省「商業統計調査」
　　　　総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」
　　　　経済産業省「経済構造実態調査」
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製製造造品品出出荷荷額額等等のの推推移移

年年間間商商品品販販売売額額のの推推移移

労労働働力力・・後後継継者者不不足足対対策策のの推推進進

（出典）厚生労働省「一般職業紹介状況（職業安定業務統計）」

（出典）総務省統計局「労働力調査」
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徳島県 全国

有有効効求求人人倍倍率率のの推推移移

完完全全失失業業率率のの推推移移

（出典）経済産業省「工業統計調査」
　　　　総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」
　　　　経済産業省「経済構造実態調査（製造業事業所調査）」

（出典）経済産業省「商業統計調査」
　　　　総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」
　　　　経済産業省「経済構造実態調査」
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労労働働力力・・後後継継者者不不足足対対策策のの推推進進

（出典）厚生労働省「一般職業紹介状況（職業安定業務統計）」

（出典）総務省統計局「労働力調査」
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徳島県 全国

有有効効求求人人倍倍率率のの推推移移

完完全全失失業業率率のの推推移移
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（出典）経済産業省「工業統計調査」
　　　　総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」
　　　　経済産業省「経済構造実態調査（製造業事業所調査）」

（出典）経済産業省「商業統計調査」
　　　　総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」
　　　　経済産業省「経済構造実態調査」
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労労働働力力・・後後継継者者不不足足対対策策のの推推進進

（出典）厚生労働省「一般職業紹介状況（職業安定業務統計）」

（出典）総務省統計局「労働力調査」
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国国内内外外かからら選選ばばれれるる魅魅力力的的なな地地域域づづくくりり
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※個人版は2008年、企業版は2016年に制度創設
（出典）総務省、内閣府「各自治体のふるさと納税受入額及び受入件数」
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⑪国際協力の活動

⑩人権の擁護又は平和の推進を図る活動

⑨地域安全活動

⑧災害救援活動

⑦環境の保全を図る活動

⑤農山漁村又は中山間地域の振興を図る活動

④観光の振興を図る活動

③まちづくりの推進を図る活動

②社会教育の推進を図る活動

①保健、医療又は福祉の増進を図る活動

団体数

⑰職業能力の開発又は雇用機会の拡充を

支援する活動

⑳前各号に掲げる活動に準ずる活動として

都道府県又は指定都市の条例で定める活動

⑥学術、文化、芸術又はスポーツの振興を

図る活動

⑲前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は

活動に関する連絡､助言又は援助の活動

※活動分野が複数の場合有り
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持持続続可可能能なな財財政政運運営営のの推推進進

※新設地方債：国の防災・減災対策に伴う交付税措置の有利な地方債
※2023までは決算、2024は見込み
（出典）徳島県資料

県県債債残残高高・・公公債債費費（（一一般般会会計計））のの推推移移

（県債残高：億円） （公債費：億円）

8,313 8,385 8,369 8,256 8,050 7,731 
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県債残高（抑制対象）

県債残高（新設地方債※）

県債残高（臨時財政対策債）

公債費

公債費（抑制対象）

■募集期間 2022年5月11日～6月30日

■募集内容
2060年頃（長期ビジョン）と2030年頃（中期プラン）の
「とくしまの未来の姿」（徳島県の将来像）。テーマは自由。

■意見数 ８４件

２２　　県県民民意意見見のの反反映映

　本計画の策定にあたっては、徳島の未来の姿を県民と共有し、ともに希望あふれる徳島を創るため、「パ
ブリックコメント」、県民目安箱「今これ！とくしまボックス」、「とくしまe-モニターアンケート」を通
じ広く県民の意見を募集しました。
　また、徳島の未来を担う若い世代の方々からの柔軟な意見・発想を本計画へとつなげていくため、「高校
生・大学生等アンケート」を実施するとともに、対話集会「新未来セッションNEO・2022」を開催し、高
校生・大学生をはじめ、県外在住者や子育て世代など若手社会人からたくさんの意見を頂きました。

  ①①　　パパブブリリッッククココメメンントト

　　○○　　パパブブリリッッククココメメンントト（（アアイイデデアア募募集集型型））

■募集名称 「私が描く“未来のとくしま”」

  ②②　　今今ここれれ！！ととくくししままボボッッククスス

■募集期間 2023年9月19日～10月10日

■募集内容
本県が目指すべき政策の方向性や、次期総合計画に盛り込んで欲
しい施策など、自由なテーマで幅広く意見を募集。

■意見数 ７５件

　　○○　　パパブブリリッッククココメメンントト

■募集期間 2023年12月15日～2024年1月15日

■募集内容 素案に対する意見・提案を募集

■意見数 １９件

（（１１））計計画画策策定定（（22002244年年度度版版））ににああたたっってて（（１１））計計画画策策定定（（令令和和６６（（22002244））年年度度版版））ににああたたっってて

  ②②　　今今ここれれ！！ととくくししままボボッッククスス

■募集期間 2023年9月19日～10月10日

■募集内容
本県が目指すべき政策の方向性や、次期総合計画に盛り込んで欲
しい施策など、自由なテーマで幅広く意見を募集。

■意見数 ８３件

　　○○　　パパブブリリッッククココメメンントト

■募集期間 2023年12月15日～2024年1月15日

■募集内容 素案に対する意見・提案を募集

■意見数 １９件

■募集期間 2022年5月11日～6月30日

■募集内容
2060年頃（長期ビジョン）と2030年頃（中期プラン）の「と
くしまの未来の姿」（徳島県の将来像）。テーマは自由。

■意見数 ７５件

２２　　県県民民意意見見のの反反映映

　本計画の策定にあたっては、徳島の未来の姿を県民と共有し、ともに希望あふれる徳島を創るため、「パ
ブリックコメント」、県民目安箱「今これ！とくしまボックス」、「とくしまe-モニターアンケート」を通
じ広く県民の意見を募集しました。
　また、徳島の未来を担う若い世代の方々からの柔軟な意見・発想を本計画へとつなげていくため、「高校
生・大学生等アンケート」を実施するとともに、対話集会「新未来セッションNEO・2022」を開催し、高
校生・大学生をはじめ、県外在住者や子育て世代など若手社会人からたくさんの意見を頂きました。

  ①①　　パパブブリリッッククココメメンントト

　　○○　　パパブブリリッッククココメメンントト（（アアイイデデアア募募集集型型））

■募集名称 「私が描く“未来のとくしま”」
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持持続続可可能能なな財財政政運運営営のの推推進進

※新設地方債：国の防災・減災対策に伴う交付税措置の有利な地方債
※2023までは決算、2024は見込み
（出典）徳島県資料

県県債債残残高高・・公公債債費費（（一一般般会会計計））のの推推移移

（県債残高：億円） （公債費：億円）
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3,087 

3,215 

3,284 

3,299 
3,281 

3,275 
3,191 

3,091 2,995 
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県債残高（抑制対象）

県債残高（新設地方債※）

県債残高（臨時財政対策債）

公債費

公債費（抑制対象）

■募集期間 2022年5月11日～6月30日

■募集内容
2060年頃（長期ビジョン）と2030年頃（中期プラン）の
「とくしまの未来の姿」（徳島県の将来像）。テーマは自由。

■意見数 ８４件

２２　　県県民民意意見見のの反反映映

　本計画の策定にあたっては、徳島の未来の姿を県民と共有し、ともに希望あふれる徳島を創るため、「パ
ブリックコメント」、県民目安箱「今これ！とくしまボックス」、「とくしまe-モニターアンケート」を通
じ広く県民の意見を募集しました。
　また、徳島の未来を担う若い世代の方々からの柔軟な意見・発想を本計画へとつなげていくため、「高校
生・大学生等アンケート」を実施するとともに、対話集会「新未来セッションNEO・2022」を開催し、高
校生・大学生をはじめ、県外在住者や子育て世代など若手社会人からたくさんの意見を頂きました。

  ①①　　パパブブリリッッククココメメンントト

　　○○　　パパブブリリッッククココメメンントト（（アアイイデデアア募募集集型型））

■募集名称 「私が描く“未来のとくしま”」

  ②②　　今今ここれれ！！ととくくししままボボッッククスス

■募集期間 2023年9月19日～10月10日

■募集内容
本県が目指すべき政策の方向性や、次期総合計画に盛り込んで欲
しい施策など、自由なテーマで幅広く意見を募集。

■意見数 ７５件

　　○○　　パパブブリリッッククココメメンントト

■募集期間 2023年12月15日～2024年1月15日

■募集内容 素案に対する意見・提案を募集

■意見数 １９件

（（１１））計計画画策策定定（（22002244年年度度版版））ににああたたっってて（（１１））計計画画策策定定（（令令和和６６（（22002244））年年度度版版））ににああたたっってて

  ②②　　今今ここれれ！！ととくくししままボボッッククスス

■募集期間 2023年9月19日～10月10日

■募集内容
本県が目指すべき政策の方向性や、次期総合計画に盛り込んで欲
しい施策など、自由なテーマで幅広く意見を募集。

■意見数 ８３件

　　○○　　パパブブリリッッククココメメンントト

■募集期間 2023年12月15日～2024年1月15日

■募集内容 素案に対する意見・提案を募集

■意見数 １９件

■募集期間 2022年5月11日～6月30日

■募集内容
2060年頃（長期ビジョン）と2030年頃（中期プラン）の「と
くしまの未来の姿」（徳島県の将来像）。テーマは自由。

■意見数 ７５件

２２　　県県民民意意見見のの反反映映

　本計画の策定にあたっては、徳島の未来の姿を県民と共有し、ともに希望あふれる徳島を創るため、「パ
ブリックコメント」、県民目安箱「今これ！とくしまボックス」、「とくしまe-モニターアンケート」を通
じ広く県民の意見を募集しました。
　また、徳島の未来を担う若い世代の方々からの柔軟な意見・発想を本計画へとつなげていくため、「高校
生・大学生等アンケート」を実施するとともに、対話集会「新未来セッションNEO・2022」を開催し、高
校生・大学生をはじめ、県外在住者や子育て世代など若手社会人からたくさんの意見を頂きました。

  ①①　　パパブブリリッッククココメメンントト

　　○○　　パパブブリリッッククココメメンントト（（アアイイデデアア募募集集型型））

■募集名称 「私が描く“未来のとくしま”」
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■年齢別 ①20歳未満　1.1％ ⑤50歳代　26.8％
②20歳代　　2.2％ ⑥60歳代　19.7％
③30歳代　　10.9％ ⑦70歳代　18.0％
④40歳代　　21.3％

■徳島県への定住意向
・住み続けたい 47.5 ％
・どちらかと言えば住み続けたい 31.1 ％
・どちらとも言えない 14.2 ％
・どちらかと言えば住み続けたくない 3.3 ％
・県外へ移りたい 3.8 ％

■徳島県の良いところ ①自然環境に恵まれている
②空気や水など良好な環境が保たれている
③治安が良く社会秩序が保たれている
④独自の伝統・文化が残っている
⑤物価が安い

■徳島県の良くないところ ①鉄道やバスなどの交通が不便
②魅力的な就職先が少ない
③道路や公園・下水道等の整備が遅れている
④文化・スポーツをする機会や環境が充実していない
⑤買い物など生活に不便

■２０６０年頃に希望する徳島像 ①若い世代が安心して働き、結婚・出産・子育てが可能
②大規模災害への備えが万全となっている
③自然や故郷の風景が守られ、継承されている
④治安が良く、安全・安心で豊かな生活が息づいている
⑤交通ネットワークが整備され快適で効率的な生活環境

■１０年先を見据えた ①バス・鉄道などの公共交通機関の充実と利便性の向上
　行政施策への要望 ②雇用の安定に向けた人材育成や就業支援

③誰もが安心して暮らすことができる地域福祉の充実
④生命や財産を守る防災や災害対策
⑤自然環境の保護や美しい景観の形成

回答数 １８３人　※回答率91.5％

  ③③　　アアンンケケーートト

　　○○　　オオーーププンンととくくししままee--モモニニタターーアアンンケケーートト

対象者  オープンとくしまe-モニター（県民から選考したモニター　200名）

募集期間 2022年6月8日～6月21日

■徳島県への定住志向
・ずっと住みたい 19.5%
・県外に出ても戻って住みたい 14.2%
・県外で住みたい 43.6%

■定住したい理由

■定住したくない理由

■定住したくない場合の 42.7% 37.5%
　希望する居住地 24.2% 30.7%

③首都圏 23.1% ③首都圏 22.7%
④中京圏 6.1% ④中京圏 7.2%

■徳島県の良いところ ①自然環境 ①自然環境
②空気や水など良好な環境 ②空気や水など良好な環境
③独自の伝統・文化 ③独自の伝統・文化
④地域のつながり ④治安がよい
⑤治安がよい ⑤地域のつながり

■徳島県の良くないところ ①公共交通の便が悪い ①公共交通の便が悪い
②市街地の活気がない ②観光・レジャーが少ない
③観光・レジャーが少ない ③市街地の活気がない
④魅力的な就職先が少ない ④買い物など生活に不便
⑤買い物など生活に不便 ⑤魅力的な就職先が少ない

■２０６０年頃に希望する徳島像

③芸術・文化・スポーツを楽
　しみながらいきいき暮らす

③自然や故郷の風景が継承
④治安が良く、安全・安心

④自然や故郷の風景が継承 ⑤交通機関の連携による
   快適で効率的な生活環境⑤治安が良く、安全・安心

⑤教育・学習支援 ⑤建設業

①若い世代が安心して働き、
　結婚、出産、子育てが可能

①若い世代が安心して働き、
　結婚、出産、子育てが可能

②大規模災害への備えが万全 ②大規模災害への備えが万全

②分からない ②分からない
③情報通信業 ③教育・学習支援
④公務 ④公務

②徳島県以外の地方 ②徳島県以外の地方

①都会に興味

■将来希望する仕事 ①医療・福祉（保育所含む） ①医療・福祉（保育所含む）

④公共交通の便が悪い ④希望の進学・就職先がない
⑤娯楽・ﾚｼﾞｬｰ施設がない ⑤一人暮らしがしたい

①近畿圏 ①近畿圏

①都会に興味
②一人暮らしがしたい ②公共交通の便が悪い
③希望の進学・就職先がない ③文化・ｽﾎﾟｰﾂ環境が少ない

③豊かな自然 ③豊かな自然
④治安がよい ④治安がよい
⑤希望の進学・就職先がある ⑤阿波おどりや方言に愛着

16.4%
19.2%
36.3%

①住み慣れている ①住み慣れている
②人のつながり ②人のつながり

募集期間 2022年5月27日～6月10日 2022年5月25日～6月17日

回答数 １，９５７人 ３４４人　※本県出身者63％

　　○○　　徳徳島島県県にに関関すするる高高校校生生・・大大学学生生アアンンケケーートト結結果果概概要要

対象者
県内高校生
特別支援学校高等部の生徒

県内大学生・専門学校生
各種学校生
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■年齢別 ①20歳未満　1.1％ ⑤50歳代　26.8％
②20歳代　　2.2％ ⑥60歳代　19.7％
③30歳代　　10.9％ ⑦70歳代　18.0％
④40歳代　　21.3％

■徳島県への定住意向
・住み続けたい 47.5 ％
・どちらかと言えば住み続けたい 31.1 ％
・どちらとも言えない 14.2 ％
・どちらかと言えば住み続けたくない 3.3 ％
・県外へ移りたい 3.8 ％

■徳島県の良いところ ①自然環境に恵まれている
②空気や水など良好な環境が保たれている
③治安が良く社会秩序が保たれている
④独自の伝統・文化が残っている
⑤物価が安い

■徳島県の良くないところ ①鉄道やバスなどの交通が不便
②魅力的な就職先が少ない
③道路や公園・下水道等の整備が遅れている
④文化・スポーツをする機会や環境が充実していない
⑤買い物など生活に不便

■２０６０年頃に希望する徳島像 ①若い世代が安心して働き、結婚・出産・子育てが可能
②大規模災害への備えが万全となっている
③自然や故郷の風景が守られ、継承されている
④治安が良く、安全・安心で豊かな生活が息づいている
⑤交通ネットワークが整備され快適で効率的な生活環境

■１０年先を見据えた ①バス・鉄道などの公共交通機関の充実と利便性の向上
　行政施策への要望 ②雇用の安定に向けた人材育成や就業支援

③誰もが安心して暮らすことができる地域福祉の充実
④生命や財産を守る防災や災害対策
⑤自然環境の保護や美しい景観の形成

回答数 １８３人　※回答率91.5％

  ③③　　アアンンケケーートト

　　○○　　オオーーププンンととくくししままee--モモニニタターーアアンンケケーートト

対象者  オープンとくしまe-モニター（県民から選考したモニター　200名）

募集期間 2022年6月8日～6月21日

■徳島県への定住志向
・ずっと住みたい 19.5%
・県外に出ても戻って住みたい 14.2%
・県外で住みたい 43.6%

■定住したい理由

■定住したくない理由

■定住したくない場合の 42.7% 37.5%
　希望する居住地 24.2% 30.7%

③首都圏 23.1% ③首都圏 22.7%
④中京圏 6.1% ④中京圏 7.2%

■徳島県の良いところ ①自然環境 ①自然環境
②空気や水など良好な環境 ②空気や水など良好な環境
③独自の伝統・文化 ③独自の伝統・文化
④地域のつながり ④治安がよい
⑤治安がよい ⑤地域のつながり

■徳島県の良くないところ ①公共交通の便が悪い ①公共交通の便が悪い
②市街地の活気がない ②観光・レジャーが少ない
③観光・レジャーが少ない ③市街地の活気がない
④魅力的な就職先が少ない ④買い物など生活に不便
⑤買い物など生活に不便 ⑤魅力的な就職先が少ない

■２０６０年頃に希望する徳島像

③芸術・文化・スポーツを楽
　しみながらいきいき暮らす

③自然や故郷の風景が継承
④治安が良く、安全・安心

④自然や故郷の風景が継承 ⑤交通機関の連携による
   快適で効率的な生活環境⑤治安が良く、安全・安心

⑤教育・学習支援 ⑤建設業

①若い世代が安心して働き、
　結婚、出産、子育てが可能

①若い世代が安心して働き、
　結婚、出産、子育てが可能

②大規模災害への備えが万全 ②大規模災害への備えが万全

②分からない ②分からない
③情報通信業 ③教育・学習支援
④公務 ④公務

②徳島県以外の地方 ②徳島県以外の地方

①都会に興味

■将来希望する仕事 ①医療・福祉（保育所含む） ①医療・福祉（保育所含む）

④公共交通の便が悪い ④希望の進学・就職先がない
⑤娯楽・ﾚｼﾞｬｰ施設がない ⑤一人暮らしがしたい

①近畿圏 ①近畿圏

①都会に興味
②一人暮らしがしたい ②公共交通の便が悪い
③希望の進学・就職先がない ③文化・ｽﾎﾟｰﾂ環境が少ない

③豊かな自然 ③豊かな自然
④治安がよい ④治安がよい
⑤希望の進学・就職先がある ⑤阿波おどりや方言に愛着

16.4%
19.2%
36.3%

①住み慣れている ①住み慣れている
②人のつながり ②人のつながり

募集期間 2022年5月27日～6月10日 2022年5月25日～6月17日

回答数 １，９５７人 ３４４人　※本県出身者63％

　　○○　　徳徳島島県県にに関関すするる高高校校生生・・大大学学生生アアンンケケーートト結結果果概概要要

対象者
県内高校生
特別支援学校高等部の生徒

県内大学生・専門学校生
各種学校生
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■開催日 2022年６月２２日（水）
（参加校） （城北、城西、徳島商業、鳴門渦潮、国府支援）

2022年６月２９日（水）
（小松島、小松島西、阿南光、那賀、みなと高等学園）

2022年６月１７日（金）
（阿波、吉野川、池田辻校、池田三好校、池田支援美馬分校）

■参加者 県内高校生・大学生、地域の方々、県外在住者
未知への挑戦推進部会委員　　計７３人

■内　容 県政の取組を動画で紹介した後、徳島の目指すべき将来像について、
ワークショップ形式によりオンラインで意見交換。

■主な意見
　（徳島の好きなところ）

・ 自然が豊かで身近にあり、水・空気がきれい（自然を活かしたアクティビティ）
・ 文化・伝統（阿波おどり、人形浄瑠璃、うだつの町並み、渡し船、方言、徳島駅伝）
・ 地域の方の温かさ（お接待などのおもてなし精神）
・ 先進的な取組（消費者教育、上勝町のゼロ・ウェイスト宣言、eスポーツ）
・ GIGAスクール環境やインターネット環境が整っている（サテライトオフィス）　　など

　（徳島の良くなって欲しいところ）
・ 公共交通機関の充実（汽車やバスの本数が少なく車がないと不便）、道路整備、交通マナー向上
・ 進学先・就職先の充実
・ 情報発信力・知名度向上（現状が見えづらい、ストーリー、DMV、マチ☆アソビ）
・ 地域の活性化（徳島駅前、商店街、娯楽施設、宿泊施設、商業施設）
・ イベントホールやスポーツ施設の整備　　など

　（住み続けたいと思う徳島の未来像）
・ 高齢者と若者が助け合いながら生き生きと過ごすことができる徳島
・ エシカル消費が盛んな徳島
・ 小さい頃に過ごした農山村の暮らし方が続いて欲しい
・ 戻りたくなるような徳島
・ 地域全体で防災対策ができている徳島
・ 働く場所や進学先が多く、どの世代の人も住みやすい徳島
・ たくさんの人が帰る場所として存続して欲しい
・ 仕事とプライベートが充実したまちづくり
・ 公共交通機関が充実した徳島
・ 結婚・出産しても安心して仕事が続けられる環境が整っている徳島
・ 自然をいかした観光が充実している
・ 挑戦しやすい風土が根付いている　　など

  ➃➃　　対対話話集集会会「「新新未未来来セセッッシショョンンNNEEOO・・22002222」」

■年齢別 ①20歳未満　5.6％ ⑤50歳代　22.4％
②20歳代　　8.7％ ⑥60歳代　15.5％
③30歳代　　11.8％ ⑦70歳代　11.8％
④40歳代　　24.2％

■徳島県への定住意向 ・住み続けたい 47.8 ％
・どちらかと言えば住み続けたい 32.3 ％
・どちらとも言えない 12.4 ％
・どちらかと言えば住み続けたくない 6.2 ％
・県外へ移りたい 1.2 ％

■徳島県の良いところ ①自然環境に恵まれている
②新鮮で美味しい食べものが豊富である
③治安が良く社会秩序が保たれている
④独自の伝統・文化が残っている
⑤物価が安い

■徳島県の良くないところ ①鉄道やバスなどの交通が不便
②道路や公園等の整備が遅れている
③賃金が安い
④魅力的な就職場所が少ない
⑤ひとの交流（観光・移住等）が少ない

■目指すべき徳島県の将来像 ①若い世代が安心して働き、結婚・出産・子育てが可能
②医療や福祉が充実した健康で質の高い生活環境
②大規模災害への備えが万全となっている
④治安が良く、安全・安心で豊かな生活が息づいている
⑤交通ネットワークが整備され快適で効率的な生活環境

■１０年先を見据えた ①バス・鉄道などの公共交通機関の充実と利便性の向上
　行政施策への要望 ②雇用の安定に向けた人材育成や就業支援

③誰もが安心して暮らすことができる地域福祉の充実
④生命や財産を守る防災や災害対策
⑤自然環境の保護や美しい景観の形成

■募集内容 2025年度版への見直し（案）に対する意見・提案を募集

■意見数 ３０件

■募集期間 2025年2月5日～2月19日

（（２２））計計画画改改訂訂（（22002255年年度度版版））ににああたたっってて

  ①①　　パパブブリリッッククココメメンントト

募集期間 2024年9月5日～9月18日

回答数 161人　※回答率80.5％

  ②②　　アアンンケケーートト

　　○○　　オオーーププンンととくくししままee--モモニニタターーアアンンケケーートト

対象者 オープンとくしまe-モニター（県民から選考したモニター　200名）

■年齢別 ①20歳未満　5.6％ ⑤50歳代　22.4％
②20歳代　　8.7％ ⑥60歳代　15.5％
③30歳代　　11.8％ ⑦70歳代　11.8％
④40歳代　　24.2％

■徳島県への定住意向 ・住み続けたい 47.8 ％
・どちらかと言えば住み続けたい 32.3 ％
・どちらとも言えない 12.4 ％
・どちらかと言えば住み続けたくない 6.2 ％
・県外へ移りたい 1.2 ％

■徳島県の良いところ ①自然環境に恵まれている
②新鮮で美味しい食べものが豊富である
③治安が良く社会秩序が保たれている
④独自の伝統・文化が残っている
⑤物価が安い

■徳島県の良くないところ ①鉄道やバスなどの交通が不便
②道路や公園等の整備が遅れている
③賃金が安い
④魅力的な就職場所が少ない
⑤ひとの交流（観光・移住等）が少ない

■目指すべき徳島県の将来像 ①若い世代が安心して働き、結婚・出産・子育てが可能
②医療や福祉が充実した健康で質の高い生活環境
②大規模災害への備えが万全となっている
④治安が良く、安全・安心で豊かな生活が息づいている
⑤交通ネットワークが整備され快適で効率的な生活環境

■１０年先を見据えた ①バス・鉄道などの公共交通機関の充実と利便性の向上
　行政施策への要望 ②雇用の安定に向けた人材育成や就業支援

③誰もが安心して暮らすことができる地域福祉の充実
④生命や財産を守る防災や災害対策
⑤自然環境の保護や美しい景観の形成

■募集内容 2025年度版への見直し（案）に対する意見・提案を募集

■意見数 ３０件

■募集期間 2025年2月5日～2月19日

（（２２））計計画画改改訂訂（（令令和和７７（（22002255））年年度度版版））ににああたたっってて

  ①①　　パパブブリリッッククココメメンントト

募集期間 2024年9月5日～9月18日

回答数 161人　※回答率80.5％

  ②②　　アアンンケケーートト

　　○○　　オオーーププンンととくくししままee--モモニニタターーアアンンケケーートト

対象者 オープンとくしまe-モニター（県民から選考したモニター　200名）
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■開催日 2022年６月２２日（水）
（参加校） （城北、城西、徳島商業、鳴門渦潮、国府支援）

2022年６月２９日（水）
（小松島、小松島西、阿南光、那賀、みなと高等学園）

2022年６月１７日（金）
（阿波、吉野川、池田辻校、池田三好校、池田支援美馬分校）

■参加者 県内高校生・大学生、地域の方々、県外在住者
未知への挑戦推進部会委員　　計７３人

■内　容 県政の取組を動画で紹介した後、徳島の目指すべき将来像について、
ワークショップ形式によりオンラインで意見交換。

■主な意見
　（徳島の好きなところ）

・ 自然が豊かで身近にあり、水・空気がきれい（自然を活かしたアクティビティ）
・ 文化・伝統（阿波おどり、人形浄瑠璃、うだつの町並み、渡し船、方言、徳島駅伝）
・ 地域の方の温かさ（お接待などのおもてなし精神）
・ 先進的な取組（消費者教育、上勝町のゼロ・ウェイスト宣言、eスポーツ）
・ GIGAスクール環境やインターネット環境が整っている（サテライトオフィス）　　など

　（徳島の良くなって欲しいところ）
・ 公共交通機関の充実（汽車やバスの本数が少なく車がないと不便）、道路整備、交通マナー向上
・ 進学先・就職先の充実
・ 情報発信力・知名度向上（現状が見えづらい、ストーリー、DMV、マチ☆アソビ）
・ 地域の活性化（徳島駅前、商店街、娯楽施設、宿泊施設、商業施設）
・ イベントホールやスポーツ施設の整備　　など

　（住み続けたいと思う徳島の未来像）
・ 高齢者と若者が助け合いながら生き生きと過ごすことができる徳島
・ エシカル消費が盛んな徳島
・ 小さい頃に過ごした農山村の暮らし方が続いて欲しい
・ 戻りたくなるような徳島
・ 地域全体で防災対策ができている徳島
・ 働く場所や進学先が多く、どの世代の人も住みやすい徳島
・ たくさんの人が帰る場所として存続して欲しい
・ 仕事とプライベートが充実したまちづくり
・ 公共交通機関が充実した徳島
・ 結婚・出産しても安心して仕事が続けられる環境が整っている徳島
・ 自然をいかした観光が充実している
・ 挑戦しやすい風土が根付いている　　など

  ➃➃　　対対話話集集会会「「新新未未来来セセッッシショョンンNNEEOO・・22002222」」

■年齢別 ①20歳未満　5.6％ ⑤50歳代　22.4％
②20歳代　　8.7％ ⑥60歳代　15.5％
③30歳代　　11.8％ ⑦70歳代　11.8％
④40歳代　　24.2％

■徳島県への定住意向 ・住み続けたい 47.8 ％
・どちらかと言えば住み続けたい 32.3 ％
・どちらとも言えない 12.4 ％
・どちらかと言えば住み続けたくない 6.2 ％
・県外へ移りたい 1.2 ％

■徳島県の良いところ ①自然環境に恵まれている
②新鮮で美味しい食べものが豊富である
③治安が良く社会秩序が保たれている
④独自の伝統・文化が残っている
⑤物価が安い

■徳島県の良くないところ ①鉄道やバスなどの交通が不便
②道路や公園等の整備が遅れている
③賃金が安い
④魅力的な就職場所が少ない
⑤ひとの交流（観光・移住等）が少ない

■目指すべき徳島県の将来像 ①若い世代が安心して働き、結婚・出産・子育てが可能
②医療や福祉が充実した健康で質の高い生活環境
②大規模災害への備えが万全となっている
④治安が良く、安全・安心で豊かな生活が息づいている
⑤交通ネットワークが整備され快適で効率的な生活環境

■１０年先を見据えた ①バス・鉄道などの公共交通機関の充実と利便性の向上
　行政施策への要望 ②雇用の安定に向けた人材育成や就業支援

③誰もが安心して暮らすことができる地域福祉の充実
④生命や財産を守る防災や災害対策
⑤自然環境の保護や美しい景観の形成

■募集内容 2025年度版への見直し（案）に対する意見・提案を募集

■意見数 ３０件

■募集期間 2025年2月5日～2月19日

（（２２））計計画画改改訂訂（（22002255年年度度版版））ににああたたっってて

  ①①　　パパブブリリッッククココメメンントト

募集期間 2024年9月5日～9月18日

回答数 161人　※回答率80.5％

  ②②　　アアンンケケーートト

　　○○　　オオーーププンンととくくししままee--モモニニタターーアアンンケケーートト

対象者 オープンとくしまe-モニター（県民から選考したモニター　200名）

■年齢別 ①20歳未満　5.6％ ⑤50歳代　22.4％
②20歳代　　8.7％ ⑥60歳代　15.5％
③30歳代　　11.8％ ⑦70歳代　11.8％
④40歳代　　24.2％

■徳島県への定住意向 ・住み続けたい 47.8 ％
・どちらかと言えば住み続けたい 32.3 ％
・どちらとも言えない 12.4 ％
・どちらかと言えば住み続けたくない 6.2 ％
・県外へ移りたい 1.2 ％

■徳島県の良いところ ①自然環境に恵まれている
②新鮮で美味しい食べものが豊富である
③治安が良く社会秩序が保たれている
④独自の伝統・文化が残っている
⑤物価が安い

■徳島県の良くないところ ①鉄道やバスなどの交通が不便
②道路や公園等の整備が遅れている
③賃金が安い
④魅力的な就職場所が少ない
⑤ひとの交流（観光・移住等）が少ない

■目指すべき徳島県の将来像 ①若い世代が安心して働き、結婚・出産・子育てが可能
②医療や福祉が充実した健康で質の高い生活環境
②大規模災害への備えが万全となっている
④治安が良く、安全・安心で豊かな生活が息づいている
⑤交通ネットワークが整備され快適で効率的な生活環境

■１０年先を見据えた ①バス・鉄道などの公共交通機関の充実と利便性の向上
　行政施策への要望 ②雇用の安定に向けた人材育成や就業支援

③誰もが安心して暮らすことができる地域福祉の充実
④生命や財産を守る防災や災害対策
⑤自然環境の保護や美しい景観の形成

■募集内容 2025年度版への見直し（案）に対する意見・提案を募集

■意見数 ３０件

■募集期間 2025年2月5日～2月19日

（（２２））計計画画改改訂訂（（令令和和７７（（22002255））年年度度版版））ににああたたっってて

  ①①　　パパブブリリッッククココメメンントト

募集期間 2024年9月5日～9月18日

回答数 161人　※回答率80.5％

  ②②　　アアンンケケーートト

　　○○　　オオーーププンンととくくししままee--モモニニタターーアアンンケケーートト

対象者 オープンとくしまe-モニター（県民から選考したモニター　200名）
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　　※県民意見の計画への反映状況については、県のホームページで
　　　公表していますので、ご参照ください。

　　　

QRコード

 
 
 

 

ああ行行                                          

アアククテティィブブシシニニアア  

  仕事や趣味、ボランティアなど様々な活動に意欲

的なシニア。 

  

阿阿波波地地
じ

美美
び

栄栄
え

  

  シカやイノシシなど有害鳥獣による農作物被害を

防止する「捕獲」をはじめ、「加工」、「流通」、「消費」

に至る一連の取組を強化するため、県内の処理加工

施設で処理された「ジビエ」を「地域が美しく栄えて

欲しい」との思い込めて名付けたもの。 

 

アアンントトレレププレレナナーーシシッッププ教教育育  

  チャレンジ精神や課題発見・解決力、コミュニケー

ション力などの育成を目指す教育。  

  

生生ききががいいづづくくりり推推進進員員  

  公益財団法人とくしま“あい”ランド推進協議会

に登録している、シニアによる社会貢献活動を推進

する人材。主にシルバー大学院卒業生が、これまでに

身に付けた知識や技術を活用して教えるボランティ

アなどの地域貢献活動に取り組む高齢者。 

  

伊伊島島ササササユユリリ  

  四国最東端の離島「伊島 （阿南市）」に生育するサ

サユリの愛称。ササユリは徳島県レッドデータブッ

ク絶滅危惧ＩＡ類に指定されており、伊島では地域

の住民や島外ボランティア、高校生等による保全活

動が続けられている。 

 

ウウェェルルネネススツツーーリリズズムム 

 ウェルネス（積極的に心身の健康増進を図ろうと

する行動）とツーリズム（観光活動）とを組み合わせ

た造語で、旅先での体験活動や食、交流等を通して心 

 

 

 

 

や身体のバランスを整え、リフレッシュを行う観光 

スタイル。 

  

ウウェェルルビビーーイインンググ（（WWeellll--bbeeiinngg））  

個人の権利や自己実現が保障され、身体的、精神的、

社会的に良好な状態にあることを意味する概念。  

  

ウウォォーーカカブブルル  

「歩く」を意味する「walk （ウォーク）」と、 「で

きる」を意味する「able （エイブル）」を組み合わせ

た言葉で、「歩きやすい」、「歩きたくなる」の意味。 

  

エエシシカカルルククララブブ  

  県内全ての公立高等学校・中等教育学校に「エシカ

ル消費」を研究・実践する組織「エシカルクラブ」を

設置している。  

  

エエシシカカルル消消費費  

  地域の活性化、雇用なども含む、人、社会及び環境

に配慮した思いやりのある消費行動。例えば、地産地

消、被災地への応援消費、障がい者の社会参加につな 

がる消費、地域紛争や児童労働といった人権問題等

の解決に寄与する商品の購入、食品ロスの削減など。 

  

エエシシカカルル農農業業  

  化学肥料・化学農薬の使用量を低減する「エコファ

ーマー」、「特別栽培」、「有機農業」と生産工程の適切

な管理により食品安全や環境保全を図る「ＧＡＰ」に

代表される持続性の高い農業のこと。  

  

オオーーププンンイイノノベベーーシショョンン  

  企業内部と外部のアイデアを有機的に結合させた

価値の創造を指し、組織の外部で生み出された知識

を社内の経営資源と戦略的に組み合わせることや、

用用  語語  解解  説説  

文中において記載されている単語の右肩に「※」が付いている用語の解説 
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　　※県民意見の計画への反映状況については、県のホームページで
　　　公表していますので、ご参照ください。

　　　

QRコード

 
 
 

 

ああ行行                                          

アアククテティィブブシシニニアア  

  仕事や趣味、ボランティアなど様々な活動に意欲

的なシニア。 

  

阿阿波波地地
じ

美美
び

栄栄
え

  

  シカやイノシシなど有害鳥獣による農作物被害を

防止する「捕獲」をはじめ、「加工」、「流通」、「消費」

に至る一連の取組を強化するため、県内の処理加工

施設で処理された「ジビエ」を「地域が美しく栄えて

欲しい」との思い込めて名付けたもの。 

 

アアンントトレレププレレナナーーシシッッププ教教育育  

  チャレンジ精神や課題発見・解決力、コミュニケー

ション力などの育成を目指す教育。  

  

生生ききががいいづづくくりり推推進進員員  

  公益財団法人とくしま“あい”ランド推進協議会

に登録している、シニアによる社会貢献活動を推進

する人材。主にシルバー大学院卒業生が、これまでに

身に付けた知識や技術を活用して教えるボランティ

アなどの地域貢献活動に取り組む高齢者。 

  

伊伊島島ササササユユリリ  

  四国最東端の離島「伊島 （阿南市）」に生育するサ

サユリの愛称。ササユリは徳島県レッドデータブッ

ク絶滅危惧ＩＡ類に指定されており、伊島では地域

の住民や島外ボランティア、高校生等による保全活

動が続けられている。 

 

ウウェェルルネネススツツーーリリズズムム 

 ウェルネス（積極的に心身の健康増進を図ろうと

する行動）とツーリズム（観光活動）とを組み合わせ

た造語で、旅先での体験活動や食、交流等を通して心 

 

 

 

 

や身体のバランスを整え、リフレッシュを行う観光 

スタイル。 

  

ウウェェルルビビーーイインンググ（（WWeellll--bbeeiinngg））  

個人の権利や自己実現が保障され、身体的、精神的、

社会的に良好な状態にあることを意味する概念。  

  

ウウォォーーカカブブルル  

「歩く」を意味する「walk （ウォーク）」と、 「で

きる」を意味する「able （エイブル）」を組み合わせ

た言葉で、「歩きやすい」、「歩きたくなる」の意味。 

  

エエシシカカルルククララブブ  

  県内全ての公立高等学校・中等教育学校に「エシカ

ル消費」を研究・実践する組織「エシカルクラブ」を

設置している。  

  

エエシシカカルル消消費費  

  地域の活性化、雇用なども含む、人、社会及び環境

に配慮した思いやりのある消費行動。例えば、地産地

消、被災地への応援消費、障がい者の社会参加につな 

がる消費、地域紛争や児童労働といった人権問題等

の解決に寄与する商品の購入、食品ロスの削減など。 

  

エエシシカカルル農農業業  

  化学肥料・化学農薬の使用量を低減する「エコファ

ーマー」、「特別栽培」、「有機農業」と生産工程の適切

な管理により食品安全や環境保全を図る「ＧＡＰ」に

代表される持続性の高い農業のこと。  

  

オオーーププンンイイノノベベーーシショョンン  

  企業内部と外部のアイデアを有機的に結合させた

価値の創造を指し、組織の外部で生み出された知識

を社内の経営資源と戦略的に組み合わせることや、

用用  語語  解解  説説  

文中において記載されている単語の右肩に「※」が付いている用語の解説 
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社内で活用されていない経営資源を社外で活用する

ことにより、イノベーションを創出すること。  

  

オオーーププンンネネーームム型型ＭＭ＆＆ＡＡ  

  第三者による事業承継の相手先探しは、譲渡希望

企業の実名を伏せたノンネーム（匿名）情報で進める

ことが一般的であるが、ノンネームでは企業や事業

の魅力が伝わりづらいため、譲渡希望企業の実名等

を開示して後継者の公募、マッチングを行う方式の

こと。  

  

かか行行                                            

カカーーボボンンニニュューートトララルル  

温室効果ガスの排出量と吸収量を均衡させ、温室

効果ガスの排出を実質ゼロにすること。 

  

外外国国人人支支援援ココーーデディィネネーータターー制制度度  

  出入国在留管理庁が創設する「生活上の困りごと

を抱える在留外国人（国籍に関わらず外国にルーツ

を持つ者を含む。）を適切な支援につなげることので

きる人材」の育成・認証制度。  

  

介介護護助助手手  

  介護施設等において、専ら介護周辺業務（部屋の掃

除、食事片付け、ベッドメイク、シーツ交換、利用者

の話相手など）を担う職員。  

  

環環境境負負荷荷低低減減事事業業活活動動  

  農林漁業者が、それぞれの営む農林漁業の持続性

確保に向けて、土づくり、化学肥料・化学農薬の使用

低減の取組の一体的な実施や温室効果ガスの排出量

の削減等を行う事業活動のこと。 

  

関関係係人人口口  

 移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」

でもない、地域と継続的に多様な形で関わる者のことで

あり、本県では、徳島に想いを寄せて、徳島と継続して多

様に関わる「関係人口」を「徳島ファン」と呼んでいる。 

ガガンントトリリーーククレレーーンン  

  岸壁上に設置され、コンテナ積み卸し作業に用い

られる荷役機械。  

  

ククララウウドドフファァンンデディィンンググ  

  自治体が抱える問題解決や企業の事業展開等のた

め、インターネットを利用して資金額や使途、期間等

を具体的に明示し、プロジェクトに共感した方々か

ら資金を集め、事業を実施する仕組み。 

  

校校内内教教育育支支援援セセンンタターー（（ススペペシシャャルルササポポーートトルルーームム））  

 学校には行けるが、自分のクラスには入れない時

や、少し気持ちを落ち着かせてリラックスしたい時

に利用できる、学校内の空き教室等を活用した居場

所。児童生徒のペースに合わせて相談や学習のサポ

ートを行う。 

  

心心ののササポポーータターー  

  こころの病気や不調に対する正しい知識と理解に

基づき、家族や同僚等など身近な人に対して、傾聴を

中心とした支援を行う人のこと。こころの病気を持

つ人に対する差別や偏見を持つことなく共生できる

風土づくりや、こころの不調の早期発見・サポートを

担う。 

  

ここどどもも家家庭庭ソソーーシシャャルルワワーーカカーー  

  子ども家庭福祉に携わる関係者の子どもや家庭へ

の支援に関する専門的な知識や実践的な援助、ソー

シャルワーク機能の強化のため、国において制度化

された認定資格。 

  

ココミミュュニニテティィ・・ススククーールル  

  学校運営協議会（学校と地域住民等が力を合わせ

て学校の運営に取り組む「地域とともにある学校」へ

の仕組み。）を設置している学校のこと。 

  

樵樵
こり

木木
き

林林業業  

  海部地域で３００年以上前から続く伝統的な林業  

技法であり、一定直径以上の常緑広葉樹（シイ・カシ

等）を選択して伐採し、残した木の成長と切り株から

の萌芽により森林の更新を図る持続可能な施業シス

テム。2025 年に日本農業遺産に認定された。 

  

ささ行行                                          

ササイイククルル・・キキャャビビンン  

  サイクルスポーツの普及促進のため、2021 年度

に製作した、ロードバイクを分解せずに車内に持ち

込むことができるサイクリング専用の大型バス。  

  

ササイイククルルツツーーリリズズムム  

  自転車（サイクリング）と観光を組み合わせたもの

であり、全国で様々なルートが設定されるなど、旅先

で楽しむアクティビティとして人気が高まっており、

地域活性化の手段として注目を集めている。  

  

ササスステテナナビビリリテティィボボンンドド  

  調達資金が、環境問題の解決を目指す「グリーンプ

ロジェクト」、社会課題の解決を目指す「ソーシャル

プロジェクト」の双方に充てられる県債。  

  

ササババイイババーーシシッッププ  

  がんの診断を受けた後を生きていく人々(がんサ

バイバー)が生活していく上で直面する様々な課題

を周囲の人や社会全体で協力して乗り越えていくこ

と。  

  

ササププラライイチチェェーーンン  

  製品の原材料・部品の調達から販売に至るまでの

一連の流れ。  

  

事事前前復復興興  

 南海トラフ巨大地震をはじめとする大規模災害か

らの迅速かつ円滑な復旧・復興を図るために行う「被

災前からの復興に向けた様々な取組」の総称。 

 

 

馴馴化化訓訓練練  

徳島県動物愛護管理センターに収容された犬に対

し、譲渡が可能な状態になるまで、人に馴れる訓練を

実施すること。 

 

森森林林ククララウウドドシシスステテムム  

  クラウド事業者のサーバに関係機関が持つ森林情

報を集積し、リアルタイムで情報の共有と活用を行

うシステム。 

 

ススーーパパーーヨヨッットト  

  個人が所有する全長２４ｍ以上の大型クルーザー。  

  

ススママーートトワワーークク  

  テレワークの導入やデジタル技術の活用による柔

軟な働き方。 

  

千千年年ササンンゴゴ  

 牟岐町の大島内湾に生息する巨大なコブハマサン

ゴの愛称。高さ約９ｍ、外周約３０ｍ、年齢は千年を

超えると推測され、世界最大級・最長寿の可能性があ

ると言われている。千年サンゴを未来に引き継ぐた

め、地域ぐるみで保全活動に取り組んでいる。 

  

相相談談支支援援従従事事者者  

  障がいのある人や家族が必要な支援を適切に受け

るためのサポート等を行う相談支援専門員や、障が

い福祉サービス事業所等においてサービスの内容や

品質の管理等を行うサービス管理責任者・児童発達

支援管理責任者を指す。いずれも相談支援従事者研

修の修了が必須となっている。  

  

たた行行                                          

地地域域商商社社  

 特定の地域に拠点を置き、地域の特産品や観光資

源を活用した商品やサービスの域外への販売を主た

る事業とする事業体。本県では、2024 年 12 月に、

官民一体の「地域商社」である公益社団法人徳島県産
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社内で活用されていない経営資源を社外で活用する

ことにより、イノベーションを創出すること。  

  

オオーーププンンネネーームム型型ＭＭ＆＆ＡＡ  

  第三者による事業承継の相手先探しは、譲渡希望

企業の実名を伏せたノンネーム（匿名）情報で進める

ことが一般的であるが、ノンネームでは企業や事業

の魅力が伝わりづらいため、譲渡希望企業の実名等

を開示して後継者の公募、マッチングを行う方式の

こと。  

  

かか行行                                            

カカーーボボンンニニュューートトララルル  

温室効果ガスの排出量と吸収量を均衡させ、温室

効果ガスの排出を実質ゼロにすること。 

  

外外国国人人支支援援ココーーデディィネネーータターー制制度度  

  出入国在留管理庁が創設する「生活上の困りごと

を抱える在留外国人（国籍に関わらず外国にルーツ

を持つ者を含む。）を適切な支援につなげることので

きる人材」の育成・認証制度。  

  

介介護護助助手手  

  介護施設等において、専ら介護周辺業務（部屋の掃

除、食事片付け、ベッドメイク、シーツ交換、利用者

の話相手など）を担う職員。  

  

環環境境負負荷荷低低減減事事業業活活動動  

  農林漁業者が、それぞれの営む農林漁業の持続性

確保に向けて、土づくり、化学肥料・化学農薬の使用

低減の取組の一体的な実施や温室効果ガスの排出量

の削減等を行う事業活動のこと。 

  

関関係係人人口口  

 移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」

でもない、地域と継続的に多様な形で関わる者のことで

あり、本県では、徳島に想いを寄せて、徳島と継続して多

様に関わる「関係人口」を「徳島ファン」と呼んでいる。 

ガガンントトリリーーククレレーーンン  

  岸壁上に設置され、コンテナ積み卸し作業に用い

られる荷役機械。  

  

ククララウウドドフファァンンデディィンンググ  

  自治体が抱える問題解決や企業の事業展開等のた

め、インターネットを利用して資金額や使途、期間等

を具体的に明示し、プロジェクトに共感した方々か

ら資金を集め、事業を実施する仕組み。 

  

校校内内教教育育支支援援セセンンタターー（（ススペペシシャャルルササポポーートトルルーームム））  

 学校には行けるが、自分のクラスには入れない時

や、少し気持ちを落ち着かせてリラックスしたい時

に利用できる、学校内の空き教室等を活用した居場

所。児童生徒のペースに合わせて相談や学習のサポ

ートを行う。 

  

心心ののササポポーータターー  

  こころの病気や不調に対する正しい知識と理解に

基づき、家族や同僚等など身近な人に対して、傾聴を

中心とした支援を行う人のこと。こころの病気を持

つ人に対する差別や偏見を持つことなく共生できる

風土づくりや、こころの不調の早期発見・サポートを

担う。 

  

ここどどもも家家庭庭ソソーーシシャャルルワワーーカカーー  

  子ども家庭福祉に携わる関係者の子どもや家庭へ

の支援に関する専門的な知識や実践的な援助、ソー

シャルワーク機能の強化のため、国において制度化

された認定資格。 

  

ココミミュュニニテティィ・・ススククーールル  

  学校運営協議会（学校と地域住民等が力を合わせ

て学校の運営に取り組む「地域とともにある学校」へ

の仕組み。）を設置している学校のこと。 

  

樵樵
こり

木木
き

林林業業  

  海部地域で３００年以上前から続く伝統的な林業  

技法であり、一定直径以上の常緑広葉樹（シイ・カシ

等）を選択して伐採し、残した木の成長と切り株から

の萌芽により森林の更新を図る持続可能な施業シス

テム。2025 年に日本農業遺産に認定された。 

  

ささ行行                                          

ササイイククルル・・キキャャビビンン  

  サイクルスポーツの普及促進のため、2021 年度

に製作した、ロードバイクを分解せずに車内に持ち

込むことができるサイクリング専用の大型バス。  

  

ササイイククルルツツーーリリズズムム  

  自転車（サイクリング）と観光を組み合わせたもの

であり、全国で様々なルートが設定されるなど、旅先

で楽しむアクティビティとして人気が高まっており、

地域活性化の手段として注目を集めている。  

  

ササスステテナナビビリリテティィボボンンドド  

  調達資金が、環境問題の解決を目指す「グリーンプ

ロジェクト」、社会課題の解決を目指す「ソーシャル

プロジェクト」の双方に充てられる県債。  

  

ササババイイババーーシシッッププ  

  がんの診断を受けた後を生きていく人々(がんサ

バイバー)が生活していく上で直面する様々な課題

を周囲の人や社会全体で協力して乗り越えていくこ

と。  

  

ササププラライイチチェェーーンン  

  製品の原材料・部品の調達から販売に至るまでの

一連の流れ。  

  

事事前前復復興興  

 南海トラフ巨大地震をはじめとする大規模災害か

らの迅速かつ円滑な復旧・復興を図るために行う「被

災前からの復興に向けた様々な取組」の総称。 

 

 

馴馴化化訓訓練練  

徳島県動物愛護管理センターに収容された犬に対

し、譲渡が可能な状態になるまで、人に馴れる訓練を

実施すること。 

 

森森林林ククララウウドドシシスステテムム  

  クラウド事業者のサーバに関係機関が持つ森林情

報を集積し、リアルタイムで情報の共有と活用を行

うシステム。 

 

ススーーパパーーヨヨッットト  

  個人が所有する全長２４ｍ以上の大型クルーザー。  

  

ススママーートトワワーークク  

  テレワークの導入やデジタル技術の活用による柔

軟な働き方。 

  

千千年年ササンンゴゴ  

 牟岐町の大島内湾に生息する巨大なコブハマサン

ゴの愛称。高さ約９ｍ、外周約３０ｍ、年齢は千年を

超えると推測され、世界最大級・最長寿の可能性があ

ると言われている。千年サンゴを未来に引き継ぐた

め、地域ぐるみで保全活動に取り組んでいる。 

  

相相談談支支援援従従事事者者  

  障がいのある人や家族が必要な支援を適切に受け

るためのサポート等を行う相談支援専門員や、障が

い福祉サービス事業所等においてサービスの内容や

品質の管理等を行うサービス管理責任者・児童発達

支援管理責任者を指す。いずれも相談支援従事者研

修の修了が必須となっている。  

  

たた行行                                          

地地域域商商社社  

 特定の地域に拠点を置き、地域の特産品や観光資

源を活用した商品やサービスの域外への販売を主た

る事業とする事業体。本県では、2024 年 12 月に、

官民一体の「地域商社」である公益社団法人徳島県産
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業国際化支援機構を設立し、県産品のブランディン

グや販路拡大等に取り組んでいる。 

 

地地域域脱脱炭炭素素  

  地域資源を最大限活用したクリーンエネルギーの

導入等により、地域の魅力や質を向上させ、雇用創出

や人口減少などの地域課題の解決につなげ、地方創

生を実現する取組のこと。 

 

地地域域ＤＤＸＸ  

行政手続のデジタル化や行政内部のデータ連携

などを通じて、住民の利便性向上と業務効率化を

図る 「自治体ＤＸ」と、デジタルの力を活用し、地

域課題の解決を図る「地域社会ＤＸ」を包含する

概念。 

  

地地域域枠枠  

  地域医療を担う医師の養成や、医師の地域偏在を

解消することを目的として、各大学や各都道府県で

設定されている医学部入試の選抜枠。本県では、

2009 年度に徳島大学医学部に地域枠制度を導入し

ている。  

  

釣釣～～リリズズムム  

   「遊漁｣と 「観光」を組み合わせた滞在型の旅行の

こと。  

  

デデーータタヘヘルルスス  

 保険者が保有するレセプト健診結果などのデータ

を分析した上で実施する、加入者の健康状態に即し 

たより効果的・効率的な保健事業。  

  

デデジジタタルルノノママドド  

  国際的なリモートワーカー。  

  

徳徳島島ＳＳＤＤＧＧｓｓププララッットトフフォォーームム  

  ＳＤＧｓの達成に向けて、多様なステークホルダ

ーとの連携強化やパートナーシップを構築し、学び

や交流等を通じて取組の輪を広げることを目的とす

る官民連携組織。  

  

徳徳島島県県警警察察・・地地域域警警察察再再編編計計画画  

  県警察が、2020 年３月に、交番・駐在所の統合

やその実施時期等について策定した計画。「一定の人

口が集中する地域には、複数の勤務員が 24 時間体

制で事案に対応する交番を拡充すること」「警察署か

ら遠隔地にある山間・沿岸部等には、引き続き駐在所

機能を維持すること」を基本方針としている。  

  

徳徳島島県県ススポポーーツツココミミッッシショョンン  

  官民の関係者が一体となり、本県のスポーツ資源

や観光資源を活かしたスポーツツーリズムの推進や

スポーツイベントの実施に加え、スポーツ安全対策

や競技力向上、スポーツ環境の充実等に取り組み、ス

ポーツ振興による地域活性化を図る組織。  

  

ととくくししままジジョョブブスステテーーシショョンン  

  併設する「駅のハローワーク」と連携し、若年者・

UIJ ターン希望者等に対して就労支援から職業紹介

までの雇用関連サービスをワンストップで提供して

いる県の機関。 

 

ととくくししまま農農林林水水産産業業イイノノベベーーシショョンンＨＨＵＵＢＢ  

  農林水産業及び関連産業において、県内高等教育

機関や生産者・関係団体などに加え、異分野・異業種

の企業など多様なメンバーが共同してイノベーショ

ンを創出し、課題解決の加速を図ることを目的とす

るプラットフォーム。 

  

徳徳島島ババッッテテリリーーババレレイイ構構想想  

  蓄電池材料メーカーや蓄電池メーカーが立地し、

全国トップクラスの製造品出荷額を誇る地の利を活

かし、蓄電池関連産業を徳島県の新たな産業の柱と

して確立していくための産業戦略。  

  

  

徳徳島島版版ママイイススタターー制制度度  

  ドイツのデュアルシステムを参考に創設した制度

であり、「授業（座学）」＋「実践」の取組を行い、未

来のものづくりを支える人材を養成する事業。 

  

ととくくししまま三三ツツ星星ビビーーフフ  

   「ＪＧＡＰ家畜・畜産物」認証取得農場で、県内生

産者がこだわりを持ち飼育した「とくしま育ち」の牛

であり、その肉質が高品質と判定された牛肉のうち、

県が認定したもの。  

  

なな行行                                          

ににしし阿阿波波のの傾傾斜斜地地農農耕耕シシスステテムム  

  美馬市・三好市・つるぎ町・東みよし町における、

独自の農機具を使用した耕作技術により傾斜地のま

ま農業を営む「にし阿波」伝統の農耕システム。

2018 年に世界農業遺産に認定された。雑穀などの

栽培や山村景観、農耕にまつわる伝統行事が継承さ

れている。 

  

ににしし阿阿波波・・山山ののチチキキンンフファァーームム構構想想  

県西部における持続可能な養鶏業の発展に向け、

地域が一体となって、人材の確保・育成や生産から販

売まで一貫したサプライチェーンの強化を目指す取

組のこと。 

  

ネネイイチチャャーーポポジジテティィブブ（（自自然然再再興興））  

 自然を回復軌道に乗せるために、生物多様性の

損失を止め、反転させること。 「生物多様性国家戦

略 2023-2030」では、2030 年までに「ネイ

チャーポジティブ」を実現することを掲げている。  

 

農農村村型型地地域域運運営営組組織織  

  複数の集落の機能を補完して、農用地保全活動や

農業を核とした経済活動と併せて、生活支援等地域

コミュニティの維持に資する取組を行う組織のこと。

（農村 RMO ：Region Management Organization）  

  

農農地地中中間間管管理理機機構構  

農用地等を貸したい農家（出し手）から、農用地等 

の有効利用や農業経営の効率化を進める意欲ある担 

い手（受け手）への農地集積と集約化を支援する組織。 

  

農農福福連連携携  

  障がい者等が農業分野での活躍を通じて、自信や  

生きがいを持ち、社会参画を実現していく取組。これ

らに加え、担い手不足や高齢化が進む農業分野にお

いて、新たな働き手の確保につながることが期待さ

れている。  

  

はは行行                                          

ははぐぐくくみみ支支援援企企業業  

  県独自の認証制度により、子どもを産み育てなが

ら働き続けられる「子育てに優しい職場環境づくり」

に積極的に取り組んでいると認められた企業・法人

等のこと。  

  

パパララススポポーーツツ  

  障がいのある人のために考案されたスポーツや、

障がいの有無に関わらず共に楽しむことができるス

ポーツについて広く表す言葉。  

  

フフーードドテテッックク  

  生産から加工、流通、消費等へとつながる食分野の

新しい技術及びその技術を活用したビジネスモデル。  

  

フファァムムツツアアーー  

  観光地の誘致促進のため、ターゲットとする国・地

域の旅行事業者やブロガー、メディアなどに現地を

視察してもらうツアー。  

  

福福祉祉避避難難所所  

  災害発生時に一般の避難所での生活に支障をきた

す要配慮者（高齢者、障がいのある方など、避難所生

活において特別な配慮を要する方）を受け入れるた 

めに、市町村が指定した特別の配慮がなされた避難 
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業国際化支援機構を設立し、県産品のブランディン

グや販路拡大等に取り組んでいる。 

 

地地域域脱脱炭炭素素  

  地域資源を最大限活用したクリーンエネルギーの

導入等により、地域の魅力や質を向上させ、雇用創出

や人口減少などの地域課題の解決につなげ、地方創

生を実現する取組のこと。 

 

地地域域ＤＤＸＸ  

行政手続のデジタル化や行政内部のデータ連携

などを通じて、住民の利便性向上と業務効率化を

図る 「自治体ＤＸ」と、デジタルの力を活用し、地

域課題の解決を図る「地域社会ＤＸ」を包含する

概念。 

  

地地域域枠枠  

  地域医療を担う医師の養成や、医師の地域偏在を

解消することを目的として、各大学や各都道府県で

設定されている医学部入試の選抜枠。本県では、

2009 年度に徳島大学医学部に地域枠制度を導入し

ている。  

  

釣釣～～リリズズムム  

   「遊漁｣と 「観光」を組み合わせた滞在型の旅行の

こと。  

  

デデーータタヘヘルルスス  

 保険者が保有するレセプト健診結果などのデータ

を分析した上で実施する、加入者の健康状態に即し 

たより効果的・効率的な保健事業。  

  

デデジジタタルルノノママドド  

  国際的なリモートワーカー。  

  

徳徳島島ＳＳＤＤＧＧｓｓププララッットトフフォォーームム  

  ＳＤＧｓの達成に向けて、多様なステークホルダ

ーとの連携強化やパートナーシップを構築し、学び

や交流等を通じて取組の輪を広げることを目的とす

る官民連携組織。  

  

徳徳島島県県警警察察・・地地域域警警察察再再編編計計画画  

  県警察が、2020 年３月に、交番・駐在所の統合

やその実施時期等について策定した計画。「一定の人

口が集中する地域には、複数の勤務員が 24 時間体

制で事案に対応する交番を拡充すること」「警察署か

ら遠隔地にある山間・沿岸部等には、引き続き駐在所

機能を維持すること」を基本方針としている。  

  

徳徳島島県県ススポポーーツツココミミッッシショョンン  

  官民の関係者が一体となり、本県のスポーツ資源

や観光資源を活かしたスポーツツーリズムの推進や

スポーツイベントの実施に加え、スポーツ安全対策

や競技力向上、スポーツ環境の充実等に取り組み、ス

ポーツ振興による地域活性化を図る組織。  

  

ととくくししままジジョョブブスステテーーシショョンン  

  併設する「駅のハローワーク」と連携し、若年者・

UIJ ターン希望者等に対して就労支援から職業紹介

までの雇用関連サービスをワンストップで提供して

いる県の機関。 

 

ととくくししまま農農林林水水産産業業イイノノベベーーシショョンンＨＨＵＵＢＢ  

  農林水産業及び関連産業において、県内高等教育

機関や生産者・関係団体などに加え、異分野・異業種

の企業など多様なメンバーが共同してイノベーショ

ンを創出し、課題解決の加速を図ることを目的とす

るプラットフォーム。 

  

徳徳島島ババッッテテリリーーババレレイイ構構想想  

  蓄電池材料メーカーや蓄電池メーカーが立地し、

全国トップクラスの製造品出荷額を誇る地の利を活

かし、蓄電池関連産業を徳島県の新たな産業の柱と

して確立していくための産業戦略。  

  

  

徳徳島島版版ママイイススタターー制制度度  

  ドイツのデュアルシステムを参考に創設した制度

であり、「授業（座学）」＋「実践」の取組を行い、未

来のものづくりを支える人材を養成する事業。 

  

ととくくししまま三三ツツ星星ビビーーフフ  

   「ＪＧＡＰ家畜・畜産物」認証取得農場で、県内生

産者がこだわりを持ち飼育した「とくしま育ち」の牛

であり、その肉質が高品質と判定された牛肉のうち、

県が認定したもの。  

  

なな行行                                          

ににしし阿阿波波のの傾傾斜斜地地農農耕耕シシスステテムム  

  美馬市・三好市・つるぎ町・東みよし町における、

独自の農機具を使用した耕作技術により傾斜地のま

ま農業を営む「にし阿波」伝統の農耕システム。

2018 年に世界農業遺産に認定された。雑穀などの

栽培や山村景観、農耕にまつわる伝統行事が継承さ

れている。 

  

ににしし阿阿波波・・山山ののチチキキンンフファァーームム構構想想  

県西部における持続可能な養鶏業の発展に向け、

地域が一体となって、人材の確保・育成や生産から販

売まで一貫したサプライチェーンの強化を目指す取

組のこと。 

  

ネネイイチチャャーーポポジジテティィブブ（（自自然然再再興興））  

 自然を回復軌道に乗せるために、生物多様性の

損失を止め、反転させること。 「生物多様性国家戦

略 2023-2030」では、2030 年までに「ネイ

チャーポジティブ」を実現することを掲げている。  

 

農農村村型型地地域域運運営営組組織織  

  複数の集落の機能を補完して、農用地保全活動や

農業を核とした経済活動と併せて、生活支援等地域

コミュニティの維持に資する取組を行う組織のこと。

（農村 RMO ：Region Management Organization）  

  

農農地地中中間間管管理理機機構構  

農用地等を貸したい農家（出し手）から、農用地等 

の有効利用や農業経営の効率化を進める意欲ある担 

い手（受け手）への農地集積と集約化を支援する組織。 

  

農農福福連連携携  

  障がい者等が農業分野での活躍を通じて、自信や  

生きがいを持ち、社会参画を実現していく取組。これ

らに加え、担い手不足や高齢化が進む農業分野にお

いて、新たな働き手の確保につながることが期待さ

れている。  

  

はは行行                                          

ははぐぐくくみみ支支援援企企業業  

  県独自の認証制度により、子どもを産み育てなが

ら働き続けられる「子育てに優しい職場環境づくり」

に積極的に取り組んでいると認められた企業・法人

等のこと。  

  

パパララススポポーーツツ  

  障がいのある人のために考案されたスポーツや、

障がいの有無に関わらず共に楽しむことができるス

ポーツについて広く表す言葉。  

  

フフーードドテテッックク  

  生産から加工、流通、消費等へとつながる食分野の

新しい技術及びその技術を活用したビジネスモデル。  

  

フファァムムツツアアーー  

  観光地の誘致促進のため、ターゲットとする国・地

域の旅行事業者やブロガー、メディアなどに現地を

視察してもらうツアー。  

  

福福祉祉避避難難所所  

  災害発生時に一般の避難所での生活に支障をきた

す要配慮者（高齢者、障がいのある方など、避難所生

活において特別な配慮を要する方）を受け入れるた 

めに、市町村が指定した特別の配慮がなされた避難 

125

【 

用 

語 

解 

説 

】



所。 

 

フフレレイイルル  

  加齢に伴い心身の活力が低下し、「健康」な状態か

ら「要介護」状態へと移行する「中間」の段階。 

  

ポポジジテティィブブ行行動動支支援援  

  障がいの有無に関わらず、望ましい行動を効果的

に教え、その行動ができた際に賞賛や承認をするこ

とにより、全ての幼児児童生徒が主体的に適切な行

動を学ぶ教育方法のこと。  

  

ボボトトルル ttoo ボボトトルル  

 使用済みペットボトルを原料として、元と同品質

のペットボトルに繰り返しリサイクルすること。品

質を保ちながら半永久的に資源循環が可能であるた

め、新たな化石由来原料の使用量の減少や、廃棄物処

理の削減による二酸化炭素排出抑制に寄与する。 

 

まま行行                                          

ママーーケケッットトイインン  

  商品やサービスの提供を行う際に、市場や顧客の

視点に立ち、顧客のニーズに基づいた商品やサービ

スを提供すること。  

  

メメデディィアアミミッッククスス  

  新聞やテレビ、広報紙など「オフライン媒体」と、

県ホームページ、各種ＳＮＳなど「オンライン媒体」

を有機的に連携することで、相互の補完と相乗効果

を狙った広報戦略。 

  

モモーーダダルルシシフフトト  

  トラック等の自動車で行われている貨物輸送を環

境負荷の小さい鉄道や船舶の利用へと転換すること。  

  

モモーーダダルルミミッッククスス  

  鉄道や路線バス、コミュニティバスなどの各交通

機関がそれぞれの特性を生かして連携し、利便性や  

効率性の高い「交通ネットワーク」を構築すること。  

  

やや行行                                          

ヤヤンンググケケアアララーー  

  家族の介護その他の日常生活上の世話を過度に行

っていると認められる子ども ・若者のこと。責任や負

担の重さにより、学業や友人関係などに影響が出て

しまうことがある。  

  

ユユニニババーーササルルカカフフェェ  

子どもから高齢者、障がい者をはじめ、多くの方々

が集い、それぞれが持つ悩みや経験を共有し、サービ

ス提供の担い手にもなるワンストップ型交流拠点。  

 

ユユニニババーーササルルデデザザイインン  

  年齢、性別、身体的能力、言語などに関わらず、あ

らかじめ多様なニーズを考慮して、全ての人が安全

に安心して、容易かつ快適に利用できるように、施設、

製品、サービスなどを計画、設計する考え方のこと。  

  

ゆゆめめババンンククととくくししまま  

  県民や企業からの「お金」や「もの」、「人」などの

支援を、必要とする NPO 団体等につなぎ、その自立

と発展を図るための取組。  

  

らら行行                                          

ララーーケケーーシショョンンのの日日  

  「ラーケーション」とは、「ラーニング」（学び）

と「バケーション」（休暇）を組み合わせた造語。児

童生徒が保護者等とともに、平日に校外で学びや体

験の活動をすることができる制度。制度を利用する

場合は、事前に学校へ届け出を行い、その日は欠席の

扱いとならない。 

  

ラライイフフココーースス  

  胎児期から高齢期に至る人生の一連の過程。幼少

期からの健康状態が、成長後の健康にも影響を与え

ることから、生涯を通じて健康を保持するために、高

齢者の健康だけでなく、幼少期をはじめ若年期から

の生活習慣を重視する健康づくり対策が重要となっ 

ている。 

 

リリカカレレンントト教教育育  

  学校教育から離れた後も、生涯にわたって学び続  

け、就労と学習のサイクルを繰り返していくこと。  

  

リリススククココミミュュニニケケーーシショョンン  

  リスク対象やそれへの対応について、関係者が情

報・意見を交換し、その過程で関係者間の相互理解を

深め、信頼を構築する活動のこと。 

  

わわ行行                                            

ワワーーケケーーシショョンン（（アアワワーーケケーーシショョンン））  

  ワーケーションとは、「仕事（ワーク）」と「休暇（バ

ケーション）」を組み合わせた造語。全国屈指の光ブ

ロードバンド環境のもと、本県が誇る豊かな自然や

文化を体感しながら働ける、阿波徳島ならではのワ

ーケーションを「アワ（阿波）ーケーション」と命名。 

  

ワワンンヘヘルルスス  

  人の健康を守るためには、動物の健康に加え、環境

の健全性も守ることが重要という考え方。 

  

アアルルフファァベベッットト                                        

ＢＢＣＣＰＰ  

  事業継続計画（BCP ：Business Continuity Plan）。

大規模自然災害やテロなどの発生時においても、重

要な業務を継続するためにあらかじめ策定する計画。 

  

ＤＤＭＭＡＡＴＴ  

  Disaster Medical Assistance Team の略称。災

害発生直後の急性期（概ね 48 時間以内）に活動で

きる機動性を持った、専門的な訓練を受けた医療チ

ームであり、主な活動は、現場での医療活動、傷病者・

物資の搬送、病院の運営支援等。  

  

ＤＤＭＭＯＯ  

  様々な地域資源を組み合わせた観光地の一体的な  

ブランドづくり、ウェブ・ＳＮＳ等を活用した情報発

信・プロモーション、効果的なマーケティング、戦略

策定等について、地域が主体となって行う観光地域

づくりの司令塔となる法人。 

  

ＤＤＭＭＶＶ  

  Dual Mode Vehicle の略称。線路と道路の両方を

走行することができる車両。約 15 秒で行われる「モ

ードチェンジ」により、バスモードと鉄道モードを切

り替える。2021 年 12 月 25 日、徳島県において

世界初の本格営業運行を開始。  

  

ＤＤＰＰＡＡＴＴ  

  Disaster Psychiatric Assistance Team の略称。

自然災害、航空機・列車事故、犯罪事件などの大規模

災害等の後に被災者及び支援者に対して、精神科医

療及び精神保健活動の支援を行うための専門的な研

修・訓練を受けた「災害派遣精神医療チーム」。  

  

ＤＤＷＷＡＡＴＴ  

Disaster Welfare Assistance Team の略称。 

災害時における、長期避難者の生活機能の低下や

要介護度の重度化など二次被害防止のため、一般

避難所等で災害時要配慮者等（高齢者や障がい者、

子ども等）に対する福祉支援を行う民間の福祉専

門職等で構成するチーム。 

  

ＤＤＸＸ（（デデジジタタルルトトラランンススフフォォ－－メメーーシショョンン））  

  Digital Transformation の略称。県民、事業者、

行政等が、データやデジタル技術を活用することを

前提に、組織のあり方、業務プロセス、文化・風土を

変革し、地域の魅力を創造すること。 

  

ＥＥＶＶ  

Electric Vehicle の略称。電気自動車とも呼ばれ 

る。外部電源から車載のバッテリーに充電した電気 
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所。 

 

フフレレイイルル  

  加齢に伴い心身の活力が低下し、「健康」な状態か

ら「要介護」状態へと移行する「中間」の段階。 

  

ポポジジテティィブブ行行動動支支援援  

  障がいの有無に関わらず、望ましい行動を効果的

に教え、その行動ができた際に賞賛や承認をするこ

とにより、全ての幼児児童生徒が主体的に適切な行

動を学ぶ教育方法のこと。  

  

ボボトトルル ttoo ボボトトルル  

 使用済みペットボトルを原料として、元と同品質

のペットボトルに繰り返しリサイクルすること。品

質を保ちながら半永久的に資源循環が可能であるた

め、新たな化石由来原料の使用量の減少や、廃棄物処

理の削減による二酸化炭素排出抑制に寄与する。 

 

まま行行                                          

ママーーケケッットトイインン  

  商品やサービスの提供を行う際に、市場や顧客の

視点に立ち、顧客のニーズに基づいた商品やサービ

スを提供すること。  

  

メメデディィアアミミッッククスス  

  新聞やテレビ、広報紙など「オフライン媒体」と、

県ホームページ、各種ＳＮＳなど「オンライン媒体」

を有機的に連携することで、相互の補完と相乗効果

を狙った広報戦略。 

  

モモーーダダルルシシフフトト  

  トラック等の自動車で行われている貨物輸送を環

境負荷の小さい鉄道や船舶の利用へと転換すること。  

  

モモーーダダルルミミッッククスス  

  鉄道や路線バス、コミュニティバスなどの各交通

機関がそれぞれの特性を生かして連携し、利便性や  

効率性の高い「交通ネットワーク」を構築すること。  

  

やや行行                                          

ヤヤンンググケケアアララーー  

  家族の介護その他の日常生活上の世話を過度に行

っていると認められる子ども ・若者のこと。責任や負

担の重さにより、学業や友人関係などに影響が出て

しまうことがある。  

  

ユユニニババーーササルルカカフフェェ  

子どもから高齢者、障がい者をはじめ、多くの方々

が集い、それぞれが持つ悩みや経験を共有し、サービ

ス提供の担い手にもなるワンストップ型交流拠点。  

 

ユユニニババーーササルルデデザザイインン  

  年齢、性別、身体的能力、言語などに関わらず、あ

らかじめ多様なニーズを考慮して、全ての人が安全

に安心して、容易かつ快適に利用できるように、施設、

製品、サービスなどを計画、設計する考え方のこと。  

  

ゆゆめめババンンククととくくししまま  

  県民や企業からの「お金」や「もの」、「人」などの

支援を、必要とする NPO 団体等につなぎ、その自立

と発展を図るための取組。  

  

らら行行                                          

ララーーケケーーシショョンンのの日日  

  「ラーケーション」とは、「ラーニング」（学び）

と「バケーション」（休暇）を組み合わせた造語。児

童生徒が保護者等とともに、平日に校外で学びや体

験の活動をすることができる制度。制度を利用する

場合は、事前に学校へ届け出を行い、その日は欠席の

扱いとならない。 

  

ラライイフフココーースス  

  胎児期から高齢期に至る人生の一連の過程。幼少

期からの健康状態が、成長後の健康にも影響を与え

ることから、生涯を通じて健康を保持するために、高

齢者の健康だけでなく、幼少期をはじめ若年期から

の生活習慣を重視する健康づくり対策が重要となっ 

ている。 

 

リリカカレレンントト教教育育  

  学校教育から離れた後も、生涯にわたって学び続  

け、就労と学習のサイクルを繰り返していくこと。  

  

リリススククココミミュュニニケケーーシショョンン  

  リスク対象やそれへの対応について、関係者が情

報・意見を交換し、その過程で関係者間の相互理解を

深め、信頼を構築する活動のこと。 

  

わわ行行                                            

ワワーーケケーーシショョンン（（アアワワーーケケーーシショョンン））  

  ワーケーションとは、「仕事（ワーク）」と「休暇（バ

ケーション）」を組み合わせた造語。全国屈指の光ブ

ロードバンド環境のもと、本県が誇る豊かな自然や

文化を体感しながら働ける、阿波徳島ならではのワ

ーケーションを「アワ（阿波）ーケーション」と命名。 

  

ワワンンヘヘルルスス  

  人の健康を守るためには、動物の健康に加え、環境

の健全性も守ることが重要という考え方。 

  

アアルルフファァベベッットト                                        

ＢＢＣＣＰＰ  

  事業継続計画（BCP ：Business Continuity Plan）。

大規模自然災害やテロなどの発生時においても、重

要な業務を継続するためにあらかじめ策定する計画。 

  

ＤＤＭＭＡＡＴＴ  

  Disaster Medical Assistance Team の略称。災

害発生直後の急性期（概ね 48 時間以内）に活動で

きる機動性を持った、専門的な訓練を受けた医療チ

ームであり、主な活動は、現場での医療活動、傷病者・

物資の搬送、病院の運営支援等。  

  

ＤＤＭＭＯＯ  

  様々な地域資源を組み合わせた観光地の一体的な  

ブランドづくり、ウェブ・ＳＮＳ等を活用した情報発

信・プロモーション、効果的なマーケティング、戦略

策定等について、地域が主体となって行う観光地域

づくりの司令塔となる法人。 

  

ＤＤＭＭＶＶ  

  Dual Mode Vehicle の略称。線路と道路の両方を

走行することができる車両。約 15 秒で行われる「モ

ードチェンジ」により、バスモードと鉄道モードを切

り替える。2021 年 12 月 25 日、徳島県において

世界初の本格営業運行を開始。  

  

ＤＤＰＰＡＡＴＴ  

  Disaster Psychiatric Assistance Team の略称。

自然災害、航空機・列車事故、犯罪事件などの大規模

災害等の後に被災者及び支援者に対して、精神科医

療及び精神保健活動の支援を行うための専門的な研

修・訓練を受けた「災害派遣精神医療チーム」。  

  

ＤＤＷＷＡＡＴＴ  

Disaster Welfare Assistance Team の略称。 

災害時における、長期避難者の生活機能の低下や

要介護度の重度化など二次被害防止のため、一般

避難所等で災害時要配慮者等（高齢者や障がい者、

子ども等）に対する福祉支援を行う民間の福祉専

門職等で構成するチーム。 

  

ＤＤＸＸ（（デデジジタタルルトトラランンススフフォォ－－メメーーシショョンン））  

  Digital Transformation の略称。県民、事業者、

行政等が、データやデジタル技術を活用することを

前提に、組織のあり方、業務プロセス、文化・風土を

変革し、地域の魅力を創造すること。 

  

ＥＥＶＶ  

Electric Vehicle の略称。電気自動車とも呼ばれ 

る。外部電源から車載のバッテリーに充電した電気 
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を用いて、電動モーターを動力源として走行する自 

動車のこと。ガソリンを使用しないため、走行時に 

ＣＯ2 を排出しないクリーンな自動車。 

 

ｅｅススポポーーツツ  

  エレクトロニック・スポーツの略称。広義には、電

子機器を用いて行う娯楽、競技、スポーツ全般を指す

言葉であり、コンピューターゲーム、ビデオゲームを 

使った対戦をスポーツ競技として捉える際の名称。  

  

ＧＧＸＸ（（ググリリーーンントトラランンススフフォォーーメメーーシショョンン））  

 Green Transformation の略称。温室効果ガスを

発生させる化石エネルギーを中心とした現在の産業

構造・社会構造を、クリーンエネルギー中心へ転換し、

経済社会システム全体を変革しようとする取組。 

  

ＨＨＡＡＣＣＣＣＰＰ  

  Hazard Analysis Critical Control Pointの略称。

食品の製造・加工・保管・消費に係るあらゆる危害を

特定し、リスクを評価し、その防止のための管理を確

立するシステム。 

  

ｉｉ－－ＣＣｏｏｎｎｓｓｔｔｒｒｕｕｃｃｔｔｉｉｏｏｎｎ  

  調査・測量から設計、施工、検査、維持管理・更新

までの全ての建設生産プロセスにおいて、ＩＣＴ等

を活用することにより、建設現場の生産性向上を目

指す取組。  

  

ＪＪククレレジジッットト  

  省エネルギー設備の導入や再生可能エネルギーの

利用によるＣＯ２等の排出削減量や適切な森林管理

によるＣＯ２等の吸収量を売買可能な「クレジット」

として国が認証する制度。 

  

ＭＭａａａａＳＳ  

  Mobility as a Service の略称。地域住民や旅行者

一人ひとりのトリップ単位での移動ニーズに対応し

て、複数の公共交通やそれ以外の移動サービスを最

適に組み合わせて検索・予約・決済等を一括で行うサ

ービス。観光や医療等の目的地における交通以外の

サービス等との連携により、移動の利便性向上や地

域の課題解決にも資する重要な手段となる。 

  

ＭＭＩＩＣＣＥＥ  

  企業等の会議（Meeting）、企業等の行う報奨・研

修旅行（Incentive Travel）、国際機関、学会等が行 

う国際会議（Convention）、展示会・見本市、イベ

ント（Exhibition/Event）のことであり、多くの集

客交流・消費が見込まれるビジネスイベントなどの

総称。  

  

ＰＰＩＩＯＯ－－ＮＮＥＥＴＴ（（全全国国消消費費生生活活情情報報ネネッットトワワーークク

シシスステテムム））  

 国民生活センターと全国の消費生活センターをネ

ットワークで結び、消費者から消費生活センターに

寄せられる消費生活に関する苦情相談情報（消費生

活相談情報）の収集を行っているシステム。 

  

ＰＰＰＰＡＡ方方式式  

 Power Purchase Agreement（電力販売契約） 

の略称。PPA 事業者が、電力需要家(企業、公共施設、

住宅等）の屋根や駐車場等に、原則、無償で発電設備

の設置と保守を行い、電力需要家は PPA 事業者に電

気使用料を支払う仕組みのこと。 

 

ＳＳOOBBOO--WWEEBB  

  各省庁、地方自治体等の災害対応機関が災害発生

時に被災状況等を早期に把握・推計し、災害情報を俯

瞰的に捉え、被害の全容を把握することを目的とし

た災害情報を地理空間情報として共有するシステム。 

  

ＳＳＶＶ  

  児童福祉司のスーパーバイザー。虐待などに対応

する児童福祉司として、おおむね５年以上勤務した

者であって、他の職員に指導や教育ができる熟練し

た職員。 

 

ＴＴＫＫＢＢ  

  災害関連死を防ぐため、避難所へ速やかに配備す

べき Toilet （トイレ）、Kitchen （キッチン（食事））、

Bed（ベッド）の略称。 

  

ＴＴＮＮＲＲ  

Trap ・Neuter ・Return の略称。野良猫を捕獲器  

等で捕獲（Trap）し、不妊・去勢手術（Neuter）を

行った後に、元の場所に戻す（Return）こと。  
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■ロゴマーク
　・�無限大マークを 2つ重ねた「ダブルインフィニティ」
　・�徳島の多様な「アイデンティティ」を表現

■メインフレーズ
　・�新時代に向けた「徳島の可能性」�「挑戦する姿勢」
　・�「阿波おどり」のようなパワーで飛躍

■サブフレーズ
　・�阿波藍の産地・青色LED発祥の地
　・�本県が目指す
　　「未来に引き継げるサステナブルな徳島」

キャッチフレーズのコンセプト
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お問い合わせ先
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